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令和 4年度



「事業の概要」欄に関連するＳＤＧｓ の目標（17 項目）を示しています。

各目標の内容については以下のとおりです。

あらゆる場所のあらゆる形態の
貧困を終わらせる 

各国内及び各国間の不平等を是
正する 

飢餓を終わらせ、食料安全保障
及び栄養改善を実現し、持続可
能な農業を促進する 

包摂的で安全かつ強靱
きょうじん

（レジ
リエント）で持続可能な都市及
び人間居住を実現する 

あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を
促進する 

持続可能な生産消費形態を確保
する 

すべての人々への包摂的かつ公
正な質の高い教育を提供し、生
涯学習の機会を促進する 

気候変動及びその影響を軽減す
るための緊急対策を講じる 

ジェンダー平等を達成し、すべ
ての女性及び女児の能力強化を
行う 

持続可能な開発のために海洋・
海洋資源を保全し、持続可能な
形で利用する 

すべての人々の水と衛生の利用
可能性と持続可能な管理を確保
する 

陸域生態系の保護、回復、持続
可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処、
ならびに土地の劣化の阻止・回
復及び生物多様性の損失を阻止
する

すべての人々の、安価かつ信頼
できる持続可能な近代的エネ
ルギーへのアクセスを確保する

持続可能な開発のための平和で
包摂的な社会を促進し、すべて
の人々に司法へのアクセスを提
供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的
な制度を構築する 

包摂的かつ持続可能な経済成長
及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人
間らしい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する 

持続可能な開発のための実施手
段を強化し、グローバル・パー
トナーシップを活性化する 

強靱
きょうじん

（レジリエント）なイン 
フラ構築、包摂的かつ持続可能
な産業化の促進及びイノベーシ
ョンの推進を図る 

※ＳＤＧｓ： Sustainable Development Goals の略。持続可能な開発目標。平成 27 年 9 月の国連サミット
において、健康や教育、経済成長、気候変動に関するものなど、国内外の課題解決に向けて掲
げられた国際目標です。 

※



令和４年度主な施策等一覧（防災危機管理局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
想定し得る最大規模（Ｌ２）災害への対応に
係る検討

114,105 1

職員の災害対応能力向上に係る研修・訓練体
系整備

4,500 2

戦略的広報の推進 4,200 3

要配慮者利用施設における避難確保計画等作
成支援

17,800 4

民間宿泊施設を活用した避難助成制度の創設 4,178 5

災害時電源協力車制度の創設 1,632 6

災害対策本部の機能強化に係るシステムの導
入

23,980 7

地域防災活動における新たな担い手の確保及
び担い手の育成

6,123 8

個別避難計画作成支援ツールの構築等 155,900 9

拡 充 防災人材育成計画の策定等 2,521 10

水防法改正等に伴うハザードマップの改定 124,000 11

防災情報のオープンデータ化の推進 19,800 12

帰宅困難者用物資の備蓄 15,100 13

地区防災カルテを活用した防災活動の推進 51,401 14

指定避難所運営マニュアルの改定 11,600 15

感震ブレーカー設置助成 22,000 16

港防災センターの展示等の更新に係る検討 3,000 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充
新型コロナウイルス感染症対策等に係る業務
執行体制の強化

28,582 18

被災地域への支援、交流事業 35,376 19

継 続
新型コロナウイルス感染症対策に係る指定避
難所衛生用品等の備蓄

42,280 20

新型コロナウイルス感染症対策の普及啓発 10,000 21
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）想定し得る最大規模（Ｌ２）災害 

    への対応に係る検討 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １１４，１０５千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 近年、全国各地で風水害による被害が激甚化、頻発化している

中で、災害対策においては、従来の「過去の災害を踏まえた最大

規模（Ｌ１）」に加え「想定し得る最大規模（Ｌ２）」を踏まえ

た上での対応が求められていることから、直ちにＬ２災害への対

応を検討する。検討にあたっては、想定される被害の概要を明ら

かにするとともに、必要な対応の検討を各局区室との連携をより

深め、全市を挙げて取り組む。 

 

２ 主な内容 

・Ｌ２災害における風水害及び地震の被害想定の算出 

・区役所・支所、避難所など防災拠点への影響調査 

・避難困難地域や避難場所が不足している地域においての 

避難のあり方（広域避難等）についての検討 

 ・被害想定や各種調査を踏まえた対策方針の検討 

・Ｌ１とＬ２の違いや今後ますます重要となる自助・共助 

 の重要性など、紙媒体や映像により市民・事業者へ周知 

 

（参考）災害規模の種別の定義 

区分 内容 

レベル１ 

（Ｌ１） 

過去の災害を踏まえた最大規模又は計画に定められ 

た規模の災害 

レベル２ 

（Ｌ２） 

発生頻度は低いが、想定し得る最大規模又はあらゆ 

る可能性を考慮した最大規模の災害 

 

 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２７ 
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）職員の災害対応能力向上に係る

研修・訓練体系整備 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  防災人材育成の取り組みの一環として、実災害での災害対応業

務等に知識・知見を有する第三者機関等を活用し、令和４年度か

ら令和５年度にかけて、職員向けの防災研修及び市災害対策本部

運営訓練の内容充実を図るとともに、研修・訓練の体系を整備し、

職員の災害対応能力の向上を図る。 

 

２ 内容 

 ・外部講師を活用し、職員向け防災研修の内容を充実 

・第三者機関を活用し、本市の災害対応業務に係る手順等を再整

備するとともに、市災害対策本部運営訓練における職員の災害

対応能力評価基準を設定 

・研修・訓練・評価を通じて職員の災害対応能力の現状及び課題

を把握し、更なる向上につなげていく効果的な体系を整備 

 

（参考）令和５年度の予定 

・整備した研修・訓練体系に基づき、各所属において所属別の

研修・訓練を実施 

・第三者機関を活用した実践的な市災害対策本部運営訓練を実

施するとともに、令和４年度に設定した評価基準に基づいて

研修・訓練の成果を評価し、業務の改善に反映 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２２ 
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （新規）戦略的広報の推進 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４，２００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 想定し得る最大規模（Ｌ２）災害への対応で重要となる自助・

共助の充実を図るため、防災人材育成方針の基本理念である「防

災の日常化による災害に強いまちづくり」の実現を目指して、民

間企業のノウハウを活用した戦略的かつ効率的な新たな広報活

動を行う。 

 

２ 主な内容 

(1) 民間企業によるコンサルティング及び広報戦略策定 

民間企業のコンサルティングにより、これまでの広報活動に

ついての分析・評価を行うとともに、広報活動を効果的に推進

するための戦略を策定する。 

(2) 広報啓発キャンペーンの実施 

   防災の日常化に加え、想定し得る最大規模（Ｌ２）の災害や

新しいハザードマップ、防災人材育成の重要性などについて、

一定期間を設け重点的に広報啓発を行うキャンペーンを実施

することで、市民や企業への周知徹底を図る。 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２６ 
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）要配慮者利用施設における避難確

保計画等作成支援 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １７，８００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

水防法等に規定される浸水想定区域(洪水・内水氾濫・高潮)、

土砂災害(特別)警戒区域及び津波災害警戒区域内に位置する社

会福祉施設や医療機関等の要配慮者利用施設において、避難確保

計画の作成・提出及び当該計画に基づく避難訓練の結果報告を、

より効率的に行うためのシステムを導入し、施設の負担軽減を図

り、計画作成や訓練の実施を促していくことで、施設利用者の円

滑な避難行動を確保する。 

 

２ 背景 

 (1) 対象施設の増加 

・令和３年６月、愛知県が高潮浸水想定区域を指定したことに

伴い、対象施設が大幅に増加する。 

・令和３年７月、水防法改正により浸水想定区域（洪水、内水

氾濫）の指定対象が拡大し、対象施設が一層増加する見込み。 

 (2) 市による助言・勧告 

  ・令和２年７月豪雨災害では、避難確保計画の作成及び訓練を

実施していた施設においても甚大な人的被害が発生したた

め、令和３年７月に水防法が改正され、避難確保計画及び訓

練内容について、自治体からの助言・勧告が可能となった。 

 

３ システムの機能概要 

 (1) 避難確保計画の作成・提出、避難訓練の結果報告 

   従来、区役所等への持参もしくは郵送により提出していただ

いていた避難確保計画や避難訓練の結果について、システム上

での作成及び提出を可能とする。 

 (2) 本市における避難確保計画及び訓練結果に対する助言・勧告 

      要配慮者利用施設より提出された避難確保計画や避難訓練  

の結果について、より実効性のあるものとなるよう、システム

上で本市より助言・勧告を行う。 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３      
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）民間宿泊施設を活用した避難助成

制度の創設 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４，１７８千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  大雨や台風に起因する事象により、避難情報（高齢者等避難、

避難指示、緊急安全確保）が発令された際等に、対象地区の住民

が宿泊施設に避難する場合の宿泊費の一部助成制度を創設する。 

 

２ 制度概要 

対象となる状況 
大雨や台風に起因する事象により、本市

が避難情報を発令した場合等 

対象世帯 
土砂災害(特別)警戒区域または家屋倒

壊等氾濫想定区域内に居住する世帯 

補助額 
宿泊費の２分の１ 

（一世帯当たり上限５，０００円） 

対象の宿泊施設 
名古屋市内に所在する旅館業法に基づ

く旅館・ホテル 

開始時期（予定） 令和４年６月 

運営体制 
事前登録・補助金交付申請書兼請求書の

受付業務などを委託 

※避難情報等を直接伝達し、適切な避難行動につなげるため、 

本制度の利用は事前登録制とする。 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （新規）災害時電源協力車制度の創設 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １，６３２千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  市内で大規模災害が発生した際に、指定避難所等における停電

に対応するため、事前に市民・事業者が保有する外部給電可能な

車両の登録を依頼し、広く災害時の電力供給にかかる応急対応に

協力していただくための制度を創設する。 

また、効果的に登録者を確保するため、環境局が実施する「ゼ

ロエミッション車の購入補助」の補助対象要件の一つに本制度へ

の登録を位置付けるとともに、連携を図りながら広報啓発を実施

する。 

 

２ 対象車両 

  外部給電が可能なゼロエミッション車 

・電気自動車 

・プラグインハイブリッド自動車 

・燃料電池自動車 

 

３ 登録者の主な活動内容 

(1) 発災時 

   災害による大規模停電が発生した際の指定避難所等におけ

る電力給電の協力 

(2) 平常時 

  給電方法の確認や連絡体制を強化するための訓練やイベン

ト等への協力 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）災害対策本部の機能強化に係るシ

ステムの導入 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 ２３，９８０千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  災害対策本部の機能強化の一環として、これまで職員が一部

手作業等で行っていた各種災害情報の収集や分析、共有、発信

等を効率化し、災害対応をより迅速かつ効果的に行うため、各

種システムを導入する。 

 

２ システムの機能概要 

(1) ＧＩＳ（地理情報システム） 

   災害時に各部署や関係機関が個別に収集する被害情報等

を、地図データ上に集約・可視化することで、各情報の重ね

合わせによる高度な情報分析、各部署間での情報共有、災害

対応における迅速な方針決定につなげる。 

 (2) ＳＮＳ分析システム 

市民等がＳＮＳに投稿した情報から、本市で発生した災害

に関する情報をＡＩにより自動で抽出するとともに、詳細な

場所を分析・特定することで、いち早く被害状況等の情報収

集を行う。 

(3) 一斉情報発信システム 

緊急速報メールやＳＮＳ等への情報発信を一度の操作で、

一斉に行うことで、避難情報等の災害に関する情報をより迅

速かつ確実に市民に伝達する。 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２６ 
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）地域防災活動における新たな担い 

手の確保及び担い手の育成 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 ６，１２３千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨  

防災人材育成の取り組みの一環として、地域防災活動の新たな

担い手の確保に向けた取り組みを推進するとともに、災害対策委

員や自主防災組織に対し、職務・役割の更なる理解に向けた研修

等を充実させることで、地域防災活動のリーダーの育成を推進

し、発災時における円滑な地域防災活動の確保を図る。 

 

２ 主な内容  

(1) 地域防災活動における新たな担い手の確保 

災害対策委員をサポートするための「防災サポーター」制度

の創設に向け、モデル地区における試行実施を行うとともに、

中長期的な地域防災活動の担い手確保を目指し、災害時にも使

用できるノベルティグッズを活用するなど、防災に興味を持っ

てもらうことで、主に子どもたちの各種防災訓練への参加を促

す。 

(2) 災害対策委員等の育成及び活動支援 

災害対策委員や自主防災組織が、発災時におけるそれぞれの

活動を時系列で整理した新たなマニュアルを作成するととも

に、地域防災活動のリーダーに向けた研修や講演会等を計画的

に実施し、職務・役割の更なる理解につなげる。 

 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）個別避難計画作成支援ツールの構

築等 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 １５５，９００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  令和３年５月に災害対策基本法の一部が改正され、ひとり暮ら

し高齢者等の避難行動要支援者の個別避難計画の作成が市町村

の努力義務となった。 

これを受けて、本市における避難行動要支援者約３０万人に対

し、個別避難計画の作成を推進していくための体制を構築する。 

また、このうち、介護が必要な方や重い障害をお持ちの方など

特に避難支援が必要となる方については、国の指針に沿っておお

むね５年程度で取り組んでいく。 

 

２ 主な内容 

(1) 個別避難計画作成支援ツールの構築 

スマートフォン等での個別避難計画の作成及び災害時にお

ける避難行動要支援者の避難支援等に資するアプリを作成す

る。 

 (2) モデル地区における試行実施 

   モデル地区において、福祉専門事業者と協力し、個別避難計

画作成支援ツールを活用して個別避難計画を作成するととも

に、計画の作成を推進するためのマニュアル等の検証を行う。 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和４年度  個別避難計画作成支援ツールの構築 

         モデル地区における試行実施 

  令和５年度～ 全市での本格実施 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 
 

 

 



－１０－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）防災人材育成計画の策定等 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２，５２１千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  気候変動による自然災害の激甚化・頻発化や南海トラフ地震の

発生可能性が高まる中で、ますます重要となってくる自助・共助・

公助の取り組みを強化するため、令和３年度に市民・事業者・市

職員におけるめざすべき姿や人材育成の方向性、方策等を掲げる

「名古屋市防災人材育成方針」を策定した。 

これを踏まえ、今後、本市が体系的・戦略的に行う人材育成の

具体的な取り組みを掲げた計画を策定し、大規模災害を乗り越え

ることのできる地域防災力・災害対応力の向上を図る。 

   

２ 主な内容 

 (1) 「名古屋市防災人材育成計画」の策定 

  ・各局区室の人材育成の取り組みの整理・分析、体系化 

・必要な取り組みの追加・拡充、効果的な手法などの検討 

・取り組みの効果を測定する仕組みの検討 

 (2) 事業者向け防災啓発コンテンツの作成 

・企業防災推進に向けた総合的な啓発コンテンツの作成 

・コンテンツの効果的な活用方法の検討 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３ 

 

 

 



－１１－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

緑政土木局 

事 項 
（拡充）水防法改正等に伴うハザードマッ 

プの改定 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １８３，０００千円  

事業の概要 

 

１ 趣旨 

平成２７年の水防法改正に基づく想定最大規模の浸水想定や

津波、地震などすべての災害を取りまとめた総合ハザードマップ

の印刷・製本を行い、様々な災害に対して市民が適切に避難でき

るよう市民へ全戸配布する。 

 

２ 仕様 

マップ 

・水防法に基づく洪水、内水氾濫、高潮に加え、ため池、

土砂災害、津波及び地震といったすべての災害を対象

に作成 

・自宅が被災して帰宅できない場合に、一定期間避難生

活を送る場所を示した避難所マップを作成 

情報 

学習面 

・防災情報及び日頃からの備え等を記載した情報学習

面を冊子で作成 

・最終頁にマップ等をまとめて保管するため、ポケット

を作成 

 

３ 主な変更点 

 ・洪水及び内水氾濫について、想定し得る最大規模の降雨による

浸水想定に変更 

・高潮及びため池の浸水想定を新たに公表 

・台風接近等の災害時に、あらかじめ自分自身がとる具体的な行

動を時系列に整理できるマイタイムラインを新たに作成 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３      
 

 

 

防災危機管理局 １２４，０００千円 

緑政土木局    ５９，０００千円 



－１２－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）防災情報のオープンデータ化の推 

    進 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １９，８００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  本市が保有するハザードマップ等の防災情報を、ＧＩＳデータ

やＣＳＶデータなどの加工・分析を行える形式でオープンデータ

化することで、民間事業者等によるアプリやシステムなどの開発

を促進し、避難行動やリスク情報の収集を容易にするなど利便性

向上を図る。 

 

２ 内容 

令和３年度に名古屋大学と共同研究を行い、試験的なウェブサ

イトの運用を通じて得た利活用事例等を踏まえ、令和４年度には

一般公開用のウェブサイトを構築し、広く市民に公開する。 

 

３ 想定される利活用事例 

・ハザードマップや指定緊急避難場所等のＧＩＳデータを活用

することで、近くの指定緊急避難場所への道順や混雑状況を確

認できる。 

・帰宅困難者退避施設の情報や地図データ等を活用し、ＳＮＳ上 

で集められた被害情報を地図上にあわせて表示することで、適

切な避難行動につなげることができる。 

 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３ 

 

 

 



－１３－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）帰宅困難者用物資の備蓄 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １５，１００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  大規模災害時に伏見・栄地区で想定される多数の帰宅困難者の

一時的な退避及び安全な徒歩帰宅の促進に必要となる防災備蓄

物資を新たに確保する。 

あわせて、既に帰宅困難者用物資を確保済みである名古屋駅周

辺地区及び金山駅周辺地区について、鉄道乗換利用者等を考慮し

た帰宅困難者数の再推計の結果を踏まえ、追加で防災備蓄物資を

確保する。 

  

２ 備蓄品目 

 (1) 食糧 

(2) 飲料水 

(3) 保温シート 

(4) 簡易トイレ 

 

３ 備蓄物資の保管場所 

  名古屋駅周辺地区、伏見・栄地区、金山駅周辺地区内の退避施

設等 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２６ 

 

 

 



－１４－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）地区防災カルテを活用した防災活

動の推進 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 ５１，４０１千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  地形や災害リスクなどの地域特性や地域における防災活動の

状況など、地域防災に関する各種情報を整理した「地区防災カル

テ」を活用し、よりきめ細かな防災活動を推進する。 

  また、想定し得る最大規模の災害を踏まえた新たなハザードマ

ップについても、事業を通じ、きめ細かく周知等を行い、適切な

避難行動につなげる。 

なお、平成３０年度からの事業実施を通じ明らかになった、発

災時の役割分担の整理、あるいは要配慮者の具体的な避難要領の

検討など、地域での新たなニーズや課題に対応するため、学区単

位に加え、町内単位の活動も支援していく。 

 

２ 主な内容 

 (1) カルテを活用した地域との話し合い 

  ・新たなハザードマップを踏まえた地域特性の把握 

  ・課題の洗い出し 

  ・地域避難行動計画  

(2) 地域特性に応じた防災活動の支援 

 ・指定避難所開設・運営訓練 

 ・宿泊型訓練 

 ・各種講習  

 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 

 

 

 



－１５－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）指定避難所運営マニュアルの改定 草案頁 ３８頁 

予 定 額 １１，６００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  指定避難所運営の指針となる指定避難所運営マニュアルにつ

いて、南海トラフ地震臨時情報や新型コロナウイルス感染症への

対応等を踏まえ、改定するとともに、デジタル版を導入する。 

 

２ 主な内容 

 (1) 南海トラフ地震臨時情報への対応 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合

には、事前の避難先として指定避難所が開設されることから、

事前避難に対応した運営マニュアルを新たに追加 

(2) 新型コロナウイルス感染症への対応  

令和２年度に別冊として策定した新型コロナウイルス感染

症対策編との統合や、包括的な感染症対応策に関する国等の最

新の動向を踏まえた改定 

 (3) 指定避難所運営マニュアルのデジタル版の導入 

避難所運営を地域住民へ浸透・定着させ、地域防災力の向上

を図るため、スマートフォンやタブレットを活用し、訓練の場

などで容易にマニュアルを確認・共有できるようデジタル版を

導入 

 

 

 

担 当 課 
(1) 危機管理企画室           電話 ９７２－３５２３ 

(2) (3) 地域防災室          電話 ９７２－３５９１ 
 

 

 



－１６－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）感震ブレーカー設置助成 草案頁 ３８頁 

予 定 額 ２２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  地震時の出火防止対策として有効とされる感震ブレーカー（分

電盤タイプ）の設置費用の一部を助成することで、大規模地震に

よる火災被害を軽減する。 

また、新たに主な木造住宅密集地域における次年度以降の事業

の方向性を決めるため、設置状況等の調査を実施するとともに、

各制度の啓発を行う。 
 

２ 助成内容等 

  ※設置状況等のアンケート調査・啓発：５，０００千円 

その他広報経費等：５２０千円 
 

＜主な木造住宅密集地域 対象学区＞ 

北 区 大杉・杉村地区 

中村区 米野地区、中村地区、日比津地区 

瑞穂区 大喜地区、御剱地区（一部昭和区を含む） 

中川区 下之一色地区、戸田地区 

南 区 桜・笠寺・本星崎地区、呼続地区 

守山区 鳥羽見・廿軒家地区 

 

対 象 
市内において所有または居住する住宅に感震ブ

レーカーを設置する方 

区 分 主な木造住宅密集地域 左記以外の地域 

助成額 

・設置費の１/２ 

・上限額４万円 

・新築時の場合は 

 一律１万円 

・設置費の１/３ 

・上限額２万６千円 

・新築時の場合は 

 一律６千円 

件 数 １００件 ４８０件 

予 算 ４，０００千円 １２，４８０千円 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３ 
 

 



－１７－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）港防災センターの展示等の更新に

係る検討 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  港防災センターは、防災に関する知識の普及及び市民の防災・

減災意識の高揚を図ることを目的に開設した施設であるが、開館

後４０年が経過し、展示物等の老朽化や、近年頻発している全国

各地の災害状況を踏まえた展示内容の充実・更新の必要性等の課

題が生じてきていることから、より効果的な防災啓発を行えるよ

う展示等の更新について検討する。 

 

２ 内容 

(1) 市内の地域特性や過去災害の教訓等を勘案した展示の検討 

(2) ＶＲ（仮想現実）やプロジェクションマッピング等の活用の

検討 

(3) 他都市の類似施設の調査 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和４年度 展示等の更新に係る検討 

  令和５年度 検討結果に基づいた展示等の更新 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５２６ 

 

 

 



－１８－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）新型コロナウイルス感染症対策等

に係る業務執行体制の強化 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ２８，５８２千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  新型コロナウイルス感染症対策に関する普及啓発及び感染症

対策等を引き続き強力に推進していくため、危機対策室に主幹

（新型コロナウイルス感染症対策等に係る総合調整・広報）及び

主査（新型コロナウイルス感染症対策等に係る総合調整・広報）

に加え、主事を設置し、対策の推進に必要な組織体制を強化する。 

 

 

２ 内 容 

事  項 主な業務内容 

新型コロナウイル

ス感染症対策等に

係る総合調整・広報 

（危機対策室） 

主幹 １ 

主査 １ 

主事 １ 

新型コロナウイルス感染症対

策に関する全市的な対応の調

整及び広報・啓発 等 

 

担 当 課 総務課              電話 ９７２－３５３０ 

 

 

 



－１９－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）被災地域への支援、交流事業 草案頁 ３９頁 

予 定 額 ３５，３７６千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

東日本大震災における被災地の復興のため、引き続き陸前高田

市への職員派遣を行うとともに、友好都市としての両市の交流関

係をより一層発展させるための施策を展開する。 

 

２ 主な内容 

(1) 職員派遣 

  陸前高田市からの要請に基づき、防災関係業務に従事する職

員を派遣し、復興を支援 

(2) 報告会等 

  被災地派遣職員等による講演会や小中学校等の防災教育に

おける講師派遣、東日本大震災津波伝承館と連携したオンライ

ン授業など、本市の被災地域支援を通じて得られた経験や震災

の教訓などを市民等に伝える取り組みを実施 

(3) 交流事業 

  市民交流団の派遣や「奇跡の一本松」後継樹の東山動植物園

への植樹を契機として定めた「絆の日」に関する取り組みなど、

友好都市協定に基づく両市間の交流を推進 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－３５８５ 

 

 

 



－２０－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策に

係る指定避難所衛生用品等の備蓄 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４２，２８０千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

指定避難所における感染症対策のため、令和２年度に購入し

た手指消毒液と塩素系漂白剤を更新するとともに、衛生用品等

の備蓄を継続するため、倉庫を借り上げる。 

 

２ 内容 

(1) 手指消毒液、塩素系漂白剤の更新 

(2) 更新に係る衛生用品の指定避難所等への配送 

(3) 倉庫の借り上げ 

 

（参考）感染症対策として備蓄している主な衛生用品等 

・マスクなど衛生用品 

・パーティション 

・段ボールベッド・簡易ベッド 

 

 

担 当 課 地域防災室            電話 ９７２－３５９１ 

 

 

 



－２１－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策の

普及啓発 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症の流行に収束が見えない中、市民や

事業者の不安の払拭に向けて、新型コロナウイルス感染症に関す

る情報を発信していくための普及啓発と感染症への対応力向上

のための調査等を実施する。 

 

２ 主な内容 

 (1) 感染拡大防止に向けた広報・啓発等 

   基本的な感染防止対策や国や県からの新たな情報など市民

への周知が必要な事項について普及啓発事業を展開するとと

もに、今後、新たな感染症等が発生した際に教訓を活かすこと

ができるようにするため、本市の対応を記録として残してい

く。 

 (2) 先進事例調査 

   本市の今後の感染症対策に反映するため、新型コロナウイル

ス感染症の感染状況を考慮しつつ、感染症対策の初期対応に成

功した台湾の感染症対策について調査を実施する。 

担 当 課 危機対策室            電話 ９７２－４０６３ 

 

 

 



令和４年度主な施策等一覧（総務局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
データサイエンス学部（仮称）の開設準備交
付金、補助金

54,688 1

キャンパス整備基本計画の策定補助金 63,800 2

中部国際空港株式会社への整備費貸付金
（第二滑走路整備に向けた調査）

56,600 3

デジタルトランスフォーメーションの推進
（選挙人名簿等システムの標準化に伴う調
査）

35,000 4

参議院議員通常選挙の執行 580,130 5

県知事選挙の執行 577,909 6

市・県議会議員一般選挙の執行準備 263,310 7

中長期的な市政の課題に関する検討調査 34,000 8

拡 充
救急・災害医療センター（仮称）の整備貸付
金、補助金

1,104,000 9

デジタルトランスフォーメーションの推進 283,910 10

公民連携の推進 8,000 14

ポストコロナ等を見据えた学生タウンなごや
の推進

7,000 15

女性職員の活躍推進を始めとする若手職員の
キャリア形成支援

6,000 16

継 続 第20回アジア競技大会等の推進 577,052 17

持続可能な行政運営に向けた職員の働き方改
革の推進

53,990 18
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）データサイエンス学部（仮称）の開

設準備交付金、補助金 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 ５４,６８８千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

市立大学において、国や地域・産業界等のニーズに対応し、AI・

IoTの進展やビッグデータの出現を背景としたSociety5.0社会

の実現に向け、データを活用し、新たな知見を生み出す人材を

育成するデータサイエンス学部（仮称）の開設準備に対する交

付金、補助金 

２ 内  容 

  データサイエンス学部（仮称）の開設に向けて、教育研究活動

に必要な備品の購入や施設改修を行う。 

３ 学部の概要 

 （１）学部名称及び構成する学科 

    データサイエンス学部（仮称） 

データサイエンス学科（仮称） 

 （２）設置時期 

    令和５年４月（予定） 

（３）設置場所 

    名古屋市立大学 滝子（山の畑）キャンパス 

 （４）定員 

    １学年あたり８０名、４学年合計３２０名 

担 当 課
市立大学部市立大学室       

電話 ９７２-２１９３（内線 ２１９３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）キャンパス整備基本計画の策定補

助金 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 ６３，８００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  市立大学において、将来にわたる良好なキャンパス環境の維持

のため策定した施設再編整備構想を踏まえ、総合大学としての更

なる発展に向けたキャンパス施設整備を進めるための基本計画

策定に対する補助金 

２ 内  容 

（１） 滝子・田辺通キャンパス整備基本計画の策定 

（事業費４９，０００千円）

    魅力ある大学の実現に向け、滝子・田辺通キャンパスにお

ける、老朽化対策や新学部開設等を踏まえた施設再編整備の

ため、必要となる施設の機能・規模や建物配置、インフラ等

に係る基本計画を策定する。 

（２） 再編整備を進めるための体制強化 

（事業費１４，８００千円）

    上記の検討を進めるため、人員増により体制を強化する。

担 当 課
市立大学部市立大学室 

          電話 ９７２－２１９３（内線２１９３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項

（新規）中部国際空港株式会社への整備費

貸付金（第二滑走路整備に向けた

調査） 

草案頁 ６４頁 

予 定 額 ５６，６００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  中部国際空港において、２０２７年度を目途に第二滑走路を

供用開始するため、整備に向けて必要となる調査に対する貸付

金 

２ 内  容 

 （１）配置計画策定に係る調査 

    第二滑走路整備に向けた調査を実施する。 

 （２）環境影響評価に係る調査 

    環境影響評価の手続きに向けた調査を実施する。 

担 当 課
総合調整部空港対策室  

電話 ９７２－２２２４（内線２２２４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項

（新規）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進（選挙人名簿等システム

の標準化に伴う調査） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 ３５，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による選挙

人名簿等システムの全国的な標準化へ対応するための調査を実

施 

２ 内  容 

選挙人名簿等システムの標準準拠システム（国が作成した標準

仕様書に準拠したシステム）への移行に向けて、現行システム環

境の基本調査を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

 令和４年度  基本調査 

令和５年度  要件調査 

  令和６年度～ システム調達（開発） 

  令和７年度  標準準拠システムへ移行 

   債務負担行為 

    期 間 令和５年度 

    限度額 ２６，０００千円 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （新規）参議院議員通常選挙の執行 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ５８０，１３０千円 

事業の概要

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   令和４年７月２５日 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の公示 少なくとも選挙期日の１７日前まで 

２ 被選挙権     日本国民で年齢満３０年以上の者 

３ 供託金      選挙区  ３００万円 

           比例代表（名簿登載者１人につき）６００万円

４ 選挙運動期間   公示日から選挙期日の前日まで 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

７ 期日前投票    公示日の翌日から選挙期日の前日までの 

           毎日午前８時３０分から午後８時まで 

           （各区役所・支所） 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （新規）県知事選挙の執行 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ５７７，９０９千円 

事業の概要

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   令和５年２月１４日 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の告示 少なくとも選挙期日の１７日前まで 

２ 被選挙権     日本国民で年齢満３０年以上の者 

３ 供託金      ３００万円 

４ 選挙運動期間   告示日から選挙期日の前日まで 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

７ 期日前投票    告示日の翌日から選挙期日の前日までの 

           毎日午前８時３０分から午後８時まで 

           （各区役所・支所） 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）市・県議会議員一般選挙の 

    執行準備 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 ２６３，３１０千円 

事業の概要

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   名古屋市議会議員 令和５年４月１１日 

  愛知県議会議員 令和５年４月２９日 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の告示 少なくとも選挙期日の９日前まで 

２ 被選挙権     名古屋市議会議員・愛知県議会議員の 

           選挙権を有する者で年齢満２５年以上の者 

３ 供託金      名古屋市議会議員 ５０万円 

愛知県議会議員  ６０万円 

４ 選挙運動期間   告示日から選挙期日の前日まで 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

７ 期日前投票    告示日の翌日から選挙期日の前日までの 

           毎日午前８時３０分から午後８時まで 

           （各区役所・支所） 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

担 当 課
選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（新規）中長期的な市政の課題に関する検

討調査 
草案頁 ７４頁 

予 定 額 ３４，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  中長期的な視点のもと、新型コロナウイルス感染症の拡大等

により大きく変容した社会の潮流を的確に捉え、市政に係る課

題等について調査や検討を実施 

２ 内  容 

（１）潮流・課題等の調査 

    新たな時代の潮流や国における動向を踏まえ、本市への

影響や取るべき方策について調査分析するとともに、各分

野における有識者等に対するヒアリングを行う。 

（２）市民ニーズ等の把握 

    市政の課題や本市の望ましい将来像、取り組みの方向性

などに関する市民ニーズ等を把握するため、アンケートや

ＳＮＳ・ＡＩを活用した調査等を実施する。 

担 当 課
企画部企画課         

        電話 ９７２－２２０３（内線 ２２０３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（拡充）救急・災害医療センター（仮称）の

整備貸付金、補助金 
草案頁 ３５頁 

予 定 額 １,１０４,０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

全市的な課題である、高齢化の進行に伴う市内の救急搬送件数

の増大や南海トラフ巨大地震等発生時の被災患者に対する災害

医療活動、救急科専門医不足に対する人材育成に対応する市立大

学病院機能強化のため、救急・災害医療センター（仮称）の整備

に対する貸付金、補助金 

２ 主な内容 

 （１）建設工事 

    令和３年度に実施した実施設計に基づき、建設工事を行

う。 

 （２）運営計画等策定支援委託 

    医療機器の発注に係る調整や整備計画等の策定を行う。 

３ スケジュール（予定） 

  令和４～６年度 建設工事   

令和７年度   開棟 

令和７年度～  病棟・中央診療棟との接続工事 

病棟・中央診療棟等改修工事 

担 当 課
市立大学部市立大学室 

        電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和４年度主な施策等一覧

総  務  局 

財  政  局 

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局

子ども青少年局 

教 育 委 員 会

事 項
（拡充）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 ９３１，８６３千円 

総務局      ３１８，９１０千円 

 ※うち選挙管理委員会 35,000千円 

財政局       ６９，０００千円 

スポーツ市民局  １４４，０００千円 

健康福祉局    ２８１，９５３千円 

子ども青少年局   ６０，０００千円 

教育委員会     ５８，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  本市において市役所のデジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）をより一層早急かつ強力に推し進めるため、必要な事業を実

施 

２ 内  容 

（１）行政事務のデジタル改革の推進 

（事業費 ４７，０００千円）

デジタル中心の働き方にシフトするため、業務プロセス全

体を自動化でき、かつデータや進捗ステータスを関係者間で

共有・管理できるワークフロ－基盤を実証的に導入する。 

（２）行政手続オンライン化の推進（事業費 ３３，１１０千円）

電子申請システムを利用した行政手続のオンライン化を

効果的に推進するため、業務見直し等の支援を実施するほ

か、住民記録システムのオンラインでの転出届・転入予約へ

の対応に必要となる情報連携基盤システムの改修を行う。 

（３）ＲＰＡの導入支援（事業費 ２０，０００千円） 

ＲＰＡ（人の代わりにＰＣ上の定型作業を行うソフトウェ

アロボット）導入支援を引き続き実施する。 
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（４）ＤＸ人材の育成（事業費 ５，０００千円） 

ＤＸ人材育成に向けた民間研修サービスの試行導入等を

実施する。 

（５）システム標準化の推進（事業費 ６８６，９５３千円） 

本市の標準化対象システムについて標準準拠システムへ

の移行に向けた調査等を実施するとともに、標準化対象シス

テムが標準準拠システムへ円滑に移行できるように全体工

程管理を行う。 

区 分 
予定額 

（千円） 
所 管 局 

全体工程管理 39,000 総 務 局 

選挙人名簿等システム 35,000 選挙管理委員会 

税務総合情報システム 69,000 財 政 局 

住民記録システム 144,000 スポーツ市民局 

福祉総合情報システム 130,000

健 康 福 祉 局 
介護保険システム 6,953

生活保護システム 46,000

保険年金システム 99,000

児童福祉システム 60,000 子ども青少年局 

就学事務等システム 58,000 教 育 委 員 会 

（６）庁内ＬＡＮの無線化（市三庁舎） 

（事業費 ６，８００千円）

市役所内部の通信基盤である行政情報ネットワークにお

ける無線ＬＡＮ環境を市役所三庁舎において整備する。 

（７）文書管理システム再構築に向けた調査等 
（事業費 ２６，０００千円）

文書の作成や保存管理等を行う文書管理システムについ
て、今後のシステムの最適なあり方を検討するための調査等
を実施する。 

 （８）人事給与業務・システム最適化基本計画の策定 
（事業費 ９７，０００千円）

職員の人事給与等に係る業務及び職員情報システムにつ
いて、業務プロセスの見直しや今後のシステムの最適なあり
方を具体化した最適化基本計画を策定する。 
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（９）市役所ＤＸ施策の推進に係るマネジメント支援 
（事業費 １０，０００千円）

令和３年度に策定予定の「市役所ＤＸ推進方針（仮称）」
に定める各施策や事業を着実かつ迅速に実施するためにＤ
Ｘの知見を有した外部人材の活用により実行管理等を実施
する。 

担 当 課

(1)(2)(3)(4)(6)(9) 総務局行政部情報化推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

(7) 総務局行政部法制課 

電話 ９７２－２２４６（内線 ２２４６）

(8) 総務局職員部給与課 

電話 ９７２－２１３２（内線 ２１３２）

(5)のうち、 

 【全体工程管理に関すること】 

  総務局行政部情報化推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

【選挙人名簿等システムに関すること】 

選挙管理委員会事務局 

電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４）

【税務総合情報システムに関すること】 

財政局税務部税務システム整備室 

電話 ２６５－１１１１

【住民記録システムに関すること】 

スポーツ市民局地域振興部住民課 

電話 ９７２－３１７７（内線 ３１７７）

【福祉総合情報システムに関すること】 

健康福祉局監査課 

電話 ９７２－２５１０（内線 ２５１０）

【介護保険システムに関すること】 

健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

電話 ９７２－２５９５（内線 ２５９５）

【生活保護システムに関すること】 

健康福祉局生活福祉部保護課 

電話 ９７２－２５５２（内線 ２５５２）

【保険年金システムに関すること】 

健康福祉局生活福祉部保険年金課 

電話 ９７２－２５６４（内線 ２５６４）



- 13 - 

【児童福祉システムに関すること】 

子ども青少年局子ども未来企画室 

電話 ９７２－３０２５（内線 ３０２５）

【就学事務等システムに関すること】 

教育委員会事務局教務部学事課 

電話 ９７２－３２１４（内線 ３２１４）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （拡充）公民連携の推進 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

多様化・複雑化する社会課題に的確に対応し、市民サービスの

充実に繋げるには、これまで以上に民間が持つ能力や創意工夫を

有効に活用する必要があるため、公民連携の一層の推進に向けた

新たな仕組みを構築 

２ 内  容 

 （１）公民連携提案窓口（ナゴヤフロンティア）の設置 

    本市の社会課題の解決に繋がる民間からの提案や相談を

一元的に受ける窓口を設置する。 

 （２）公民連携ネットワーク（ナゴヤ・ソーシャル・フィールド）

の構築 

    本市と民間の相互理解を深め、公民連携を一層推進するた

め、定期的にフォーラムを開催するとともに、社会課題の解

決について議論する機会等を設け、民間の積極的な参画を促

す。 

担 当 課
総合調整部総合調整室 

       電話９７２－２２２３（内線 ２２２３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（拡充）ポストコロナ等を見据えた学生タ

ウンなごやの推進 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  コロナ禍における学生の孤立が問題となる中、社会との繋が

りを創出するとともに、将来社会の担い手である学生の社会貢

献への意識を高め、社会と連携した活動を支援する取組みの実

施などにより、学生タウンなごやを推進 

２ 内  容 

 （１）学生による社会貢献活動等の推進 

   ア 社会課題解決プログラムの企画・運営 

     本市の社会課題とその解決に向けて取り組む学生とを

マッチングし、社会貢献活動を支援する。 

   イ 学生による企業等の社会貢献活動の発信 

     学生が企業等の社会貢献の取組みを学び、それを若者

の視点で発信することにより、若者の社会貢献への機運

醸成を図る。 

 （２）ポストコロナを見据えた学生タウンなごや推進ビジョン 

    の改定 

    コロナ禍等による学生や大学を取り巻く環境の変化を踏

まえ、今後の取組方針等について検討する。 

担 当 課
総合調整部総合調整室 

電話 ９７２－２２１７（内線 ２２１７）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（拡充）女性職員の活躍推進を始めとする

若手職員のキャリア形成支援 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ６，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

職員が自身のキャリアについて明確なビジョンを持ち、その個

性と能力を最大限に発揮することができるよう、若手職員のキャ

リア形成に焦点を当てた支援を実施 

２ 内  容 

 （１）若手職員向けキャリア形成支援 

    若手職員に対し、自己分析等を通じて、それぞれのキャリ

アについて主体的に考え、取り組むことができるよう、在職

年数に応じた研修を実施する。 

 （２）女性職員向けキャリア形成支援 

    女性職員に対し、ワークショップ等を通じて、それぞれの

キャリアアップについて考え、継続的に取り組むことができ

るよう、年間を通じた研修を実施する。 

担 当 課

【研修の実施に関すること】 

職員部人材育成・コンプライアンス推進室  

    電話 ９７２－２１２６（内線 ２１２６）

【女性職員の活躍推進に関すること】 

 職員部人事課   電話 ９７２－２１２３（内線 ２１２３）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項 （継続）第20回アジア競技大会等の推進 草案頁 ５１頁 

予 定 額 ５７７，０５２千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  ２０２６年に開催する第２０回アジア競技大会の推進を図る

ため、大会運営に関する検討等、大会開催に向けた取り組みを進

めるとともに、同年のアジアパラ競技大会の開催に向けた検討を

実施 

２ 内  容 

 （１）第２０回アジア競技大会の推進 

   ア 愛知・名古屋アジア競技大会組織委員会 

    ・大会運営（競技・輸送・選手村等）に関する検討 

    ・大会開催に向けた広報 等 

   イ アジア競技大会愛知・名古屋合同準備会 

    ・メイン選手村となる名古屋競馬場跡地の後利用検討 

    ・大会開催に向けた機運醸成 等 

   ウ その他 

    ･ 第１９回杭州アジア競技大会の調査 等 

 （２）アジアパラ競技大会の開催に向けた検討 

    ・開催都市契約に係る検討・協議 

    ・組織委員会の体制に係る検討 等 

担 当 課
総合調整部アジア競技大会推進室 

         電話 ９７２－２２３１（内線 ２２３１）
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令和４年度主な施策等一覧

総 務 局 

事 項
（継続）持続可能な行政運営に向けた職員

の働き方改革の推進 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ５３，９９０千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

職員一人ひとりの生産性を高め、多様な働き方を推進するた

め、職員が柔軟に働くことができる環境の実現や、職員の意識・

能力の向上等につながる取り組みを実施 

２ 内  容 

（１）テレワーク環境の運用（事業費５０，０００千円） 

自宅等から庁内ネットワークに接続できる環境及びチャ

ットアプリやＷｅｂ会議といったコミュニケーションツー

ルの運用を引き続き実施する。 

（２）長時間労働是正に向けた取組み（事業費３，０００千円）

全庁的な業務時間の短縮に向け、長時間労働が発生する要

因や改善手法等を学ぶ管理職向けのマネジメント研修等を

実施する。 

（３）業務改革の推進（事業費９９０千円） 

業務改革を進めるため、業務フローの可視化に向けた取り

組みを実施する。 

担 当 課

(1) 行政部情報化推進課  

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８）

(2) 職員部給与課  電話 ９７２－２１３５（内線 ２１３５）

(3) 行政部行政改革推進室 

 電話 ９７２－２１８１（内線 ２１８１）



令和４年度主な施策等一覧（財政局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
デジタルトランスフォーメーションの推進
（税務総合情報システムの標準化に伴う調
査）

69,000 1

市税事務所出張所の移転統合 85,136 2

拡 充 大規模施設整備積立基金の積立 14,981,800 3

継 続
新型コロナウイルス感染症対策事業基金の積
立

30,002 4

開 設 本陣市税事務所 5
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令和４年度主な施策等一覧 

財 政 局 

事 項 

（新規）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進（税務総合情報システム

の標準化に伴う調査） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 ６９，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による税務

総合情報システムの全国的な標準化へ対応するための調査を実

施する。 

 

２ 内  容 

税務総合情報システムの標準準拠システム（国が作成した標準

仕様書に準拠したシステム）への移行に向けて、現行システム環

境の基本調査等を実施する。 

 

３ スケジュール（予定） 

 令和４年度  本市現行システムと標準仕様書との比較・分析 

令和５年度～ 要件調査・システム調達 

  令和７年度  標準準拠システムへ移行 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 税務部税務システム整備室      電話２６５－１１１１      
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令和４年度主な施策等一覧 

財 政 局 

事 項 （新規）市税事務所出張所の移転統合 草案頁 ７５頁 

予 定 額 ８５，１３６千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

   滞納整理事務の手法の変化に対応し、事務の効率化を図る 

ため、３出張所（上社・東海通・野並）を３市税事務所（栄・

本陣・金山）へそれぞれ移転統合する。 

 

※１ ささしま市税事務所は令和５年１月に中村区役所等複合

庁舎内に移転し、「本陣市税事務所」となる予定 

 

※２ ３出張所における市外居住者の滞納整理業務については

「本陣市税事務所」に集約 

 

２ 内 容 

  引越、原状回復、レイアウト変更等 

 

３ 時 期 

  令和５年４月 

ただし、東海通出張所は令和５年１月に「本陣市税事務所」

に移転 

 

４ その他の組織整備 

   令和４年４月に、３市税事務所の法人市民税業務を、栄市税

事務所に集約 

 

 

 

担 当 課 
税務部税務システム整備室 

電話９７２－３２９８（内線３２９８）       
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令和４年度主な施策等一覧 

財 政 局 

事 項 （拡充）大規模施設整備積立基金の積立 草案頁 ７５頁 

予 定 額 １４，９８１，８００千円 

事業の概要 

 

  令和４年度に収入される予定の市有地（栄角地）の売却代を、

今後の大規模な施設整備の財源として活用するため、大規模施設

整備積立基金に積み立てるもの。 

 

（参考）栄角地の概要 

  所在地番：名古屋市中区錦三丁目2514番 

  地積：1,823.14㎡ 

  売却代：14,980,002千円 

  売買契約締結日：令和２年７月29日 

  

 

 

             地図 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 財政部財政課     電話９７２－２３４７（内線２３４７） 

 

名古屋三越 

栄店 

オアシス２１ 

凡例 

売買物件 

市有地購入者と大丸 

松坂屋の共同開発区域 

【売買物件】 

所有者：名古屋市 

土地面積：1,823.14㎡ 
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令和４年度主な施策等一覧 

財 政 局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

事業基金の積立 
草案頁 ７５頁 

予 定 額 ３０，００２千円 

事業の概要 

 

新型コロナウイルス感染症対策の推進を図るため、新型コロナ

ウイルス感染症対策事業基金への寄附を募り、医療従事者支援な

ど、新型コロナウイルス感染症対策事業に活用する。 

 

（参 考） 

 ・令和４年度使途 

  重点・協力医療機関等への支援に活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 財政部資金課     電話９７２－２３１１（内線２３１１）       

 

 

  

個
人 

法
人 

 
寄 附 

（ふるさと納税 
を適用可） 

 

寄 附 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス 

感
染
症
対
策
事
業
基
金 

新型コロナウイルス 

感染症対策事業 

充
当 

【寄附方法】 
・本市 HP・ふるさと納税サイト（「ふるさ
とチョイス」、「楽天ふるさと納税」、
「ふるなび」、「ふるぽ」）から寄附申込 

・クレジットカード、コンビニ、納付書等に

よる納付 
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令和４年度主な施策等一覧 

財 政 局 

事 項 （開設）本陣市税事務所 草案頁 ７５頁 

予 定 額  

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  中村区役所の移転改築とともに、保健センター、土木事務所及

び市税事務所を集約し、複合庁舎を開設するもの。 

 

２ 施設概要 

 (1) 場 所 

   中村区松原町１丁目２３番地の１ 

 

 (2) 規 模 

  ・地下１階地上５階建 

  ・延床面積                 (単位：㎡) 

区役所 ８,３４４ 

保健センター ３,６２８ 

土木事務所 １,７６５ 

市税事務所 ３,９６３ 

計 １７,７００ 

 (3) 建設費（全体） 

   ８,０２２百万円 

 

３ 開設時期 

   令和５年１月（予定） 

 

 

担 当 課 
税務部税務システム整備室 

電話９７２－３２９８（内線３２９８）      
 

 

  



令和4年度主な施策等一覧（スポーツ市民局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 スポーツを活かした都市ブランドの向上 38,800 1

次期スポーツ推進計画の策定調査 3,500 2

障害者スポーツの振興 13,365 3

民間スポーツ施設活用検討調査 18,000 4

新たな障害者スポーツセンター整備の基本計
画策定

12,000 5

コミュニティセンターの計画的改修調査 8,000 6

コロナ禍における地域活動支援事業 4,600 7

ポストコロナを見据えた市民活動団体の支援
事業

4,000 8

特殊詐欺防止対策推進事業 2,000 9

コロナ禍における女性のつながりサポート事
業

30,000 10

デジタルトランスフォーメーションの推進
（住民記録システムの標準化に伴う調査）

144,000 11

エスカレーターの安全な利用にかかる調査検
討

2,267 12

東区役所の改築調査 2,000 13

拡 充 第20回アジア競技大会会場施設の改修 260,000 14

瑞穂公園陸上競技場の改築 2,790,664 15

瑞穂公園野球場照明設備等改修 435,369 16

スポーツセンター等のトイレ改修 872,800 17

名城庭球場整備の設計 25,000 18

再犯防止の推進 9,000 19



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 高齢運転者の交通事故抑止対策 48,000 20

スマート窓口の推進 94,587 21

中村区役所等複合庁舎・地下鉄本陣駅間地下
通路整備の設計及び用地取得

249,070 22

南陽支所改築基本計画の策定 8,000 23

継 続 ＡＩを活用した防犯対策推進事業 9,000 24

多様な生き方の理解促進に向けた意識啓発事
業

1,500 25

雇用等における女性の活躍推進 6,700 26

区の特性に応じたまちづくり事業 90,810 27

新型コロナウイルス感染症対策利用料金適用
施設の減収補 

574,716
（各局）
で掲載

開 設 コミュニティセンター（１館） 28

中村区役所 29



令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）スポーツを活かした都市ブランド 

    の向上 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 ３８，８００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和３年度策定の名古屋市スポーツ戦略に基づき、スポーツに

よる地域の活性化や都市ブランドの向上を目指し、名古屋スポー

ツコミッションと連携を図りながら、スポーツと文化を組み合わ

せた新たな旅のスタイルの造成や、大規模スポーツ大会を行う。

２ 内 容 

（１）武道ツーリズムの推進 

スポーツの側面と日本的な伝統・精神文化を併せ持つ武道

を活用したツーリズムの創出に向けたモニターツアーを実

施 

（２）大規模スポーツ大会の実施 

   アジア競技大会に向けスポーツ機運の醸成を図るため、東

南アジアの各地で伝えられてきた伝統的なスポーツである

セパタクロー大会を実施 

（３）スポーツプロモーションの実施 

    名古屋市が「スポーツが盛んである」という都市イメージ

を定着させるために、デジタルサイネージ等を活用し、名古

屋市の魅力を発信 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略室   電話 ９７２－４４０８ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）次期スポーツ推進計画の策定調査 草案頁 ５１頁 

予 定 額 ３，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  平成２５年に策定され令和４年を期限とする「名古屋市スポー

ツ推進計画」の改定にあたり、スポーツ実施状況に関するアンケ

ート調査等を実施する。 

２ 内 容 

（１）スポーツの実施状況に関するアンケート調査 

（２）有識者への意見聴取 

３ 計画策定のスケジュール 

  令和４年１２月 次期スポーツ推進計画（案）策定 

  令和５年 １月 パブリックコメント実施 

  令和５年 ３月 次期スポーツ推進計画策定 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興室  電話 ９７２－３２６２
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）障害者スポーツの振興 草案頁 ５１頁 

予 定 額 １３，３６５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  障害者スポーツの一層の振興に向けて、小中学校への体験出前

授業を実施し、普及啓発を図ると共に、障害当事者に対し、競技

を始めるきっかけを提供し、競技スポーツの裾野の拡大を図る。

２ 内 容 

（１）小中学校への体験出前授業 

   障がい者スポーツ指導員やパラアスリートが、市立小中学

校において障害者スポーツ体験出前授業を実施 

（２）競技用補装具貸出・体験会等 

障害者スポーツ体験会やパラアスリートによる講演会を

開催すると共に、スポーツ用車いす等の競技用補装具の一時

貸出及び運動指導を実施 

（３）競技用補装具等購入費助成 

補装具費の支給対象外となっている競技用補装具等に対

し、購入費の一部を補助 

補助対象者 

市内在住の身体障害者手帳所持者、難病患者等

（市民税所得割46万円以上の者がいない世帯

に属する者） 

補助対象経費 
スポーツ用車いす、スポーツ用義足、ボッチャ

の投球のためのランプ等の購入経費 

補助率 購入経費の10分の9以内 

限度額 １人１回25万円まで 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興室   電話 ９７２－３２６１
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）民間スポーツ施設活用検討調査 草案頁 ５１頁 

予 定 額 １８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

所有者より無償譲渡の申し出があった武田テバオーシャンア

リーナについて、本市にある多くのトップスポーツチーム等の活

動拠点としての活用等を検討するための調査を実施する。 

２ 対象施設 

  名 称：武田テバオーシャンアリーナ 

  所 在 地：港区金城ふ頭2-7 

延床面積：11,578.95㎡ 

構  造：鉄筋コンクリート造 

所 有 者：武田テバファーマ株式会社 

３ 調査内容 

・対象施設の現状調査 

・バリアフリー対応状況調査 

・経済波及効果等調査 等 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興室  電話 ９７２－３２６２
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）新たな障害者スポーツセンター 

整備の基本計画策定 
草案頁 ５２頁 

予 定 額 １２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  障害者が身近な地域でスポーツ活動ができる環境を目指し、現

障害者スポーツセンターの立地や、経年劣化による大規模改修に

伴う休館等の課題を解決するため、新たな障害者スポーツセンタ

ーの整備に向けた基本計画を策定する。 

２ 内 容 

（１） 障害者等のニーズの把握 

（２）コンセプト及び導入機能の取りまとめ 

（３）諸室構成及び動線の検討、図面の作成 

（４）工事費の算出及び整備スケジュール案の作成 

３ スケジュール（予定） 

  令和４年１２月 基本計画（案）策定 

  令和５年 １月 パブリックコメント実施 

       ３月 基本計画策定 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興室  電話 ９７２－３２６１
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）コミュニティセンターの計画的 

改修調査 
草案頁 ５５頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地域のコミュニティ活動の拠点であるコミュニティセンター

について、施設の長寿命化等を行うための計画的な改修に向け

た各種調査を実施するもの。

２ 内 容 

（１）構造体耐久性調査 

建物を構成するコンクリート及び鉄筋の劣化状況等から、

今後期待できる使用期間を調査する 

（２）老朽化調査 

屋根、壁面及び設備等の老朽化の状況を、目視・打診等に

より調査する 

（３）アスベスト含有分析調査 

外壁等の仕上塗材について、アスベストの含有状況を分析

調査する 

３ 対象施設 

 ６館 

担 当 課 地域振興部地域振興課       電話 ９７２－３１１７ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）コロナ禍における地域活動 

支援事業 
草案頁 ５５頁 

予 定 額 ４，６００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、多くの地域活動

が中止・縮小を余儀なくされているほか、活動の新たな担い手不

足も深刻化していることから、地域に最も身近な行政機関である

区役所とともにコロナ禍・ポストコロナにおける持続可能な地域

活動の実現を支援するもの。 

２ 内 容 

（１）地域活動に関するヒアリングの実施 

コロナ禍における地域活動の現状や課題を地域と共有し、

持続可能な地域活動への機運を醸成するため、学区を対象に

地域活動に関するヒアリングを実施する。 

（２）活動実践集の作成 

ヒアリング結果を踏まえ、活動の負担軽減や担い手不足の

解消及びコロナ禍・ポストコロナにおける地域活動等の好事

例・先進事例を紹介する活動実践集を作成する。 

（３）ワークショップの開催 

   地域活動の新たな担い手となる様々な世代とともに、持続

可能な地域活動の実現に向けて地域の将来を話し合う機会

を創出するため、活動実践集を活用したワークショップを開

催する。 

担 当 課 地域振興部地域振興課       電話 ９７２－３１１７
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）ポストコロナを見据えた市民活動 

団体の支援事業 
草案頁 ５５頁 

予 定 額 ４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  市民活動団体がコロナ禍・ポストコロナにおいても事業の継

続・発展が見込めるよう、活動のオンライン化や資金調達などに

ついて、専門家による伴走支援を行う。 

２ 内 容 

  ・市民活動団体へ専門家がヒアリングを行い、課題の分析や対

策を検討した上で、団体ごとの支援方針を作成。 

  ・支援方針に基づき、市民活動団体が事業を発展的に継続でき

るよう、専門家が伴走しながら相談支援を行う。 

３ スケジュール 

   ７月～ 市民活動団体の公募を開始 

  １０月～ 支援方針の作成・伴走支援の実施 

担 当 課 地域振興部市民活動推進センター 電話 ２２８－８０３９
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）特殊詐欺防止対策推進事業 草案頁 ５５頁 

予 定 額 ２,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  特殊詐欺被害を防止するため、ＡＩを活用した対策を推進

するもの。 

２ 内 容 

特殊詐欺解析ＡＩを活用し、詐欺電話を受電した際の連

絡・声掛け等の対応を確認する特殊詐欺防止体験訓練を実施

するなど、地域や家族の見守りによる特殊詐欺被害防止の啓

発を行う。 

担 当 課 市民生活部地域安全推進課     電話 ９７２－３１２１ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）コロナ禍における女性のつながり 

サポート事業 
草案頁 ５６頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  長引くコロナ禍において就労や生活等への影響を受け、ひとり

で困難・不安を抱えている女性に対し、安心して過ごせる場の提

供等を行うもの。 

２ 内 容 

 ( 1  )対 象

   コロナ禍で様々な困難・不安を抱える女性 

 (２)安心して過ごせる場の提供 

   利用者のペースで人との関わりを持つことや、適切な相談

機関等につながることができるようサポートする。 

  ア 居場所の提供 

    女性が気軽に立ち寄り、休憩や懇談など、自由に過ごせ

る場を提供。あわせて、仲間づくりのサポートや相談機関

の情報提供、必要に応じて生理用品などの提供等を実施。 

  イ 面接相談 

自分の悩みごとを整理してから他の相談機関につながり

たい方や、相談すること自体へのハードルを下げたい方を対

象として面接相談を実施。 

ウ 将来に向けた自立を促すセミナー等の開催  

将来を見据えた生き方を考えるきっかけとなるようなセ

ミナー等を開催。 

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進室   電話 ９７２－２２３４ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 

（新規）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進（住民記録システムの標

準化に伴う調査） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 １４４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による住民

記録システムの全国的な標準化へ対応するための調査を実施す

る。 

２ 内  容 

住民記録システムの標準準拠システム（国が作成した標準仕様

書に準拠したシステム）への移行に向けて、システム調達に係る

要件調査等を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

 令和４年度  要件調査 

  令和５年度～ システム調達（開発） 

  令和７年度  標準準拠システムへ移行 

担 当 課 地域振興部住民課         電話 ９７２－３１７７ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（新規）エスカレーターの安全な利用に 

係る調査検討 
草案頁 ７３頁 

予 定 額 ２，２６７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  エスカレーターの安全な利用の促進を図るため、利用の実態等

を調査するとともに、課題を整理し、対策を検討するもの。 

２ 内 容 

（１）実態把握調査 

エスカレーターの利用状況について、交通機関や商業施設

等において、実態把握調査を実施する。 

（２）アンケート調査 

   エスカレーター製造業者や設置事業者等に対して、エスカ

レーターの利用等についてアンケート調査を実施する。 

（３）有識者会議 

   条例制定の必要性をはじめ、市の取り組むべき施策等につ

いて、名古屋市消費生活審議会に小委員会を設置して調査審

議する。 

担 当 課 市民生活部消費生活課       電話 ２２２－９６７９
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （新規）東区役所の改築調査 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ２,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  昭和４５年１０月に竣工し、老朽化が著しい東区役所につい

て、改築に向けた基礎調査を実施するもの。 

２ 内 容 

  現状・課題の把握、候補地の選定、関係諸法令の整理、施設規

模・配置・整備手法の検討等 

（参考）東区役所現庁舎の概要 

所在地 東区筒井一丁目７番７４号 

合築施設 東保健センター 

竣工年月 昭和４５年１０月（経過年数５１年） 

敷地面積 ３,３０３．１８㎡ 

延床面積 
６,０７５．８２㎡ 

（建物全体７,４４０．１０㎡） 

構造・規模 鉄筋コンクリート造、地上５階地下１階 

担 当 課 地域振興部区政課         電話 ９７２－３１１１
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（拡充）第20回アジア競技大会会場施設の

改修 
草案頁 ５２頁 

予 定 額 
２６０，０００千円 

（債務負担行為 ２，７０１，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  「第20回アジア競技大会2026愛知・名古屋」の会場として仮決

定されている施設について、令和４年度は、リニューアル改修に

向けた設計等を行う。 

２ 内 容 

（１）対象施設 

    総合体育館レインボーホール 

    総合体育館レインボープール 

    瑞穂公園ラグビー場 

    港サッカー場 

    東山公園テニスセンター 

（２）改修内容 

    バリアフリー改修 

内外装改修 

   防水改修 

設備改修 等 

３ スケジュール 

 令和３～５年度 設計 

 令和４～７年度 工事 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設室   電話 ９７２－３３８９ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）瑞穂公園陸上競技場の改築 草案頁 ５２頁 

予 定 額 ２，７９０，６６４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

瑞穂公園陸上競技場整備等事業について、令和４年度は、設計

及び既存施設取壊し等を実施する。 

また、整備に係る設計及び既存施設取壊し等のモニタリングも

併せて実施する。 

２ 内 容 

（１）設計及び既存施設取壊し等 

（２）整備に係る設計及び既存施設取壊し等のモニタリング 

３ スケジュール 

令和３～４年度 設計・既存施設取壊し 

令和５～７年度 建設工事 

  令和８年度 供用開始予定 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設室   電話 ９７２－３２８５ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）瑞穂公園野球場照明設備等改修 草案頁 ５２頁 

予 定 額 ４３５，３６９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  瑞穂公園野球場において、夜間利用の際必要となる照明塔をＬ

ＥＤ化するとともに、老朽化した内野スタンドの外壁改修及び屋

根防水を行う。 

２ 内 容 

（１）照明設備改修：照明塔のＬＥＤ化 

（２）外壁等改修 ：内野スタンドの外壁改修及び屋根防水 

３ スケジュール 

  令和３年度 設計 

  令和４年度 工事 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設室   電話 ９７２－３２８５ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）スポーツセンター等のトイレ改修 草案頁 ５２頁 

予 定 額 
８７２，８００千円 

（債務負担行為 ８４６，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  老朽化したスポーツ施設のトイレの洋式化等を実施する。 

２ 内 容 

 （１）整備内容 

    トイレの洋式化、洗面器の自動水栓化、多目的トイレの多

機能化等 

 （２）整備計画（予定） 

ア 設計 

     令和４年度   名東スポーツセンター 

昭和スポーツセンター 

志段味スポーツランド 

イ 工事 

    令和３～４年度 総合体育館第２競技場 

千種スポーツセンター 

令和４年度   瑞穂公園（北陸上競技場、レクリエー

ション広場、野球場） 

露橋スポーツセンター 

     令和４～５年度 中村スポーツセンター 

             中スポーツセンター 

令和４～６年度 総合体育館レインボープール 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設室   電話 ９７２－３２８５
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）名城庭球場整備の設計 草案頁 ５２頁 

予 定 額 ２５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  アンツーカー専用のテニスコートとして、日本屈指の規模を持

つ名城庭球場において、利用者の利便性向上及び大規模大会等の

開催を目的とした機能向上を行う。 

２ 内 容 

（１） クラブハウスの建設 

（２） ユニバーサルデザインへの対応 

（３） 競技環境の向上 

（４） 安全対策の徹底 

３ スケジュール 

  令和４年度   設計 

令和５～７年度 工事 

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設室   電話 ９７２－３３８９
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）再犯防止の推進 草案頁 ５５頁 

予 定 額 ９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 犯罪をした人等を地域社会の一員として包摂し、その立ち直り

を支援することで、誰もが犯罪の被害者や加害者になることなく

安心・安全に暮らすことのできる社会を目指す。 

２ 内 容 

（１）犯罪をした人等に寄り添い、一貫して支援する体制の整備

犯罪をした人等が、高齢、障害、生活困窮等により支援を必

要とする場合に、本人の状況に応じた適切な支援を一貫して受

けることができるようコーディネートするとともにフォロー

アップを行う。 

（２）情報発信や広報・啓発活動 

  犯罪をした人等を支援する民間協力者や家族等に向け、必要

な支援サービス等を円滑に提供するための情報発信を行うほ

か、犯罪や非行からの立ち直りを応援する社会的機運の醸成に

向けた広報・啓発活動を行う。 

担 当 課 市民生活部地域安全推進課     電話 ９７２－３１２１
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）高齢運転者の交通事故抑止対策 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ４８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 高齢運転者の交通事故抑止のため、加齢に伴う身体機能の変化

について自覚を促し、必要に応じて運転免許の自主返納を促進す

るとともに、安全運転サポート車の試乗をはじめとする体験型イ

ベントの開催、免許制度の改正内容の周知等を行う。 

２ 内 容 

（１）高齢者の運転免許自主返納の促進 

運転免許を自主返納した７０歳以上の者に対して、代替の

交通手段の一つである公共交通機関を活用してもらうため、

マナカチャージ券を交付する。 

（２）高齢者向け広報啓発 

ア 体験型イベントの開催 

安全運転サポート車の試乗等ができるイベントを開催

する。 

   イ 免許制度の改正内容の周知等 

     リーフレットを作成し、免許制度の改正により導入され

る安全運転サポート車限定免許等の周知を行うとともに、

運転能力診断ソフトを活用した啓発を実施する。 

担 当 課 市民生活部地域安全推進課     電話 ９７２－３１２１
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）スマート窓口の推進 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ９４，５８７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

「待たなくてよい窓口」、「書かなくてよい窓口」、「分か

  りやすい窓口」をコンセプトとしたスマート窓口を推進するた

  めの取組みを実施する。 

２ 内 容 

 (１) 市民課等でのキャッシュレス決済の導入 

（予定額 ３２，７６１千円） 

   令和３年度に全区役所市民課に導入したキャッシュレス決

済について、決済用端末を拡充するとともに、新たに全支所区

民生活課市民係へ導入 

 (２) ＯＣＲを用いた申請書作成支援の実証実験 

  （予定額 ３４，０２６千円） 

   区役所窓口において、転出証明書等をＯＣＲ処理し、住民異

動にかかる申請書等の作成支援を実施 

 (３) おくやみコーナーの試行 

  （予定額 ２６，１００千円） 

   身近な人が亡くなられた後の区役所での手続きについて、効

率的に必要な手続きを行えるよう案内する「おくやみコーナ

ー」を、試行区を拡大して実施 

 (４) 無料Ｗｉ－Ｆｉの試行導入 

   （予定額 １，７００千円） 

   来庁者が利用できる無料Ｗｉ－Ｆｉを全区役所、支所へ導入

担 当 課 
地域振興部区政課       電話 ９７２－３１１１ 

地域振興部住民課       電話 ９７２－３１７７ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 

（拡充）中村区役所等複合庁舎・地下鉄本

陣駅間地下通路整備の設計及び用

地取得 

草案頁 ７４頁 

予 定 額 ２４９,０７０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  現在、整備を進めている中村区役所等複合庁舎と地下鉄本陣駅

とをつなぐ地下通路を整備し、バリアフリーに対応した安全な歩

行者動線を確保するもの。 

２ 内 容 

（１）設計 

・地盤調査 

・地下通路整備に係る詳細設計（令和５年度まで） 

（２）用地取得 

  ・整備に必要となる用地の取得、賃借等 

（３）地上仮通路整備 

本陣駅３番出入口から新庁舎に向かう地上仮通路の整備 

担 当 課 地域振興部区政課         電話 ９７２－３１１１
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （拡充）南陽支所改築基本計画の策定 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ８,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  「名古屋市地域防災計画」において地域防災活動拠点に位置付

けられている港区南陽支所について、令和３年度に実施した防災

機能調査を踏まえ、改築に向けた基本計画の策定を行うもの。 

２ 内 容 

  施設規模、整備手法、配置計画及び事業スケジュールの策定等

（参考）港区役所南陽支所現庁舎の概要 

所在地 港区春田野三丁目１８０１番地 

竣工年月 昭和５０年３月（経過年数４６年） 

敷地面積 ５,８１０．１９㎡ 

延床面積 １,１６１．５０㎡ 

構造・規模 鉄筋コンクリート造、地上２階 

担 当 課 地域振興部区政課         電話 ９７２－３１１１
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）ＡＩを活用した防犯対策推進事業 草案頁 ５５頁 

予 定 額 ９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  犯罪抑止の取り組みをより一層強化するため、ＡＩを活用し、

地域における防犯活動を推進する。 

２ 内 容 

ＡＩを用いて過去の犯罪データや人口密度等の環境要因

などから犯罪の発生確率を予測し、効果的な防犯パトロール

経路を作成する防犯パトロール支援アプリを活用し、地域で

防犯パトロール活動を行う団体を支援する。 

担 当 課 市民生活部地域安全推進課     電話 ９７２－３１２１ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 
（継続）多様な生き方の理解促進に向けた 

意識啓発事業 
草案頁 ５６頁 

予 定 額 １，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  誰もが性別にかかわりなく人権が尊重される社会の実現を目

指し、多様な生き方に対する差別や偏見を解消し、正しい理解の

普及啓発に取り組むもの。 

２ 内 容 

 性的少数者への偏見や差別をなくし、多様な性のあり方への正

しい理解を広めるための講演会を実施する。 

また当日の様子をより多くの方へ見ていただくため、動画配信

を実施する。 

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進室   電話 ９７２－２２３４ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）雇用等における女性の活躍推進 草案頁 ５６頁 

予 定 額 ６，７００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  女性がいきいきと輝くまちナゴヤの実現に向け、女性の活躍推

進認定・認証企業の情報発信と支援を実施する。 

２ 内 容 

 （１）女性の活躍推進企業の情報発信 

    女性の活躍推進認定・認証企業の取組みを、新聞や就職展

等において学生や企業にＰＲする。 

 （２）就業継続・キャリアデザイン支援 

女性のさらなる活躍を推進するため、認定・認証企業の女

性従業員等を対象とした、経営勉強会・キャリアデザイン研

修・ネットワークづくりを実施する。また、認定・認証企業

と大学生との交流会を実施する。 

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進室   電話 ９７２－２２３４ 
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （継続）区の特性に応じたまちづくり事業 草案頁 ７４頁 

予 定 額 ９０,８１０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

区民が区政へ参画する場である区民会議の議論を踏まえ、区の特性に

応じたまちづくり事業を全区で実施する。 

２ 内 容                   単位：千円 

区 内  容 金額 

千種 
留学生とつくる「日本の生活ルール紹介動画」～千種区に住む外国

人へ伝えたいこと～ 
2,400 

東 東区きずな再生プロジェクト 等 5,450 

北 北区まるっとすまいる大作戦 等 11,400 

西 アフターコロナの「ナゴヤおモしろード」推進事業 等 8,800 

中村 太閤秀吉功路を活用した名古屋駅西側の地域活性化事業 等 14,600 

中 コロナ共存時代における都市型ウォーキングの推進 等 6,300 

昭和 ～みんなで奏でる～昭和区まちなかコンサート 等 2,500 

瑞穂 いっしょに楽しもう！さくらスポーツフェスタ 2,400 

熱田 熱田の食の安全を体感～いま・むかし～ 1,700 

中川 
川と歴史を人がつなぐまちづくりプロジェクト～戸田の伝統文化

がつなぐまちづくり～ 
4,000 

港 
外国人住民の地域コミュニティへの参画を促進するための「みなと

外国人コミュニティリーダー」制度 等 
7,200 

南 世代を超え、地域でつながる音楽会～South Wind Orchestra～ 等 5,200 

守山 守山・しだみ レモンプロジェクト 4,500 

緑 緑区魅力発信事業２０２２ 3,000 

名東 名東区環境配慮行動促進事業（エコアクション in名東） 等 5,200 

天白 天白川ウオーク・トーク・ミュージック！ 等 6,160 

３ その他 

一部の事業については、区民の方等からの寄附を積み立てた区まち

づくり基金を財源とする。なお、予定額のうち区まちづくり基金等の 

充当額は9,981千円。

担 当 課 

スポーツ市民局地域振興部区政課 972-3111 

各区区政部企画経理室 

千種 753-1930  東  934-1104  北  917-6427  西  523-4641 

中村 453-5490  中  265-2307  昭和 735-3871  瑞穂 852-9241 

熱田 683-9686  中川 363-4382  港  654-9671  南  823-9440 

守山 796-4647  緑  625-3896  名東 778-3081  天白 807-3925
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令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （開設）コミュニティセンター(平子学区) 草案頁 ５５頁 

予 定 額

事業の概要

１ 目的・趣旨 

心の豊かさとふれあいのある地域社会の形成を目指し、地域住民の

連帯とコミュニティ活動の推進を図るため、学習、集会等多目的な利

用に供する施設として設置するもの。 

２ 施設の概要 

(１) 構  造 鉄筋コンクリート造平屋建て 

(２) 延床面積 約 300 ㎡ 

(３) 施設内容 会議室、調理室、事務室、倉庫、駐輪場、駐車場等

(４) 場  所 緑区平子が丘 3202 番地の 2 

(５) 開  館 令和 5年 1 月（予定） 

(６) そ の 他 移転改築 

＜建設予定場所＞ 

担 当 課 地域振興部地域振興課       電話 ９７２－３１１７ 

平子小学校 

左京山駅
東陵中学校

坊
主
山
公
園

建設予定場所

（平成 27年-28 年度名古屋市都市計画基本図を使用） 

― 28 ―



令和４年度主な施策等一覧

スポーツ市民局 

事 項 （開設）中村区役所 草案頁 ７４頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 趣 旨 

  中村区役所の移転改築とともに、保健センター、土木事務所及

び市税事務所を集約し、複合庁舎を開設するもの。 

２ 施設概要 

(１) 場 所 

    中村区松原町１丁目２３番地の１ 

 (２) 規 模 

   ・地下１階地上５階建 

   ・延床面積                 (単位：㎡) 

区役所 ８,３４４

保健センター ３,６２８

土木事務所 １,７６５

市税事務所 ３,９６３

計 １７,７００

 (３) 建設費（全体） 

    ８,０２２百万円 

３ 開設時期 

   令和５年１月（予定） 

担 当 課 地域振興部区政課         電話 ９７２－３１１１



令和4年度主な施策等一覧（経済局)

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 地域経済活性化促進事業 6,513,703 1

スタートアップサポートコミュニティ等形
成事業

11,000 2

中小企業による環境対応ビジネス展開支援
事業

25,000 3

中小企業金融対策 82,601,500 4

ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策事業
継続資金利用者への経営支援事業助成

11,000 5

脱炭素に資するプラスチック利用技術の開
発及び情報発信

17,000 6

中小企業人材マネジメント支援事業 55,000 7

拡 充 スタートアップブランド形成事業 71,389 8

イノベーション拠点の運営等 152,462 9

戦略的企業誘致の推進 20,000 10

小中学生起業家育成事業 29,000 11

ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策経営
支援資金の貸付利率の引き下げ

212,623 12

中央卸売市場あり方基本方針の策定 50,000 13

継 続 グローバルスタートアップ創出促進事業 35,000 14

先進技術社会実証支援事業 65,000 15

コロナ禍における航空宇宙産業認証維持継
続助成

11,000 16

高校生スタートアップ創出促進事業 10,000 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続 中小企業海外販路開拓・拡大サポート事業 12,000 18

新型コロナウイルス感染症対策等に係る業
務執行体制の強化

59,225 19

ナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策事業
継続資金の利子補給

6,516,671 20

中小企業外国人材雇用支援事業 15,000 21



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （新規）地域経済活性化促進事業 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ６，５１３，７０３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

   新型コロナウイルス感染症の影響を受けて厳しい経済情勢

にある中、消費喚起及びキャッシュレス決済の利用促進によ

る地域経済の活性化を図るため、スマートフォンを活用した

電子商品券へのポイント付与と紙のプレミアム商品券の発行

を実施する。 

２ 内容 

(1) 経費の内訳               （単位：千円）

区分 令和3年度予算額 令和4年度予定額

プレミアム経費 ― 5,040,000 

事業実施に係る事務費 2,295 1,464,822 

事務手続き体制の確保 ― 8,881 

(2) 事業の概要 

区分 電子 紙 

発行総額 

87億3,600万円 131億400万円 

ポイント付与率30％ 

ポイント付与額 

20億1,600万円 

プレミアム率30％ 

プレミアム額 

30億2,400万円 

発 行 数 67万2,000口 100万8,000冊 

対 象 者 市内在住者 

販売価格 
1口1万3千円分を 

1万円で販売 

1冊1万3千円分を 

1万円で販売 

販売方法 

事前申込による抽選販売 

（電子又は紙のどちらか一方を選択したうえ

で、1人5口又は5冊まで。） 

利用店舗 市内の事業参加店舗 

利用期間 令和4年6月頃～令和5年1月（予定） 

担 当 課 
産業労働部産業企画課 

商業・流通部地域商業課       電話 ９７２－４０８７

－ 1 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）スタートアップサポートコミュニ 

ティ等形成事業 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 １１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  当地域のスタートアップ企業のさらなる成長を促進するため、

ビジネスを多方面からサポートできる体制を構築するとともに

交流会を開催 

２ 内 容 

(1) サポート体制の構築 

   先輩起業家、ベンチャーキャピタリスト、各種専門家等をメ

ンターとするコミュニティの形成を図り、スタートアップ企業

のニーズに応じたメンタリングの機会を提供するなど、ビジネ

スを多方面からサポートできる体制を構築 

(2) 交流会の開催 

スタートアップ企業の技術やサービスに関する情報交換や

ビジネスの拡大を目的とした交流会を開催 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室 電話 972-3043 

－ 2 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）中小企業による環境対応ビジネス

展開支援事業 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 ２５,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  地方創生推進交付金を活用し、中小企業による環境対応を促進

するため、中小企業による国際的な認定取得や環境に配慮した新

商品・新サービスの創出を支援 

２ 内 容 

（１）啓発セミナーの開催 

  中小企業を対象とし、温室効果ガス削減に向けた国際的な認定

取得や環境に配慮した商品等の開発に関するセミナーを開催 

（２）温室効果ガス排出削減モデル事業者等の選定・指導 

  事業活動で発生する温室効果ガス排出量を算定し、国際機関 

によるＳＢＴ（Science Based Targets）認定の取得や新商品等 

開発を支援 

（３）ウェブサイトの構築等 

セミナーの概要や地元中小企業の取組事例等の情報発信のほ

か、個別相談等を実施 

担 当 課 産業労働部産業企画課       電話 ９７２－２４１１

－ 3 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （新規）中小企業金融対策 草案頁 ６８頁 

予 定 額 
８２,６０１,５００千円 

（うち新型コロナウイルス感染症対策 ３０１,５００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

中小企業の金融の円滑化を図るため、成長応援資金に連携推

進枠を創設するなど、融資制度の拡充を行う。 

２ 成長応援資金（連携推進枠）の創設 

  第三者保証人を不要とした低利の融資制度である成長応援資

金について、新たに日本政策金融公庫から借入が認められた小

規模企業者を対象とした連携推進枠を創設する。 

区 分 内  容 

限 度 額  ５００万円（公庫からの借入の同額以内) 

融資期間 

融資利率 

(資金使途)

 ３年以内 ２．３％（設備・運転） 

 ５年以内 ２．４％（設備・運転） 

 ７年以内 ２．５％（設備・運転） 

 10年以内 ２．６％（設備） 

貸 付 金 ３億円 

３ 経営強化支援資金（大口資金）の利率優遇 

  ＳＤＧｓ推進に係る取組を行う中小企業者を対象に、融資利

率を０.１％優遇する。 

担 当 課 産業労働部中小企業振興課  電話 ７３５－２１００ 

－ 4 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 

（新規）ナゴヤ新型コロナウイルス感染症

対策事業継続資金利用者への経営

支援事業助成 

草案頁 ６８頁 

予 定 額 １１,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和２年度から令和３年度にかけて国の緊急経済対策を活用

して行ったナゴヤ新型コロナイウルス感染症対策事業継続資金

の利用者を対象に、名古屋市信用保証協会が実施する経営支援事

業に対し助成するもの。 

２ 内 容 

区 分 内 容 

支援対象事業者数
信用保証協会と金融機関が連携し３００

事業者程度を抽出 

支 援 内 容

・職員の事業者訪問による出張相談 

・事業者の経営状況や意向を踏まえ、中

小企業診断士等の専門家を派遣（費用

は信用保証協会が負担） 

補 助 対 象 経 費 専門家謝金・案内チラシ作成費等 

信用保証協会に

対 す る 補 助 率
補助対象経費の１／２以内 

担 当 課 産業労働部中小企業振興課  電話 ７３５－２１００ 

－ 5 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）脱炭素に資するプラスチック利用

技術の開発及び情報発信 
草案頁 ６９頁 

予 定 額 １７,０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  工業研究所において熱分解ガスクロマトグラフ質量分析計を

導入し、プラスチック利用技術の開発を行い、中小企業の脱炭素

への取り組みを技術面から支援するとともに、脱炭素に資する技

術情報を製造業へ発信し、その普及啓発を推進する。 

２ 内容 

(1) 技術開発事業 

①プラスチックの長寿命化に向けた分析 

プラスチックの劣化状況を評価するための分析方法を確立

し、プラスチック製品の長寿命化に活用 

②植物原料由来プラスチックの性能向上 

植物原料由来プラスチックの製造時に混合する充填剤等の

配合を分析することで、性能の向上を図り、利用を促進 

③リサイクルプラスチックの性能向上 

プラスチックをリサイクルする際に必要な溶融等の処理条

件を分析することで、リサイクルプラスチックの性能の向上を

図り、利用を促進 

(2) 普及啓発事業 

脱炭素技術の普及啓発に向けた講演会及びワークショップを

開催 

３ 経費の内訳 

・分析機器の導入費 15,000千円  

・研究用材料費等 1,200千円 

・講演会及びワークショップの開催 800千円 

担 当 課 工業研究所支援総括室        電話 ６５４－９８１２ 

－ 6 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（新規）中小企業人材マネジメント支援事

 業 
草案頁 ７３頁 

予 定 額 ５５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  中小企業の人材マネジメント力を向上させるため、採用ブラン

ディング、副業・兼業等の外部人材の活用による経営課題解決、

多様で柔軟な働き方導入の支援等を実施 

２ 内 容 

（１）採用ブランディング支援 

人材採用力の強化及び職場定着率の向上のため、企業イメージ

の構築や従業員への浸透、戦略的な発信等による採用ブランディ

ング手法の実践について専門家による伴走支援を実施 

（２）課題解決型人材活用支援 

多様な人材の活用力を強化するため、企業が抱える経営課題の

解決に向けて、専門性やスキルを有する副業・兼業人材等とのマ

ッチングや多様な人材の活用に関する専門家の助言等による支

援を実施 

（３）多様で柔軟な働き方導入支援 

働く時間や場所に制約のある人材の活用を促進するため、短時

間勤務、テレワークなど多様で柔軟な働き方の導入について専門

家の助言等による支援を実施 

（４）中小企業人材確保相談窓口の運営 

  採用や職場定着等に関する課題整理や解決に向けた助言等を

行う相談窓口を運営 

担 当 課 産業労働部労働企画室       電話 ９７２－３０４５ 

－ 7 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）スタートアップブランド形成事業 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ７１,３８９千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  本市のスタートアップ・エコシステムに関するブランド形成 

を図るため、世界に繋がる起業家等交流プログラムや情報発信 

等を実施 

２ 内  容 

(1) 起業家等交流事業 

   多様な人材によるコミュニティの形成と発信を図るため、 

世界的に著名な「Venture Caf  (ベンチャーカフェ)」と連 

携した起業家等交流プログラム「NAGOYA CONN CT（ナゴヤコ 

ネクト）」について、実施日数を月１日から２日に拡大し、 

女性起業家をはじめとした多様なコミュニティのさらなる活 

性化を図るための交流イベント等を実施 

(2) 情報発信等 

   内閣府から選定を受けたグローバル拠点都市として、経済 

団体、大学、他の自治体等と連携し、当地域のスタートアッ 

プ・エコシステムの推進や情報発信等を実施 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室  電話972-3043 

－ 8 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）イノベーション拠点の運営等 草案頁 ６７頁 

予 定 額 １５２，４６２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋圏経済の更なる発展を図るため、企業の新たな価値の創

出を促進するイノベーション拠点を拡充する。 

２ 内 容 

  経済団体等と連携してナディアパークデザインセンタービル

４階に設置している「ナゴヤイノベーターズガレージ」を、利用

者の増加及び多様化に対応するため、３階部分に拡充し、本拠点

を利用した企業・若手起業家・起業家予備軍等の滞留や交流を促

すことにより、新たな価値の発掘や起業家の輩出を目指す。 

設置場所
中区栄三丁目１８番１号 

（ナディアパークデザインセンタービル３階） 

設置主体
名古屋市、（一社）中部経済連合会、（株）国際デ

ザインセンター 

設置時期 令和４年７月（予定） 

施設内容
小規模事務スペース（コワーキングスペース） 

会議スペース（ミーティングルーム） 

担 当 課 産業労働部産業企画課       電話 ９７２－２４１１ 

－ 9 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）戦略的企業誘致の推進 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  イノベーションの基盤となる企業の集積を促進するため、新た

にスタートアップ企業を誘致ターゲットとした助成制度を創設

するとともに、東京圏を中心とした企業誘致推進活動の展開及び

本市進出企業の定着に向けた支援を実施 

２ 内 容 

(1) スタートアップ集積促進補助金の創設 

区 分 内  容 

対象事業者 

市外に本社を有する創業１０年以内の中小

企業で、投資家や企業から出資を受けてお

り、新技術等を活用して新市場の開拓や高

成長を目指す事業を行っている者 

補助対象経費 本市に新たに開設する事業所の賃借料 

補 助 率 ５０％以内 

補助限度額 ７０万円 

 (2) 東京圏を中心とした企業誘致推進活動 

  ア 経営者層を主なターゲットとした情報発信等 

  イ コミュニティ型ワークスペースの活用及び当該拠点にお

けるイベント開催等によるプロモーション活動 

 (3) 本市進出企業商談等支援 

   市内で開催される大規模展示会における当地域企業との商

談等の機会を提供 

担 当 課 イノベーション推進部産業立地交流室 電話９７２－２４２１ 

－ 10 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （拡充）小中学生起業家育成事業 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ２９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  小中学生の起業意識の醸成や起業家的資質の向上を図るため、

成長段階に応じた育成プロブラムを実施 

２ 内  容 

 小学生対象プログラム 

   社会や経済の仕組みについてゲーム等を通して学ぶととも

に、地元起業家と交流する体験プログラムについて、定員を拡

大することとし、上級コースの新設やトワイライトスクールに

おけるモデル事業を実施 

区分 人数 回数 

初級コース ８０人 ６回 

上級コース ８０人 ２回 

トワイライトスクール（モデル事業） ３０人 ５回 

 中学生対象プログラム 

  アプリ制作等の実践的な講義や地元起業家による講演など

を通してＩＴビジネス起業を学ぶプログラムについて、定員を

拡大するとともに、上級コースを新設 

区分 人数 回数 

初級コース １２０人 ４回 

上級コース １２０人 ２回 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室  電話972-3043

－ 11 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 

（拡充）ナゴヤ新型コロナウイルス感染症

対策経営支援資金の貸付利率の引

き下げ 

草案頁 ６８頁 

予 定 額 ２１２,６２３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

国の経済対策を活用し、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた中小企業が金融機関の支援を受けて経営改善に取り組む場

合に低金利で融資するナゴヤ新型コロナウイルス感染症対策経

営支援資金について、国の制度延長に伴い、令和３年度に引き続

き利率の引き下げを実施するもの。 

２ 内 容 

（１）予定額内訳              （単位：千円）

区  分 予定額 

金融機関との連携による利率引き下げ 164,435

利率引き下げに係る事務手続き体制の確保 5,754

融資に係る保証認定事務費 42,434

（２）債務負担行為             （単位：千円）

区  分 期 間 限度額 

金融機関との連携に
よる利率引き下げ

令和５～15年度 462,000

（３）融資見込額 

７００億円 

担 当 課 産業労働部中小企業振興課  電話 ７３５－２１００ 

－ 12 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（拡充）中央卸売市場あり方基本方針の策

定 
草案頁 ８４頁 

予 定 額 ５０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  卸売市場法の改正など市場を取り巻く環境変化に対応するた

め、市場再整備・運営手法のあり方に係る基本方針を策定する。

２ 内 容 

（１）中央卸売市場のあり方検討会 

令和３年度に引き続き、有識者と市場関係者による検討会を

開催し、今後の各市場の整備内容及び運営のあり方について、

基本方針として策定するための検討を行う。 

（２）再整備・運営手法の検討に係る各種条件整理 

   再整備にかかる方法、スケジュール、概算費用などの整理・

調整を行うほか、再整備・運営ともに引き続き民間活力の導入

可能性について調査を行う。 

担 当 課 商業・流通部市場流通室      電話 ９７２－２４３５

－ 13 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（継続）グローバルスタートアップ創出促

進事業 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 ３５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  世界に通用するトップレベルのスタートアップ企業を創出す

るとともに、スタートアップ・エコシステム「グローバル拠点都

市」を対象とした国の支援につなげるため、グローバル展開を目

指すスタートアップ企業の急速な成長を支援するプログラムを

実施 

２ 内  容 

(1) スタートアップ起業家マインドセットプログラム 

シリコンバレーで活躍する大学教授や起業家等から講義や助

言を受け、世界で通用するための起業家マインドやビジネス戦略

を習得するためのプログラムを実施 

(2) 大規模プレゼンテーションイベントの開催 

自社の事業を投資家や企業に対してプレゼンテーションを行

うイベントを開催し、優秀者への支援金の交付を実施 

(3) スタートアップ向け成長促進プログラム 

  投資家や民間企業から投資を引出すスキルを身に付けるため、

プレゼンテーションスキルのトレーニングや専門家の助言等に

よる伴走支援を実施 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室 電話972-3043

－ 14 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （継続）先進技術社会実証支援事業 草案頁 ６７頁 

予 定 額 ６５,０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

本市における先進技術の研究開発や社会実装を促進すること

で、先進技術を有するスタートアップ企業等の集積を図るため、

社会実証にかかる支援や広く市民が参加する体験イベントを実

施 

２ 内  容 

(1) 課題提示型支援事業 

本市が提示する課題の解決を図る社会実証について、グリー

ン化及びＤＸに関する社会課題を新たに追加し、実証に向けた

マネジメントや実証に係る経費の支援等を実施 

区分 件数 支援の上限額 

行政課題 ４件   700千円／件 

社会課題 

一般 ２件 4,000千円／件 

グリーン化 １件 4,000千円／件 

ＤＸ １件 4,000千円／件 

(2) フィールド活用型支援事業 

施設等のフィールドを活用した社会実証について、産学官に

よるネットワークコミュニティにおいて、先進技術を有する企

業の提案とのマッチングや実証に向けたマネジメント等を実

施 

(3) 先進技術体験事業 

先進技術に関する理解を深めるとともに、社会への実装に向

けた受容性を高めるため、本市の社会実証に市民が広く参加で

きる体験イベントを実施 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室  電話972-3043 

－ 15 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（継続）コロナ禍における航空宇宙産業 

認証維持継続助成 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 １１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

国家戦略総合特区の指定を受けている航空宇宙産業において、

コロナ禍で航空機需要が減少する中、事業継続に必要な品質マネ

ジメントシステム規格の維持にかかる経費の一部を助成するこ

とにより、新型コロナウイルス感染症の収束後の持続的な成長を

支援するもの。 

２ 内 容 

(1)補助対象者 

品質マネジメントシステム規格（JIS Q 9100等）の認証を受

けている市内に事業所を有する中小企業 

(2)補助要件等 

区  分 説  明 

補助対象

経    費

JIS Q 9100等の更新審査または定期審査の受

審料 

補 助 率 補助対象経費の50％以内 

限 度 額 500千円 

担 当 課 イノベーション推進部次世代産業振興課    電話 972-2420 

－ 16 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（継続）高校生スタートアップ創出促進 

事業 
草案頁 ６７頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

次代を担う起業家の創出を促進するため、市内在住・在学の高

校生を対象とした実践的な起業家育成プログラムを実施 

２ 内  容 

 起業家意識の醸成 

   広く起業への意識醸成を図るため、起業やスタートアップに

関する講演会を開催 

 実践的スタートアップ育成プログラムの実施 

起業に関する実践的な知識や情報、心構え等を習得しつつ、

ビジネスプランの作成等を通じて実際の起業を体験するプロ

グラムを実施 

・実施日数 5 日間程度 

・参加人数 30 名程度 

 成果報告会の開催等 

事業の成果を広く普及させるため、参加者の学びの成果や、

作成したビジネスプランの発表の場として、報告会の開催やウ

ェブサイトでの情報提供を実施 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援室  電話972-3043

－ 17 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（継続）中小企業海外販路開拓・拡大サ 

ポート事業 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 １２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  中小企業の海外事業展開を支援するため、海外商談の機会を提

供するとともに、商談スキル向上、ネットワーキング等を目的と

したセミナーを開催 

２ 内 容 

 (1) 海外商談支援 

   アジアの複数国（ベトナム、タイ、中国等）を対象とし、現

地企業との事前マッチングを踏まえたオンラインによる個別

商談を実施するとともに、商談後のフォローアップ等をアドバ

イザーの伴走により実施 

 (2) 海外事業展開セミナー開催 

   アジアの経済・社会情勢、オンラインによる海外商談に向け

た実践的なアプローチなど海外事業展開の実務等を内容とし

たセミナーを開催 

担 当 課 イノベーション推進部産業立地交流室 電話９７２－２４２１ 

－ 18 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策等 

に係る業務執行体制の強化 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 ５９,２２５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  新型コロナウイルス感染症対策に係る事業者支援等を強力に

推進するため、産業企画課に主幹（新型コロナウイルス感染症対

策に係る事業者支援等）等及び、中小企業振興課に主査（新型コ

ロナウイルス感染症対策に係る金融支援）を引き続き設置し、対

策の推進に必要な組織体制を強化 

２ 内 容 

事  項 主な業務内容 

新型コロナウイル

ス感染症対策に係

る事業者支援等 

（産業企画課） 

主幹 １

主査 ３

主事 ２

新型コロナウイルス感染症対

策に係る消費喚起をはじめと

した事業者支援  

新型コロナウイル

ス感染症対策に係

る金融支援 

（中小企業振興課）

主査 １
新型コロナウイルス感染症対

策に係る金融支援 

担 当 課 総務課              電話 ９７２－２４０２ 

－ 19 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 
（継続）ナゴヤ新型コロナウイルス感染症

対策事業継続資金の利子補給 
草案頁 ６８頁 

予 定 額 ６,５１６,６７１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和２年度から令和３年度にかけて国の緊急経済対策「民間金

融機関を通じた資金繰り支援」を活用して行った、低金利で経営

状況に応じて金融機関が柔軟に対応する「ナゴヤ新型コロナウイ

ルス感染症対策事業継続資金（融資実績６,７０９億円）」に係

る利子補給を実施するもの。 

２ 予定額内訳 

                       （単位：千円）

区 分 予定額 

利子補給 6,459,505 

利子補給に係る金融機関事務費 39,904 

利子補給に係る事務手続き体制の確保 17,262 

（参考）債務負担行為             （単位：千円）

区 分 期 間 
令和４年度以降

の支出予定額

利子補給 令和4～6年度 11,688,242 

金融機関との連携による 

利率の引き下げ 
令和5～13年度 1,976,600 

担 当 課 産業労働部中小企業振興課  電話 ７３５－２１００ 

－ 20 －



令和４年度主な施策等一覧

経済局 

事 項 （継続）中小企業外国人材雇用支援事業 草案頁 ７３頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  市内企業における外国人材の採用及び定着を支援するため、専

門家派遣や企業と外国人留学生との交流会を実施 

２ 内 容 

（１）専門家派遣 

外国人材を採用しようとする企業や既に雇用している企業を

対象に、採用や定着に関して企業が抱えるそれぞれの課題に対応

した専門家を派遣し、外国人材の採用に向けた制度等に関する相

談やビジネスにおける日本語・マナー教育等の支援を実施 

（２）就職マッチング交流会 

外国人留学生の採用に関心のある企業と当地域での就職を希

望する外国人留学生とのマッチング機会を創出するため、就職マ

ッチング交流会を実施 

担 当 課 産業労働部労働企画室       電話 ９７２－３０４５ 

－ 21 －



令和４年度主な施策等一覧（観光文化交流局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 大河ドラマを活用した観光推進 20,000 1

アーバンヘルスツーリズムの推進 18,000 2

新型コロナウイルス感染症対策旅行商品造成支援
事業

15,000 3

中部国際空港と連携した観光誘客事業 3,000 4

メキシコ市姉妹都市提携45周年記念事業 7,382 5

ランス市姉妹都市提携５周年記念事業 7,248 6

国際都市・地域間協力プログラムへの参加 5,000 7

Ｇ７サミット・関係閣僚会合の誘致 11,000 8

国際展示場リニューアル記念事業 47,000 9

国際会議場の整備・運営
債務負担行為
(42,560,000)

10

新たな文化芸術推進体制の実施 78,000 11

市民会館改築基本計画の策定 60,000 12

歴史的建造物の新たな活用に向けた調査・検討 10,000 13

次期歴史的風致維持向上計画の策定調査 4,000 14

揚輝荘保存・活用基本計画の策定 5,000 15

名古屋城デジタルサイネージの設置 24,000 16

名古屋城石垣の保存方針の策定・学術的分析 5,400 17

名古屋城植栽管理計画の策定調査 14,000 18



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 コスプレホストタウン等の推進 5,000 19

区役所における多言語対応に係る環境整備 20,000 20

ＡＩ等を活用した多言語情報の発信 7,000 21

国際展示場機能強化に向けた交通対策等 56,000 22

名古屋フィルハーモニー交響楽団における海外公
演の実施

45,000 23

コロナ禍における文化芸術活動の機会の拡充 8,000 24

名古屋城天守閣閉館中の魅力向上事業 82,700 25

名古屋城本丸搦手馬出周辺石垣の修復 77,000 26

金シャチ横丁第二期整備 34,000 27

継 続
世界コスプレサミットにおける新型コロナウイル
ス感染症対策

8,000 28

にっぽんど真ん中祭りにおける新型コロナウイル
ス感染症対策

8,000 29

観光案内所基本構想の策定 671 30

地域日本語教育体制づくり推進事業 20,000 31

戦略的姉妹友好都市交流発信事業 20,000 32

ＭＩＣＥ開催支援事業 33,000 33

国際展示場第１展示館移転改築 5,352,482 34

国際展示場コンベンション施設整備事業 1,819,848 35

名古屋の文化観光資源を活用した芸術文化プロ
ジェクト

45,000 36



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続 市指定文化財岡家住宅の保存・活用 7,000 37

県指定文化財伊藤家住宅の保存・活用 20,000 38

名古屋城二之丸庭園の保存整備 86,300 39

名古屋城二之丸東庭園トイレ改修 30,000 40

名古屋城木造天守閣の昇降に関する新技術の公募 39,386 41

名古屋城天守閣の整備 344,660 42

新型コロナウイルス感染症対策利用料金適用施設
の減収補 

554,137
（各局）
で掲載

開 設 国際展示場第１展示館及びコンベンション施設 43



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）大河ドラマを活用した観光推進 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  令和５年大河ドラマ「どうする家康」の放送にあわせ、注目度

の高まる徳川家康を観光資源として観光プロモーションに活用

する。 

市内には名古屋城をはじめ徳川家康ゆかりの場所が多くある

ことから、愛知県や家康に関連する自治体、民間事業者と連携し、

大河ドラマの放送を契機に家康ゆかりの観光資源を効果的に活

用した情報発信、観光誘客を実施することで、観光消費の拡大及

び地域経済の活性化を図る。 

２ 内 容 

（１）メディアの活用やポスター、冊子などの作成により、家康ゆ

かりの地である名古屋の新たな観光魅力の情報発信。 

（２）家康ゆかりの史跡やスポットの周遊を促進するため、楽し

みながら回って観光できる企画や観光誘客プロモーション等

を実施。 

担 当 課 
観光交流部主幹（観光に係る名古屋城の活用） 

電話972-2228（内線2228）

- 1 -



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）アーバンヘルスツーリズムの推進 草案頁 ７０頁 

予 定 額 １８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

新型コロナウイルス感染症を契機に拡大した「心身の健康増進

をコンセプトとした観光（ヘルスツーリズム）」に対する需要を

確実に名古屋に取り込むため、新たな名古屋観光のあり方として

「アーバンヘルスツーリズム」を創出。 

名古屋独自のコンテンツを活かした新たな名古屋観光のブラ

ンディングを推進することで、観光消費の拡大及び地域経済の活

性化を図る。 

２ 内 容 

（１）アーバンヘルスツーリズムの創出 

名古屋観光における新たなツーリズムブランドの創出に向

けて、ブランドの名称やロゴ、コンセプトの定義づけを実施す

るとともに、観光客誘致イベントの開催支援や観光関連事業者

と連携した旅行商品の造成等を実施 

（２）アーバンヘルスツーリズムの普及 

新たなツーリズムブランドの全国的な認知度向上を図るた

め、ＷＥＢ、雑誌等を活用したプロモーションを実施 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2424（内線2424）

- 2 -



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

旅行商品造成支援事業 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するために経済

活動を制限した結果、観光分野においても、消費の縮小により業

界は非常に厳しい状況におかれている。 

このため、地域の異業種での連携を通じて、観光コンテンツの

開発や新たな旅行商品の造成を支援するとともに、造成支援した

商品等の販売促進するポータルサイトを運用することで、観光消

費の拡大及び地域経済の活性化を図るもの。 

２ 内 容 

（１）異業種連携による旅行商品造成支援 

観光誘客の取り組みを促進するため、異業種連携による旅行商

品造成に対する支援を実施。 

限度額 1,500 千円（対象経費の３分の２以内）。 

（２）プロモーション経費 

造成支援した旅行商品含む、名古屋の観光商品の情報発信及び

販売促進を目的とするポータルサイトを構築し運用。 

担 当 課 観光交流部主幹（観光プロモーション）電話972-2216(内線2216)

- 3 -



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）中部国際空港と連携した 

観光誘客事業 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

中部国際空港は、本市を訪れる旅行客の空の玄関口であり、ア

フターコロナにおける国内外からの観光客の取り込みについて

は、中部国際空港と連携した誘客が欠かせない。 

国内の利用旅客数の多い他の空港施設において本市の観光Ｐ

Ｒを実施することで、観光消費の拡大及び地域経済の活性化を図

る。 

２ 内 容 

国内の旅行を目的とした利用旅客数が多いと見込まれる複数

の空港施設において本市の観光ＰＲを実施する。 

担 当 課 観光交流部主幹（観光プロモーション）電話972-2216(内線2216)
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）メキシコ市姉妹都市提携 

４５周年記念事業 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ７，３８２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

メキシコ市との姉妹都市提携４５周年記念（提携年月日 昭和

５３年２月１６日）として公式代表団を派遣し、両市の友好親善

と相互理解を促進する。 

２ 事業内容 

内容 公式代表団の派遣 

    記念品の寄贈 等 

時期 令和４年秋 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）ランス市姉妹都市提携 

５周年記念事業 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ７，２４８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

ランス市との姉妹都市提携５周年記念（提携年月日 平成２９

年１０月２０日）として公式代表団を派遣し、両市の友好親善と

相互理解を促進する。 

２ 事業内容 

内容 公式代表団の派遣 

    記念品の寄贈 等 

時期 令和４年冬 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）国際都市・地域間協力プログラム

への参加 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

ＥＵが主催する欧州の都市と世界各国の都市がペアを組んで

都市諸課題に取り組む「国際都市・地域間協力プログラム」に姉

妹都市トリノ市とペアとなって参加する。 

２ 事業内容 

内容 名古屋市とトリノ市が双方に訪問しあい、テーマに沿っ

た現地会議・スタディツアーを実施 

  時期 令和４年春及び秋 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）Ｇ７サミット・関係閣僚会合 

の誘致 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 １１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

本市が誘致を進める2023年Ｇ７サミット・関係閣僚会合につい

て、開催地が決定するまでの間、国への要請活動を積極的に行う

もの。 

なお、開催地決定後には、速やかに本市に事務局を設置し、本

番時の開催支援に取り組んでいく。 

２ 内 容 

  国への要請活動に係る旅費、開催に向けた機運醸成 等 

３ 想定スケジュール 

 令和4年1月～ 国への要請活動 

 令和4年6月頃 開催地公表 

 令和5年    Ｇ７サミット・関係閣僚会合開催 

担 当 課 観光交流部ＭＩＣＥ推進室     電話972-2426（内線2426）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）国際展示場リニューアル記念事業 草案頁 ７１頁 

予 定 額 ４７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  名古屋市国際展示場新第１展示館等の開業を記念し、記念式典

及び催事を実施する。あわせて、現第１展示館が果たしてきた役

割や思い出を振り返る。

２ 内容 

（１） 記念式典 

国際展示場新第１展示館等の開業に際し、当展示場の整備運

営にご支援・ご協力いただいた方々を招待して記念式典を開催

する。 

実施予定日：令和4年10月1日（土） 

（２） リニューアル記念事業 

   国際展示場新第１展示館等の開業を記念し、新施設が備える

  新たな機能、新たな可能性を示す今までにない催事を開催する

ことで、今後の催事の誘致促進につなげる。 

 実施予定時期：令和4年11月頃 

担 当 課 
観光交流部主幹（国際展示場利用促進） 

                電話972-2444（内線2444） 
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）国際会議場の整備・運営 草案頁 ７１頁 

予 定 額 （債務負担行為 ４２，５６０，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣旨 

国際会議場の整備・運営については、総合評価一般競争入札に

よる事業者選定をＰＦＩ法に基づいて進めている。 

令和４年度に事業者募集及び選定を行い、令和５年度から整備

運営事業に着手する。 

２ 内容 

 （１）国際会議場の整備・運営 

５～２７年度 ４２，５６０，０００千円（債務負担行為）

・設計費・工事監理費   

・整備費（既存施設の大規模改修・展示施設の増築 等） 

・長期修繕費 等 

 （２）今後の予定 

４年度    事業者募集、選定、契約 

５～７年度  設計・施工・開館準備 

（休場期間：６年４月から８年６月まで）

８年７月頃  開館見込 

８～２７年度 運営・維持管理（約２０年間） 

担 当 課 観光交流部ＭＩＣＥ推進室   電話 972－2426（内線2426） 
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）新たな文化芸術推進体制の実施 草案頁 ５３頁 

予 定 額 ７８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

専門人材の長期的な視点による支援・評価・調査研究等を通じ、

より効果的な名古屋の文化振興及び魅力向上を図るため、「新た

な文化芸術推進体制（名古屋版アーツカウンシル）」を構築する。

２ 内 容 

（１） 文化芸術評議会の設置 

専門的な見地から市への文化政策全般に対する助言、評価、

提言を行う。 

（２） 文化芸術創造委員会（仮称）の設置 

ア 専門人材の公募、採用 

イ 主な事業内容 

・先駆的な事業の試行 

・文化芸術活動に対する助成・支援 

・調査研究、情報発信 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室  電話972-3171(内線3171) 
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）市民会館改築基本計画の策定 草案頁 ５３頁 

予 定 額 ６０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  近年市内では大・中規模ホールの閉館が相次ぎ、劇場不足によ

って魅力的な公演が名古屋で開催されないといった状態が生じ

ている現状を踏まえ、開業から49年が経過し施設の老朽化が著し

い市民会館の整備のための基本計画の策定等を行う。 

２ 内 容 

 (１) 整備計画の検討 

(２) 管理運営計画の検討 

(３) 事業スキームの検討 

(４) 地下鉄影響調査 等 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部主幹(文化施設に係る企画調整等) 

電話972-2427(内線2427)           
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項
（新規）歴史的建造物の新たな活用に 

向けた調査・検討 
草案頁 ５４頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

重要伝統的建造物群保存地区に選定されている有松地区にお

いて、高齢化・相続等を理由に所有者による保存活用の難しくな

ってきている伝統的建造物を対象に、民間事業者による新たな活

用を促進していくための検討調査を実施する。 

２ 内 容 

  民間活用に向けた事業化検討調査 

   ・空き家調査 

   ・地域資源調査 

   ・住民向け事業説明 

   ・全体構想、事業化プランの作成 

担 当 課
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項
（新規）次期歴史的風致維持向上計画の 

策定調査 
草案頁 ５４頁 

予 定 額 ４，０００千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

本市では名古屋市歴史的風致維持向上計画を策定し、歴史的

風致の維持向上に努めているところであるが、同計画が令和５

年度末に期間を満了することから、引き続き歴史的風致の維持

向上を図るため次期計画を策定する。 

２ 内 容 

次期計画（案）の作成 

   ・本市における歴史的風致の時点修正 

   ・歴史的風致に関する方針及び重点区域等の見直し 

   ・本市関連事業の整理 

   ・関係する有識者からの意見聴取 等 

３ 今後の予定 

   令和４年度  次期計画（案）の作成 

令和５年度  パブリックコメント、国への認定申請等 

   令和６年度～ 次期計画期間開始  

担 当 課
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項
（新規）揚輝荘保存・活用基本計画の 

策定 
草案頁 ５４頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

揚輝荘を市民共有の歴史・文化遺産として活用するとともに、

 老朽化の進む建造物及び庭園の段階的な修復整備を実施し、順 

次公開を目指すため、平成１９年度に策定した基本構想を基に、

今の社会情勢等を踏まえた整備基本計画を策定する。 

２ 内 容 

整備基本計画の策定 

   ・現状の課題整理と整備方針の検討 

・南園及び北園の整備計画の作成 

   ・整備スケジュールの検討 

   ・関係する有識者からの意見聴取 等 

担 当 課
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）名古屋城デジタルサイネージの 

設置 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 ２４,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋を代表する観光施設として、各種イベント情報や周遊

性を高める情報を発信するためのデジタルサイネージを設置 

２ 内 容 

（１）見所案内 

（２）公園内便益施設の紹介 

（３）イベントや貸出施設の催事案内 

（４）各種注意事項の掲示 

３ 設置場所 

  正門、東門 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課   電話 ２３１－２４８７
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（新規）名古屋城石垣の保存方針の策定・ 

学術的分析 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 ５，４００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋城全体の石垣を長期にわたって適切に保存するため、

保存方針を策定する。また、過年度の石垣の各種調査に学術的

な検討を加え、市民に広く普及するもの。 

２ 内 容 

（１）保存方針の策定 

   保存方針の策定に向けて、城内石垣（天守台を除く）の状

況把握、他城郭の事例検討、歴史資料の調査等を実施する。 

（２）学術的分析 

   過年度の石垣の各種調査結果に基づき、外部有識者の指導

等を受けて、学術的分析、考察等の検討を実施する。 

（３）成果説明会、シンポジウムの開催 

   本事業により得られた成果を、説明会等を通じて市民に広

く普及する。 

担 当 課 名古屋城総合事務所調査研究センター 電話２３１－２４８１
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （新規）名古屋城植栽管理計画の策定調査 草案頁 ７１頁 

予 定 額 １４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋城では築城時から現在に至るまで多くの樹木が生育し

ており、城内植栽の将来的かつ具体的な維持管理指針として植

栽管理計画の策定を行うもの。 

２ 内 容 

植栽管理計画策定に向け、過去に作成した植物管理台帳の更

新や特別史跡名古屋城跡保存活用計画に則った植栽分類、樹木

の径等の計測といった調査を行う。 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課    電話２３１－２４８７
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）コスプレホストタウン等の推進 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

コスプレホストタウン等の推進のため、コスプレホストタウン

宣言に基づく各種プロモーションを実施 

２ 内 容 

（１）現状調査の実施 

本市がこれまで取り組んできたコスプレホストタウン宣言

に基づく事業の認知度調査等を実施 

（２）コスプレツーリズムの促進 

   名古屋市公認のコスプレタクシー制度等を新設することで

コスプレイヤーの回遊性・利便性の向上を図るとともに、制度

ＰＲのためのプロモーション動画を作成 

（３）プロモーションの実施 

   コスプレイヤーによる名古屋市公認コスプレ施設の利用促

進を図るため、ＳＮＳ等を活用した広報活動を実施 

（参 考）  

 「コスプレホストタウン等の推進」として、 

経常経費１，６２０千円を合わせ、６，６２０千円を計上  

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2424（内線2424）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）区役所における多言語対応に係 

る環境整備 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  本市の外国人住民数は、昨今では新型コロナウイルス感染症の

影響により、一時的に減少しているものの、長期的には増加傾向

であり、今後も増加が見込まれる。 

このような状況に対応するため、区役所における多言語対応の

環境整備を行う。 

２ 内 容 

外国人総合案内（人）を設置し、外国人スタッフによる案内等

を千種区、中村区、中区、港区の外国人集住区で実施する。 

担 当 課 
観光交流部主幹（多文化共生・国際貢献） 

              電話 972-3065（内線3065） 

- 20 -



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）ＡＩ等を活用した多言語情報 

の発信 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  本市外国人住民数は、昨今では新型コロナウイルス感染症の影

響により、一時的に減少しているものの、長期的には増加傾向で

あり、今後も増加が見込まれる。ＡＩ等を活用して行政情報を迅

速かつ効率的に多言語で情報発信し、言語による情報格差の解消

を目指す。 

２ 内 容 

（１）ＡＩを活用した行政文書機械翻訳の導入 

（２）市公式ウェブサイトへの機械翻訳の導入 

担 当 課 
観光交流部主幹（多文化共生・国際貢献） 

                電話 972-3065（内線3065）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）国際展示場機能強化に向けた交通

対策等 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 ５６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

国際展示場（ポートメッセなごや）の機能強化に向けて、金城

ふ頭におけるＭＩＣＥ機能と港湾物流機能との調和を図るため、

金城ふ頭地区における交通対策を検討する。あわせて、新第２展

示館の整備に関する施設計画を検討する。 

２ 内 容 

（１） 交通対策の検討 

ア 新第１展示館開業後の交通量調査 

イ 一般車の金城ふ頭駐車場への誘導及び効果検証 

ウ 周辺道路における交通対策に関する概略検討 

（２） 施設計画の検討 

ア 施設整備に関する調査検討

担 当 課 
観光交流部主幹（国際展示場等に係る企画調整） 

電話972-3144(内線3144) 
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋フィルハーモニー交響楽団

における海外公演の実施 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ４５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋フィルハーモニー交響楽団が本市の都市魅力の資源と

して世界に挑戦し、より市民に親しまれ、誇れるオーケストラと

なるため、ヨーロッパでの海外公演を実施する。 

２ 内 容 

（１）時 期 

   令和５年２月 

（２）会 場 

   ランス市、トリノ市など 

（３）主な事業内容 

   姉妹都市であるランス市、トリノ市に加え、ドイツ、スイス

での海外公演を実施予定 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室  電話972-3171(内線3171)

- 23 -



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）コロナ禍における文化芸術活動の

機会の拡充 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  コロナ禍において縮小した文化芸術活動を復興させるため、歴

史文化普及啓発事業「やっとかめ文化祭」を活用し、市内のより

多くの会場での事業展開と文化芸術団体等の活動機会の拡充を

行うことで、文化芸術活動の復興と、経済波及効果の創出を図る。

２ 内 容 

（１）時 期 

   令和４年１０月～１１月 

（２）会 場 

   市内一円 

（３）事業内容 

・文化芸術団体等の活動支援 

・民間文化施設等の活用促進 

・若年層の取り込みによる誘客強化 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室  電話972-3171(内線3171)
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令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋城天守閣閉館中の魅力 

向上事業 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 ８２，７００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  天守閣木造復元の進捗に伴い平成30年5月7日より天守閣を閉

館していることから、天守閣閉館中の名古屋城の魅力向上や誘客

を図るため、民間事業者との連携による多彩なイベントなどを行

うもの。 

  新型コロナウイルスの感染拡大により観光需要が減退するな

か、新しい生活様式に対応しつつ名古屋城の本質的価値を活かし

て新たな需要を喚起する。 

２ 内 容 

（１）民間事業者と連携したイベント 

   民間事業者のアイデアやノウハウを活用し、年間を通じて、

名古屋城の本質的な魅力を活かした多彩なイベントを開催す

る。 

（２）本丸御殿や庭園を活用した夜間イベント 

開園時間を延長した夜間の本丸御殿や庭園において、光の演

出、文化芸術等を活かしたイベントを実施する。 

（３）名古屋城子どもプロジェクト 

子どもを対象とした理解促進ツール（マップ、学習シート）

の制作などを実施する。 

（４）堀の活用に係る調査 

船着場設置にかかる調整、地盤調査などを行う。 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課    電話２３１－２４８７
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令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋城本丸搦手馬出周辺石垣 

の修復 
草案頁 ７１頁 

予 定 額 ７７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 孕み出して危険であった名古屋城本丸搦手馬出周辺石垣を修

復するための積み直し工事を行う。 

２ 内 容 

昭和５０年より順次進めている石垣修復の一環として、本丸

搦手馬出周辺石垣の修復整備に取り組んでおり、令和４年度よ

り積み直し工事を行う。 

（参 考）  

  「石垣の修復」として、経常経費５５，００１千円を合わせ、 

１３２，００１千円を計上 

担 当 課 名古屋城総合事務所保存整備室    電話２３１－２４８８ 
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令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （拡充）金シャチ横丁第二期整備 草案頁 ７１頁 

予 定 額 
３４，０００千円 

（債務負担行為 ８２，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

平成２４年度に策定した「金シャチ横丁基本構想」に基づ

き、名古屋城及び周辺エリアの魅力向上と賑わい創出を目指

し、展示施設及び芝居小屋の機能を併設した飲食休憩施設等の

整備を行うもの。 

２ 内 容 

 （１）博物館構想の策定 ２０，０００千円 

金シャチ横丁第二期整備として、名古屋城や尾張名古屋の近

世武家文化等について理解を深める博物館を中心とした、学び

と観光の総合ゾーンの整備に向けた基本構想を策定する。 

 （２）芝居小屋風多目的施設の整備基本計画策定及び設計 

   ア 基本計画作成等 

４年度 １４，０００千円 

    ・過年度の調査結果の取りまとめ 

    ・ボーリング調査 

イ 設計 

   ５年度 ８２，０００千円（債務負担行為） 

   ・基本計画に基づき、設計に着手 

担 当 課 名古屋城総合事務所保存整備室    電話２３１－２４８８ 
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）世界コスプレサミットにおける新

型コロナウイルス感染症対策 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  平成１５年に本市で誕生した「世界コスプレサミット」は、日

本のアニメ・マンガを愛する世界中のコスプレイヤーが集まる、

本市を代表する大規模イベントである。 

  新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける中、コロナ禍に

対応した新しい時代の大規模イベントとして開催を実現するた

め、愛知県と連携して開催支援を行うもの。 

２ 内 容 

イベント会場における感染症対策及びオンライン配信等新た

な様式での実施にかかる経費について一部を負担 

（参 考）  

 「世界コスプレサミット開催支援」として、 

経常経費２,０００千円を合わせ、１０,０００千円を計上 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2424（内線2424）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）にっぽんど真ん中祭りにおける新

型コロナウイルス感染症対策 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  平成１１年に本市で誕生した「にっぽんど真ん中祭り」は、日

本のど真ん中、真夏の名古屋を舞台に繰り広げられる日本最大級

の踊りの祭典であり、本市を代表する大規模イベントである。 

  新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける中、コロナ禍に

対応した新しい時代の大規模イベントとして開催を実現するた

め、愛知県と連携して開催支援を行うもの。 

２ 内 容 

イベント会場における感染症対策及びオンライン配信等新た

な様式での実施にかかる経費について一部を負担 

（参 考）  

 「にっぽんど真ん中祭り開催支援」として、  

経常経費２,０００千円を合わせ、１０,０００千円を計上 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2424（内線2424）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）観光案内所基本構想の策定 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ６７１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

    リニア中央新幹線の開業等を見据え、観光案内機能の強化を図

るため、名古屋市観光案内所の基本構想の策定を行う。 

２ 内 容 

（１） 構想の作成 

将来的に必要となる観光案内所の機能や規模の整理等 

（２） 有識者会議の開催 

構想作成のための有識者会議の開催 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2424(内線2424)
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）地域日本語教育体制づくり推進 

事業 
草案頁 ５７頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨  

   平成３０年１２月に出入国管理及び難民認定法が改正され、

今後、外国人市民のさらなる急増が見込まれる中、日本語教育

が必要な外国人市民が日常生活に必要な日本語を習得し、地域

のコミュニティで円滑に生活できるよう、地域の実態に合った

日本語教育の長期的な体制づくりを行う。 

２ 内 容  

（１）多様な主体と連携した地域日本語教育の推進  

・地域日本語教育に係る総合調整会議の開催  

・普及・啓発事業の実施  

・教室等へのインターンシップの派遣 

（２）地域日本語教育コーディネート事業 

・総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーター

の配置  

・地域日本語教室の検索等を目的としたシステムの運営 

・各種研修の実施 

（３）オンライン地域日本語教室の拡充等 

担 当 課 
観光交流部主幹（多文化共生・国際貢献） 

                電話 972-3065（内線3065）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）戦略的姉妹友好都市交流発信事業 草案頁 ５７頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

産業界や市民団体と連携した戦略的な発信事業により、姉妹

都市交流を発展させる。 

２ 内 容 

（１）主な事業内容 

・周年渡航（名古屋市公式代表団）との連携 

・産業界や市民団体と連携した事業の実施 

・名古屋の文化等を発信し、海外展開の足がかりとする 

（２）対象国、都市 

・メキシコ合衆国、メキシコ市 

・フランス共和国、ランス市 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）ＭＩＣＥ開催支援事業 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ３３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  コロナ禍の影響により、ＭＩＣＥ開催が減少する中、主催者の

感染症対策に係る経費や国内会議開催を支援することでＭＩＣ

Ｅ開催の回復による地域経済の復興を図る。 

２ 内 容 
（１）新型コロナウイルス感染症対策関連経費助成  
   ア 助成対象：国内会議、国際会議及び展示会の主催者  
   イ 要  件：開催会場における総参加者数300名以上等  
   ウ 対象経費：感染症対策関連資材の購入、レンタル費用  
   エ 限 度 額：最大500千円（対象経費の3分の2以内）  

（２）国内会議開催助成 
   ア 国内会議 

（ア）助成対象：国内会議の主催者 
   （イ）要  件：開催会場における総参加者数300名以上等  
   （ウ）対象経費：会場借上費、広報活動費、会議運営費等  
   （エ）限 度 額：最大2,000千円（対象経費の10％以内） 

イ ハイブリッド国内会議 
   （ア）助成対象：現地とオンラインの両方で参加できる形式 

の国内会議の主催者 
   （イ）要  件：開催会場における総参加者数30名以上等  
   （ウ）対象経費：通信機材、オンライン回線等設備費等  
   （エ）限 度 額：最大200千円（対象経費の50％以内） 

担 当 課 観光交流部ＭＩＣＥ推進室     電話972-2426（内線2426）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）国際展示場第１展示館移転改築 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ５,３５２,４８２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

国際展示場新第１展示館整備事業について、令和３年度に引き

続き、ＰＦＩ方式で実施する。

２ スケジュール 

  令和元年度 新第１展示館の設計 

  令和２年度～令和４年度 新第１展示館の施工 

  令和４年１０月 開業見込 

  令和４年度～令和５年度 現第１展示館の解体・撤去 

  ※平成３０年度 債務負担行為を議決

３ ＰＦＩ事業の概要 

  ・新第１展示館の設計・施工 

 ・現第１展示館の解体・撤去 

   ・国際展示場（既設を含む）の維持管理

４ 施設概要 

  無柱空間の展示床面積約２万㎡の展示場

５ 予算の内訳 

・施設整備費        ５,３４４,６０６千円 

・モニタリング業務委託       ７,８７６千円 

計            ５,３５２,４８２千円 

担 当 課 
観光交流部主幹（国際展示場等に係る企画調整） 

電話972-3144（内線3144） 
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）国際展示場コンベンション施設整

備事業 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 １,８１９,８４８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   国際展示場コンベンション施設整備事業について、令和３年度

に引き続き、施設整備を設計・施工一括で実施する。 

２ スケジュール 

  令和２年度 設計 

  令和３年度～令和４年度 施工 

  令和４年１０月 開業予定 

  ※令和元年度 債務負担行為を議決 

３ 施設概要 

  会議室、多目的室、レストラン等 

４ 予算の内訳 

・施設整備費        １,８０５,１５０千円 

・モニタリング業務委託等     １４,６９８千円 

  計            １,８１９,８４８千円 

担 当 課 
観光交流部主幹（国際展示場等に係る企画調整） 

電話972-3144（内線3144）
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令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）名古屋の文化観光資源を活用した 

芸術文化プロジェクト 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ４５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋の文化資源や観光資源を活用したアートイベントを実

施することにより、名古屋独自の文化芸術の魅力を国内外に発信

し、アジア大会・リニア開通に向けた都市魅力の向上を図る。 

２ 内 容 

（１）時 期

   令和４年１０～１１月 

（２）会 場 

   名古屋城、納屋橋、熱田・宮の渡しエリア 

（３）主な事業内容 

   ・アーティストと建築家の協働による展示作品の制作 

    ・クリエイターや専門家を招いたシンポジウムの開催 

   ・街中の会場におけるデジタルメディアを活用した展示、 

パフォーマンスの実施 

   ・市内や周辺地域の交流を促進するクリエイティブ・ツー 

リズムの実施 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化振興室  電話972-3171(内線3171)
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項
（継続）市指定文化財岡家住宅の保存・ 

活用 
草案頁 ５４頁 

予 定 額
７，０００千円 

（債務負担行為 ７，０００千円） 

事業の概要

１ 趣 旨 

有松を名古屋の歴史観光の拠点として積極的に誘客を図り、 

来訪者の満足度を高めることを目的に、令和３年度に取得した 

市指定文化財の岡家住宅について、日本遺産ガイダンス施設と 

して整備活用するため、令和４、５年度の２か年で保存活用計 

画を策定する。 

２ 内 容 

（１）保存活用計画の策定 

（２）有識者会議の開催 

３ 今後の予定 

  令和４～５年度 保存活用計画の策定 

  令和６～７年度 基本計画の策定 

   令和８年度～  実施設計・修復整備工事 

担 当 課
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）県指定文化財伊藤家住宅の保存・ 

活用 
草案頁 ５４頁 

予 定 額 
２０,０００千円 

（債務負担行為 １３，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 四間道町並み保存地区の中心であり、令和２年度に取得した

愛知県指定有形文化財の伊藤家住宅について、地域の共有財産

として活用を図ることを目的に、令和３年度に策定した「保存

活用計画」に基づき、令和４、５年度の２か年で基本計画を策

定する。 

２ 内 容 

（１）修復整備に向けた施設整備計画の作成 

（２）防火設備・耐震補強の検討 

（３）建築基準法適用除外のための代替措置の検討 

（４）細工倉及び西倉の先行解体設計に向けた詳細調査 

３ 今後の予定 

   令和４～５年度 基本計画の策定 

   令和６年度   実施設計 

   令和７年度～  修復整備工事 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 

          電話 972-2737（内線2737）
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）名古屋城二之丸庭園の保存整備 草案頁 ７１頁 

予 定 額 ８６，３００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋城二之丸庭園は、江戸期を通じて栄華を誇った尾張徳

川家の拠点である名古屋城二之丸御殿に付随して造営された大

名庭園であり、愛知県で最初に国指定（昭和28年）を受けた名

勝庭園である。 

しかしながら、石組の崩壊や樹木の生長等により、庭園の景

観が大きく損なわれており、名勝庭園としてふさわしい景観を

取り戻すため、発掘調査や保存修復整備を行うもの。 

２ 内 容 

（１）発掘調査 

庭園の地下遺構の状況を把握するための発掘調査 

（２）修復整備 

北園池の護岸等の修復整備及び、江戸期の御茶屋「余芳」

の移築再建に向けた敷地造成等を行う。 

（参 考） 

「名古屋城二之丸庭園の保存整備」として、経常経費 

１，４２６千円を合わせ、８７，７２６千円を計上 

担 当 課 名古屋城総合事務所保存整備室    電話２３１－２４８８ 
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）名古屋城二之丸東庭園トイレ改修 草案頁 ７１頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋市を代表する観光施設であり、国内外からの来場者を

受け入れる環境整備として、来場者の利便性・満足度を向上さ

せるトイレ改修を行うもの。 

２ 内 容 

外国人観光客や障害者・高齢者の方がトイレを快適に利用で

きるよう、和式便座から温水洗浄付き洋式便座への改修をはじ

め、手摺の設置等により機能向上を行う工事を実施。 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課    電話２３１－２４８７
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（継続）名古屋城木造天守閣の昇降に 

関する新技術の公募 
草案頁 ８５頁 

予 定 額 ３９，３８６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成３０年５月３０日に公表した「木造天守閣の昇降に関する

付加設備の方針」に基づき昇降技術に関する公募を行うことで、

木造天守における史実に忠実な復元とバリアフリーの両立を目

指す。 

２ 事業内容 

名古屋城木造天守の昇降技術に関する公募に係る支援業務 

３ 公募及び技術開発スケジュール 

  令和４年度   公募実施 

          最優秀者選定 

  令和５年度以降 昇降技術開発 

          昇降技術導入 

担 当 課 
名古屋城総合事務所保存整備室主幹(木造天守閣昇降技術開発等) 

   電話 ２３１－２４８８
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 （継続）名古屋城天守閣の整備 草案頁 ８５頁 

予 定 額 ３４４，６６０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  特別史跡名古屋城跡の本質的価値の理解促進、及び文化的観光

面の魅力向上を図るため、名古屋城天守閣の整備を行う。 

２ 事業内容 

（１） 実施設計 １５，０００千円 

  ア 設計業務 

設計図作成、構造解析、現状変更許可申請書類作成 

  イ 調査業務 

史実調査 

（２）設計監理等支援業務委託 １５，０００千円 

天守閣整備事業に係る技術面及び法務面に関する支援 

（３） 木材の製材 ９９，９８５千円 

柱や梁などの主架構木材の保管費 

（４） 石垣調査等 ２１４，６７５千円 

ア 石垣保存方針の策定に向けた調査 

イ 天守台周辺石垣対策計画策定 

ウ 石垣モニタリング（天守台石垣） 

担 当 課 
名古屋城総合事務所保存整備室主幹(天守閣整備) 

電話２３１－２４８８
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－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

観光文化交流局 

事 項 
（開設）国際展示場第１展示館及びコンベ

ンション施設 
草案頁 ７０頁 

予 定 額  

事業の概要 

１ 趣旨 

  国際展示場に第１展示館及びコンベンション施設を開設する。

２ 施設概要 

 （１）第１展示館（移転改築） 

   無柱空間の展示床面積約２万㎡の展示場 

 （２）コンベンション施設 

   会議室、多目的室、レストラン等 

３ 施設配置

担 当 課 
観光交流部主幹（国際展示場等に係る企画調整） 

                電話972-3144（内線）3144 
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令和４年度主な施策等一覧（環境局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
生物多様性なごや戦略実行計画２０３０（仮
称）の策定

5,000 1

森林資源を活用したローカルＳＤＧｓ推進事
業

9,800 2

地球温暖化対策に係る地方公共団体実行計画
の改定準備

7,818 3

廃棄物焼却に伴うＣＯ２フリー電力の有効活

用
4,000 4

燃料電池バスの導入準備 8,391 5

ＰＰＡモデルを活用した事業用太陽光発電設
備導入促進補助

62,000 6

ゼロエミッション車の購入補助 97,700 7

雨水浸透・貯留施設設置助成 2,375 8

拡 充 藤前干潟ふれあい事業 6,000 9

なごや生物多様性センターにおける情報発信
の充実

8,000 10

ＳＤＧｓまちづくり推進事業 6,000 11

環境分野における成果連動型民間委託契約方
式の導入に向けた事業組成調査

8,000 12

市施設への再生可能エネルギー１００％電力
の導入

35,535 13

住宅等の低炭素化促進補助 151,025 14

森林の維持管理による湿地保全事業 1,200 15

公用車への電動車の導入 11,379 16

山崎川における水の環復活モデル事業 20,042 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 ごみ収集・処理における発火防止対策 54,488 18

港作業場し尿輸送管の更新 59,877 19

ごみ減量・資源化ガイド全戸配付等による３
Ｒの普及啓発

37,731 20

紙製容器包装と雑がみの一括収集に向けた広
報

200 21

継 続 都心の生きもの復活事業 11,550 22

ラムサール条約登録湿地藤前干潟プロムナー
ド事業

7,780 9

新堀川における地下水利用 7,200 23

南陽工場の設備更新 1,741,769 24

北名古屋工場関連施設（温水プール）の建
設・運営

355,040 25

愛岐処分場浸出水処理施設の改築 1,069,921 26

草木類収集実証実験 8,499 27



令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（新規）生物多様性なごや戦略実行計画 

２０３０（仮称）の策定 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ２０２２年に中国・昆明市で開催予定の生物多様性条約第１

５回締約国会議（ＣＯＰ１５）では、２０３０年に向けたポス

ト２０２０生物多様性枠組（次期世界目標）が採択予定であり、

国では次期生物多様性国家戦略を策定する見込みである。 

これらの国内外の動向や、最近の社会情勢を踏まえ、本市が

生物多様性において、２０３０年までにパートナーシップによ

り重点的・優先的に取り組む事柄やロードマップを示した実行

計画を策定する。 

２ 内 容 

（１）懇談会の実施 

   学識経験者等による懇談会を実施し、計画策定に向けた意

見を聴取する。 

（２）計画の策定 

   懇談会の意見を踏まえ、本市として２０３０年までに重点

的、優先的に取り組む事柄やロードマップを示した実行計画

を策定する。 

３ 策定スケジュール（予定） 

  令和４年５月～ 懇談会の開催 

  令和５年１月  パブリックコメントの実施 

      ３月  策定 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６４ 

（内線 ２６６４） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（新規）森林資源を活用した 

ローカルＳＤＧｓ推進事業 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ９，８００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地域資源を活用し、都市と地方が補完し支え合う「地域循

環共生圏（ローカルＳＤＧｓ）」の形成を目指し、本市の水

源地である長野県木祖村と協定を締結し、森づくり事業、木

材の利用促進事業を進めることにより、本市の環境課題の解

決や木祖村の地域活性化等に繋げる。 

２ 内 容 

（１）森づくり事業 

植樹等を通じて水源涵養、生物多様性の保全、温室効果

ガスの削減等について学ぶ機会を創出するため、木祖村に

学習の場となる「名古屋市民の森（仮称）」を整備する。 

（２）木材の利用促進事業 

事業者等と連携し、森づくり事業等で生じる間伐材を活

用した製品開発等を通じて、プラスチック問題など本市の

環境課題に対する市民の意識向上を図るモデル事業を実施

し、環境と経済・社会の好循環に繋げる。 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６９ 

（内線 ２６６９） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（新規）地球温暖化対策に係る地方公共 

    団体実行計画の改定準備 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ７，８１８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ２０５０年カーボンニュートラル宣言や地球温暖化対策推進

法の改正など、脱炭素社会の実現に向けた国の動きを踏まえ、本

市の地球温暖化対策に係る実行計画を改定する。 

２ 内 容 

（１）学識経験者等からの意見聴取 

   学識経験者等で構成する懇談会を開催し、計画改定に向けた

意見を聴取する。 

（２）市民・事業者との意見交換 

   シンポジウムや各種講座・イベント等において、幅広く市民・

事業者からの意見を伺い、計画に反映させる。 

（３）策定に係る事前調査等 

   国が示す計画・マニュアルや他都市の状況等について事前調

査を行い、情報を整理し、検討に必要な資料を作成する。 

３ 今後の予定 

  パブリックコメントを実施したうえで、令和５年度に策定・公

表する。 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課     電話９７２－２６９１ 

                    （内線 ２６９１）
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（新規）廃棄物焼却に伴うＣＯ２フリー 

電力の有効活用 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

廃棄物の焼却に伴い清掃工場で発電している電力は非化石価

値を有している（ＣＯ２フリー電力）ため、その電力の使用によ

る温室効果ガスは発生しない。そこで、市施設での電力使用に伴

う温室効果ガス排出量を削減するため、工場内で自家消費でき

ず、売電している余剰電力を他の清掃工場で活用できるよう調

査・検討する。 

２ 内 容 

（１）概要 

廃棄物の焼却に伴い発電した電力を清掃工場間で融通する

方法や費用対効果等を調査する。 

（２）想定される電力融通方法 

 ア 一般送配電事業者の送配電網を利用して、発電した電気を

市自らが他の工場に供給する方法 

  イ 発電した電気を小売電気事業者に売却し、その電気を他の

工場に対して供給してもらう方法 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課    電話 ９７２－２６９１ 

（内線 ２６９１）

余剰電力 不足電力 

不足電力 余剰電力 

送配電網 

小売電気事業者 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （新規）燃料電池バスの導入準備 草案頁 ４１頁 

予 定 額 ８，３９１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

水素を燃料として走行時に温室効果ガスや大気汚染物質を排

出しない燃料電池バスを市バスに試行導入し、運用確認等を行

う。 

２ 内 容 

（１） 市バスとしての実走行、水素の充填や車両整備等の運用確

認を行う。（令和５年度から運行予定） 

（２） 車体へのラッピング施工、イベント等で車両の展示や外部

給電の実演等により、水素エネルギーの広報を行う。 

（３） 災害時に避難所等での非常用電源として活用する。 

    燃料電池バス 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課     電話９７２－２６９１ 

                    （内線 ２６９１）

化学反応で電気を発生させ 

モーターを回して走る 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（新規）ＰＰＡモデルを活用した事業用 

太陽光発電設備導入促進補助 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ６２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  事業用太陽光発電設備等の導入を促進するため、需要家（企業

等）がＰＰＡモデル（※）を活用して太陽光発電設備等を導入す

る場合に、災害時に発電した電気の一部を周辺住民に無償開放す

ること等を条件として、補助をするもの。 

※ＰＰＡ（Power Purchase Agreement）モデルとは、ＰＰＡ事業

者が太陽光発電設備を需要家の施設等に設置、維持管理等を行

い、発電した電力を需要家に売却する契約方式 

２ 補助内容 

区分 補助単価 補助限度額 

太陽光発電設備 

（単体設置） 
１ｋＷあたり５０千円 

２，５００千円 

（上限５０ｋＷ）

太陽光発電設備 

（蓄電池同時設置）
１ｋＷあたり７０千円 

３，５００千円 

（上限５０ｋＷ）

（参考）事業スキームイメージ図 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課     電話９７２－２６９１ 

                    （内線 ２６９１）
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （新規）ゼロエミッション車の購入補助 草案頁 ４１頁 

予 定 額 ９７，７００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 走行時に排出ガスを出さないゼロエミッション車（ＺＥＶ）は

大気環境の改善及び自動車部門からの二酸化炭素排出量削減に

寄与するほか、“動く蓄電池”として災害時の電力供給が可能で

あるが、一般的な車両と比べ車両価格が高額である。 

そこで、個人（市民）が導入する外部給電機能を有する電気自

動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料電池自動車に対し

て補助を実施する。 

 なお、本事業は防災危機管理局が実施する「災害時電源協力車

制度」への登録を要件の一つとし、連携して広報啓発を実施する。

２ 補助内容 

車両区分 補助金額 

電気自動車 ２００千円／件

プラグインハイブリッド自動車 １００千円／件

燃料電池自動車 ２００千円／件

担 当 課 
地域環境対策部大気環境対策課  電話 ９７２－２６７８ 

（内線 ２６７８） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （新規）雨水浸透・貯留施設設置助成 草案頁 ４２頁 

予 定 額 ２，３７５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

市民・事業者の水の環復活に向けた取り組み及び雨水流出抑制

への取り組みを一層推進するため、上下水道局と連携して助成制

度を導入する（事業費 4,750千円を上下水道局と半分ずつ負担）。

なお、申請・交付手続きは上下水道局が行う。 

２ 内 容 

対象地域 名古屋市全域 

対象施設 

雨水浸透ます 雨水タンク 

助 成 額 

購入・設置費用の２／３

に相当する額と上限額

（２５千円／基）を比較

し、低い方の金額 

購入・設置費用の２／３

に相当する額と上限額

（３０千円／基）を比較

し、低い方の金額 

※特定都市河川浸水被害対策法により設置される施設は対象外  

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課    電話９７２－２６７１ 

（内線 ２６７１）
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 

（拡充）藤前干潟ふれあい事業 

（継続）ラムサール条約登録湿地 

藤前干潟プロムナード事業 

草案頁 ４１頁 

予 定 額 １３，７８０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋の環境の原点である藤前干潟を、次代を担う人材育成や

環境教育に活用するとともに、広く市民に周知する。 

令和４年度は藤前干潟がラムサール条約に登録されて２０周 

年にあたるため、記念イベント等を実施する。 

２ 内 容 

藤 前 干 潟 

ふれあい事業 

６，０００千円 

・年間を通じて普及啓発・環境教育事業を実施 

・ラムサール条約登録２０周年記念事業を実施 

ラムサール 

条約登録湿地 

藤前干潟プロ

ムナード事業 

７，７８０千円（区提案連携事業） 

・プロムナードを活用したイベントの実施 

・干潟の視認性を確保するため樹木の伐採 

担 当 課 環境企画部環境企画課（環境教育）  電話２２３－１０６６ 

-9-



令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）なごや生物多様性センターに 

おける情報発信の充実 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  市民が身近な自然に触れる機会を提供し、生物多様性を学ぶ場

とするため、令和３年度に整備するビオトープ等を活用した事業

を実施する。また、市民に役立つ情報の発信や、なごや生物多様

性センターに蓄積されたデータの見える化により、さらなる生物

多様性の啓発を促進するため、ウェブサイトの内容を拡充する。

２ 内 容 

（１）ビオトープ等を活用した啓発 

生きものの観察や植樹、講座など、時期に応じた内容の見学

会を開催するほか、センターの来所者に分かりやすく伝えるた

めの看板や説明パネル等を作成する。 

（２）ウェブサイト「なごや生きものライブラリー」の拡充 

   市民の生きものへの関心を高めるため、市民参加型のコンテ

ンツを追加するとともに、センターが蓄積してきた生きものの

情報をＧＩＳ（地理情報システム）で見える化して発信する。

担 当 課 環境企画部環境企画課（生物多様性の保全）電話８３１－８１０４
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）ＳＤＧｓまちづくり推進事業 草案頁 ４１頁 

予 定 額 ６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  地域へのＳＤＧｓの浸透・定着を図るため、事業者・地域団体

等と協働した取組の実践等を通じて、市民・事業者等のＳＤＧｓ

の活動促進・普及啓発に取り組む。 

２ 内 容 

（１）ＳＤＧｓ達成に向けた取組の検討 

ワークショップ等の実施を通じてＳＤＧｓの視点から地域

課題等について共有するとともに、ＳＤＧｓの取組を検討す

る。 

（２）地域ＳＤＧｓの実践 

ワークショップ等の検討を踏まえ、地域団体・事業者等との

連携・協働による取組を実践し、地域へのＳＤＧｓの浸透・普

及を図る。 

担 当 課 
環境企画部環境企画課        電話９７２－２６６９ 

（内線２６６９）
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 

（拡充）環境分野における成果連動型民間

委託契約方式の導入に向けた事業

組成調査 

草案頁 ４１頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  環境課題解決の新たな手法として、官民連携手法の１種である

成果連動型民間委託契約方式（Pay for Success : ＰＦＳ）導入

に向けた事業組成調査を行う。 

２ 内 容 

 令和３年度に実施した「環境分野における成果連動型民間委託

契約方式に関する導入可能性調査」の結果を踏まえ、民間事業者

の意見聴取を行いながら次の事項を調査し、ＰＦＳによる事業実

施に向けた詳細設計を行う。 

（主な調査事項） 

  ・成果指標 

  ・成果評価の方法 

  ・事業効果 

  ・支払額、支払い条件 

担 当 課 
環境企画部環境企画課        電話９７２－２６６９ 

（内線 ２６６９）
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）市施設への再生可能エネルギー 

１００％電力の導入 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ３５，５３５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

再生可能エネルギー１００％電力を市施設で使用することで、

市施設からの温室効果ガス排出量の削減を図るとともに、再生可

能エネルギーの導入を促し、クリーンなエネルギーへの転換に繋

げる。 

２ 内 容 

（１）導入施設 

市役所庁舎（本庁舎・東庁舎、西庁舎） 

（２）消費電力量（見込） 

   本庁舎・東庁舎：４，４４２千ｋＷｈ／年 

   西 庁 舎：３，６３４千ｋＷｈ／年 

（３）導入時期 

   令和４年４月（予定） 

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課    電話 ９７２－２６９１ 

（内線 ２６９１）

市役所庁舎 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）住宅等の低炭素化促進補助 草案頁 ４１頁 

予 定 額 １５１，０２５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

再生可能エネルギーの自家消費拡大や更なる省エネルギーの

推進による住宅等の低炭素化を図るとともに、併せて災害に対す

るレジリエンスの向上を図る。 

２ 内 容 

ＺＥＨ(Net Zero Energy House)と同時に設置する蓄電システ

ムの対象及び件数を拡大し、太陽光発電設備・蓄電システム・Ｈ

ＥＭＳ(Home Energy Management System)の一体的導入、ＺＥＨ、

Ｖ２Ｈ(Vehicle to Home)充放電設備に対する補助を引き続き実

施する。 

３ 詳 細 

補助区分 補助額 

一体的 
導 入 

太 陽 光 
発電設備

築１０年超の戸建住宅 
３０千円／ｋＷ

(上限６．５ｋＷ)

築１０年以下の戸建住宅 
２０千円／ｋＷ

(上限６．５ｋＷ)

集合住宅 
２５千円／ｋＷ

(上限９．９９ｋＷ)

蓄電システム １５千円／ｋＷｈ(上限６ｋＷｈ)

ＨＥＭＳ 1０千円／件

ＺＥＨ 
（拡充）

ＺＥＨ 

(蓄電システムを併設) 

１００千円／件

(１９０千円／件)

ＺＥＨ＋ 

(蓄電システムを併設) 
２００千円／件

(２９０千円／件)

Ｖ２Ｈ充放電設備 ５０千円／件

担 当 課 
環境企画部低炭素都市推進課     電話９７２－２６９１ 

                    （内線 ２６９１）
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）森林の維持管理による 

    湿地保全事業 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 １，２００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  市内には、恒常的な除伐管理を行っていないため、森林によっ

て侵食され、生態系の劣化が進んでいる湿地が複数ある。なごや

環境大学と市民団体で、市内の湿地の現状を調査・評価し、課題

や対応策を示すガイドラインを作成し、保全・啓発活動を行う。

２ 内 容 

（１）調査の実施 

  ア 水辺・湿地周辺の樹種調査、埋土種子調査 

  イ 過去から現在の地図、航空写真による湿地変遷の把握 

（２）課題及び対応策の検討 

    学識者を交えたワーキングを複数回実施 

（３）森林の維持管理を軸とした湿地保全再生を試行的に実施 

（４）ガイドラインの作成 

担 当 課 環境企画部環境企画課（環境教育）  電話２２３－１０６６ 

-15-



令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）公用車への電動車の導入 草案頁 ４１頁 

予 定 額 １１，３７９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 公用車の導入にあたっては、「公用車への低公害・低燃費車の

導入方針」に基づき、環境に配慮した自動車の導入を推進してき

た。 

「2050年までの脱炭素社会の実現」に向けては、本市自らが率

先して行動し、市民・事業者の模範となり取り組んでいく必要が

あることから、電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグイ

ンハイブリッド自動車及びハイブリッド自動車）の導入を行う。

２ 内 容 

（１）令和４年度に更新が予定されている公用車のうち、性能要件

等を考慮して電動車への更新が可能なものについては電動車

を導入する。 

（２）電気自動車の導入に際し必要となる充電設備の整備を行う。

担 当 課 
地域環境対策部大気環境対策課  電話 ９７２－２６７８ 

（内線 ２６７８） 

-16-



令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）山崎川における水の環復活 

モデル事業 
草案頁 ４２頁 

予 定 額 ２０，０４２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

市民・事業者が水循環の問題について理解し、水の環復活を意

識した行動を実践していただけるよう、自然の湧き水が残る山崎

川をフィールドとしてモデル事業を展開する。 

２ 内 容 

（１）水循環シミュレーションの実施 

山崎川流域において、水循環の実態解明と将来予測を行い、

地中に浸透した雨水が地下水となり、山崎川の河床から湧き出

るまでの水の流れや動きを見える化する。 

（２）水循環学習プログラムの制作 

水循環シミュレーションの結果等を活用して、環境学習セン

ターのバーチャルスタジオで用いる水循環学習プログラムを

新たに制作し、ＳＤＧｓ達成に向けた環境学習を推進する。 

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課    電話９７２－２６７１ 

（内線 ２６７１）

山崎川河床の湧き水 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）ごみ収集・処理における 

発火防止対策 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ５４，４８８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  不燃ごみ・粗大ごみの収集時や破砕処理時に、小型充電式電池

や充電式の家電製品により火災・発火事案が急増している。 

ごみの排出時に、これらをできるだけ排除するため、新たな分

別区分「電池類」を新設するとともに、充電式家電の拠点回収等

を実施する。 

２ 内 容 

（１）電池類一括収集（令和４年７月から） 

排出先が異なる「アルカリ・マンガン乾電池」、「リチウム

電池（充電できないもの）」、「ボタン電池」、「小型充電式

電池」を「電池類」としてプラスチック製容器包装の収集日に

原則各戸収集する。 

（２）充電式家電の拠点回収（令和４年４月から） 

   小型家電回収の対象となるサイズより大型で、充電式電池を

使用したハンディ掃除機等の小型家電リサイクル法対象品目

について、充電式家電として各区の環境事業所において無料で

引き取りを行う。 

（３）小型家電回収の拡充（令和４年４月から） 

回収品目を携帯電話等の特定対象品目（注）から、ハンディ

扇風機や電動工具等を含む小型家電リサイクル法対象品目に

拡大するとともに、総合スーパー等５６箇所に加え各区の環境

事業所においても回収を行う。 

（注）国が、資源性と分別のしやす

さから特にリサイクルするべき

とガイドラインで指定した品目 

担 当 課 

事業部作業課            電話９７２－２３９３ 

（内線 ２３９３）

ごみ減量部資源化推進室       電話９７２－２２９７ 

（内線 ２２９７）
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （拡充）港作業場し尿輸送管の更新 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ５９，８７７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

港作業場のし尿輸送管は昭和４１年の布設から５０年以上が

経過し、老朽化が進んでいる。今後も安定的にし尿・浄化槽汚

泥を処理するためにはし尿輸送管の更新が必要であり、令和４

年度から更新工事を行う。 

２ 内 容 

目    的 
港作業場で受け入れをしたし尿及び浄化槽 

汚泥を圧送するための管路の更新 

経 路 
港作業場から上下水道局山崎水処理センター

（南区忠次二丁目）まで 

更 新 距 離 ２，８００ｍ 

構 造 ダクタイル鋳鉄管 径２００ｍｍ 

期 間 令和４年度から令和８年度（予定） 

＜参考＞港作業場の概要 

場 所 港区竜宮町２１番地 

目    的 し尿及び浄化槽汚泥の受け入れを行う施設 

処 理 能 力 ２００ｋ ／日

担 当 課 
施設部施設課          電話９７２－２３７１

（内線 ２３７１） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）ごみ減量・資源化ガイド全戸 

配付等による３Ｒの普及啓発 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ３７，７３１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  令和４年度に電池類の一括収集等を実施するほか、令和５年度

には紙製容器包装と雑がみの一括収集の実施を予定しており、前

回（平成２９年）のごみ減量・資源化ガイドの全戸配付から、大

幅な分別区分・排出方法の変更となることから、変更内容の周知

徹底を図る必要がある。 

  また、さらなるごみ減量を推進していくために、ごみ減量・分

別リサイクルに取り組む意義をより一層市民に分かりやすく説

明する必要があることから、ごみ減量・資源化ガイドを作成し全

戸配付する。 

  さらに、若年層をターゲットにして、分別意識の向上を図るた

めに動画配信による啓発を行う。 

２ 内 容 

（１）ごみ減量・資源化ガイドの配付 

  ≪主な内容≫ 

・電池類並びに紙製容器包装と雑がみの一括収集に係る周知 

   ・ごみ減量・分別リサイクルに取り組む意義 

   ・資源・ごみの分け方・出し方             等 

  ≪配付時期≫ 

   令和５年３月（予定） 

（２）動画発信による３Ｒの啓発 

   若年層をターゲットに、資源・ごみの分別意識の向上を図る

ための動画を作成し、ＳＮＳ等を活用した啓発を行う。 

担 当 課 
ごみ減量部減量推進室       電話９７２－２３７８ 

                    （内線２３７８） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（拡充）紙製容器包装と雑がみの 

    一括収集に向けた広報 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ２００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  ごみ処理量の横ばいが続いている中、さらなるごみ減量の推進

のため、「分かりやすい・分けやすい」分別区分の観点から、資

源分別率が低迷している紙製容器包装と雑がみの一括収集を令

和５年４月から開始予定であり、その変更内容について事前広報

を行う。 

２ 内 容 

  紙製容器包装と雑がみの一括収集に係るチラシを作成し、保健

環境委員をはじめとした地域役員へ事前説明を行う。また、集団

資源回収実施団体にも変更内容を案内する。 

≪参考≫ その他広報（予定） 

・ごみ減量・資源化ガイド（令和５年３月全戸配付） 

・広報なごや（令和５年３月号） 

・資源・ごみ分別アプリ「さんあ～る」 

・名古屋市公式ウェブサイト           等 

担 当 課 
ごみ減量部減量推進室       電話９７２－２３７８ 

                    （内線２３７８） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （継続）都心の生きもの復活事業 草案頁 ４１頁 

予 定 額 １１，５５０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

都心において生物多様性に配慮した緑化等を進め、生態系の

回復を図るとともに、生物多様性の大切さを伝える場を創出す

る「都心の生きもの復活事業」を展開する。令和４年度はガイ

ドラインの策定、モデル事業の実施、協働による仕組みづくり

の検討を行う。 

２ 内 容 

（１）ガイドラインの策定 

都心で緑化に関わる事業者・市民団体等を対象に、生物多

様性に配慮した緑化の具体的手法などを示したガイドライ

ンを策定する。 

（２）モデル事業の実施 

令和３年度に引き続き、都心部において事業者・市民団体

等との協働で生物多様性に配慮した緑化等を行い、ガイドラ

イン策定に向けた知見の収集と生物多様性の啓発を図る。 

（３）協働による仕組みづくりの検討 

   令和５年度以降の事業の本格展開に向け、協働の仕組みづく

りを検討する。 

３ 今後の予定 

  令和５年度 事業者・市民団体等への支援 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６４ 

（内線 ２６６４） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （継続）新堀川における地下水利用 草案頁 ４２頁 

予 定 額 ７，２００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

新堀川では、悪臭の改善に向けた水環境改善が喫緊の課題とな

っており、緑政土木局、上下水道局、環境局の３局で連携して対

策を検討している。 

環境局では、水の環復活に向けて、地下水を利用したまちづく

りを進めており、新堀川の浄化方針に基づき、河川の水質改善の

ための水源のひとつとして地下水を利用する。 

２ 内 容 

地下水を放流するための井戸等の整備に向けた測量及び設計

を行う。 

＜地下水利用のイメージ＞ 

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課    電話９７２－２６７１ 

（内線 ２６７１）

P 

親水空間
：地下水の流れ 

新堀川

井 戸
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （継続）南陽工場の設備更新 草案頁 ４４頁 

予 定 額 １，７４１，７６９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和９年３月の南陽工場再稼働に向け、焼却設備の解体工事

及び焼却設備の更新工事並びに関連調査を進める。 

２ 内 容 

事 項 事 業 内 容 

設備解体 

工  事 

焼却設備の解体撤去 

     １，７２５，６６９千円 

設備更新 

工  事 
焼却設備の実施設計 

環境影響 

評  価 

事後調査 

 １６，１００千円  

３ 全体スケジュール 

事 項 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

設備解体工事 

設備更新工事 

環境影響評価 

事 後 調 査 

担 当 課 
施設部工場課（南陽工場設備更新） 電話９７２－２２９２ 

（内線 ２２９２）

実施設計 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（継続）北名古屋工場関連施設 

（温水プール）の建設・運営 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ３５５，０４０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  北名古屋工場は、北名古屋市、豊山町及び北名古屋衛生組合

と共同でＰＦＩにより事業を進めており、令和２年７月から供

用を開始している。 

工場関連施設として、温水プールの建設・運営を北名古屋衛

生組合が行い、本市はその経費の一部を負担する。 

２ 期 間 

  ・建設及び開設準備：令和３年７月から令和４年７月まで 

  ・運 営 開 始：令和４年８月から（予定） 

３ 施設概要 

  ・２５ｍプール（５レーン） 

 ・水中ウォーキング・リハビリ用プール 

  ・幼児・学童用プール 

担 当 課 

施設部工場課（鳴海・北名古屋工場運営調整）  

 電話９７２－２２８６ 

（内線 ２２８６） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 
（継続）愛岐処分場浸出水処理施設の 

改築 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 １，０６９，９２１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

愛岐処分場は、昭和５７年の開設から３９年が経過しており、

施設の老朽化が進んでいる。今後も本市の要の処分場として安

定的な埋立処理を行う必要があるため、令和４年度は浸出水処

理施設本体の改築工事を進めるとともに、機械操作棟の改築工

事等を行う。 

２ 内 容 

事 項 事  業  内  容 

浸出水処理施設の改築
浸出水処理施設本体の改築 

   ７９６，６７６千円 

機械操作棟改築等 
機械操作棟及び管理事務所の改築等 

 ２７３，２４５千円 

３ 全体スケジュール 

事 項 ４年度 ５年度 

浸出水処理施設の改築 

機械操作棟改築等  

担 当 課 
施設部施設課（処分場建設）    電話９７２－２３７７ 

（内線 ２３７７） 
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令和４年度主な施策等一覧

環 境 局 

事 項 （継続）草木類収集実証実験 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ８，４９９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 ごみ減量や再生可能エネルギーの活用を図るため、下記の

とおり市内全域で草木類収集の実証実験を行う。 

２ 内 容 

実施品目 せん定枝、刈草、落葉 

実施地域 市内全域 

収 集 日 令和４年９月２５日（日）（予定） 

収集方法 事前申込制による各戸収集 

排出方法 
・せん定枝：ひもで結束して排出 

・刈草、落葉類：透明・半透明の袋に詰めて排出

そ の 他 ９月開催予定の環境デーなごやなどでＰＲ 

担 当 課 
事業部作業課          電話９７２－２３９３ 

                   （内線２３９３） 

-27-



令和４年度主な施策等一覧（健康福祉局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 ＩＣＴを活用したフレイル予防・見守り事業 51,074 1

身寄りのない高齢者の死後事務支援事業 34,118 2

敬老パス制度変更後の影響調査 20,000 3

職員の処遇改善（介護施設等） 1,340,056 4

民間特別養護老人ホームの整備補助 381,100 5

民間特別養護老人ホーム等の多床室改修補助 20,552 7

小規模多機能型居宅介護事業所の整備補助 33,600 8

介護施設等の開設準備経費補助 75,510 10

介護施設等の大規模修繕補助 536,557 11

介護施設等の看取り環境整備補助 3,500 13

介護職員用の宿舎施設整備補助 16,507 14

介護施設等の介護ロボット等導入補助 215,654 15

港福祉会館セミリニューアル改修の設計 6,500 16

介護施設等のゾーニング環境等整備補助 80,853 17

重度障害者等就労支援事業 13,639 18

第７期障害福祉計画の策定調査 13,930 19

民間障害者グループホーム等の整備補助 67,840 20



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
民間障害者グループホームのスプリンクラー
等整備補助

4,234 21

厚生院附属病院の名古屋市立大学医学部附属
病院化に向けた準備

1,444,798 22

子どものいる被保護世帯への家計改善支援事
業に向けた調査

5,377 23

民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置補助 293,695 24

バリアフリー情報の発信 21,232 25

民生委員協力員制度のモデル実施 843 26

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支
援金の支給

527,723 27

住民税非課税世帯等臨時特別給付金の支給 491,000 28

天白区休日急病診療所の改築補助 101,525 29

新規・拡充 がん対策の推進 143,403 30

新 規 新型コロナウイルスワクチン接種事業 2,484,000 31

新型コロナウイルスワクチン健康被害救済事
業

11,635 32

新型コロナウイルス感染症対策自宅療養者等
への医療提供事業

263,396 33

中央看護専門学校の公立大学法人名古屋市立
大学への統合準備

638,083 34

指定福祉避難所備蓄物資購入等補助事業 95,000 35

介護施設等の消防設備整備補助 4,741 36

デジタルトランスフォーメーションの推進
（生活保護システムの標準化に伴う調査）

46,000 37

デジタルトランスフォーメーションの推進
（福祉総合情報システムの標準化に伴う調
査）

130,000 38



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 国民健康保険料収納に係る利便性の向上 25,122 39

緑市民病院の名古屋市立大学医学部附属病院
化に向けた準備

1,576,300 40

拡 充 在宅医療・介護連携ネットワークの充実 64,965 41

介護予防に資する通いの場の充実 10,389 42

排せつケア相談支援事業 33,000 43

緊急通報事業 54,470 44

若年性認知症相談支援事業 14,340 45

植田寮の改築 240,000 46

はつらつ長寿プランなごや2026の策定調査 9,578 47

重層的支援体制整備事業 206,283 48

歯周疾患検診 214,065 49

子宮頸がんワクチン接種事業 1,691,909 50

新型コロナウイルス感染症対策積極的疫学調
査・健康観察体制の確保等

3,531,503 51

八事斎場再整備に係る事業者選定準備 19,500 52

継 続
新型コロナウイルス感染防止に配慮した介護
保険サービス提供体制の確保等

250,213 53

新型コロナウイルス感染防止に配慮した障害
福祉サービス提供体制の確保等

28,820 54

住居確保給付金の支給 401,894 55

救急医療体制の充実 1,012,846 56



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続
新型コロナウイルス感染症対策医療費の公費
負担

1,090,284 57

新型コロナウイルス感染症対策ＰＣＲ検査費
の公費負担等

3,160,493 58

新型コロナウイルス感染症対策検体搬送体制
の確保

14,600 59

新型コロナウイルス感染症対策患者移送体制
の確保

431,861 60

新型コロナウイルス感染症対策自宅療養者等
配食サービス事業

3,141,550 61

新型コロナウイルス感染症対策重点・協力医
療機関等の支援

147,000 62

新型コロナウイルス感染症対策救急医療にお
ける患者受入体制の確保

115,462 63

新型コロナウイルス感染症対策愛知県医療従
事者応援金に対する負担金

53,683 64

新型コロナウイルス感染症対策民間病院経営
維持資金貸付金

250,000 65

新型コロナウイルス感染症対策専用病床の運
営負担金

595,103 66

新型コロナウイルス感染症対策受診相談セン
ター業務の充実

266,000 67

新型コロナウイルス感染症対策医療資器材の
備蓄

74,000 68

開 設 昭和福祉会館 69

中村保健センター 70



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項
（新規）ＩＣＴを活用したフレイル予防・ 

見守り事業 
草案頁 ２３頁 

予 定 額 ５１，０７４千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  コロナ禍において、高齢者の外出機会の減少による心身機能の低下

や、対面での見守り活動の実施が困難な状況が懸念されることから、

ＩＣＴを活用し、効果的なフレイル予防を推進するとともに、地域に

おける見守り活動を推進する。 

２ 内 容 

（１）スマートフォンアプリの活用 

スマートフォンはＩＣＴ機器として広く普及しつつあることか

ら、以下の機能をもつアプリを作成、活用してフレイル予防及び見

守りを推進する。 

区 分 内  容 対 象 

フレイル

予防 

フレイル予防に取り組むインセンティブと

して、活動に応じてポイントが貯まる機能 

※年間上限 3,000 ポイント 

（1ポイント＝1円の電子マネーに変換） 

＜ポイント付与の取組み例＞ 

・介護予防に資する通いの場への参加 

・アプリ内での体操動画等の視聴 

40 歳 

以上の 

市民 

見守り 
活動状況等を予め登録した家族や支援機

関等にお知らせする見守り機能 

65 歳 

以上の 

市民 

（２）アプリ運営事務局の設置 

   ポイントの管理やアプリの利用に関する問合せ等に対応するた 

  めの事務局を設置する。 

担 当 課  高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４０（内線2540）

－ 1 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）身寄りのない高齢者の死後事務 

支援事業 
草案頁 ２３頁 

予 定 額 ３４，１１８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  身寄りのない低所得の高齢者が、住み慣れた地域で最期まで安心し

て暮らすことを支援するため、亡くなった後の葬儀、家財処分、役所

の手続き等の死後事務支援事業を実施 

２ 内容 

（１）対象者 （以下の要件を全て満たす方） 

・原則として本市在住のひとり暮らしの高齢者であり、直系卑属 

（子や孫など）がいない方で明確な契約能力が認められる方（※１）

・市民税非課税かつ預貯金３５０万円以下であり、生活保護を受給

していない方 

・契約後、見守りサービスを受けることに同意する方で、契約時に

預託金を原則一括で納められる方（※２） 

※１ 親族が認知症の方や重い障害のある方のみの場合も対象 

 ※２ 葬儀・納骨は一括納付、家財処分は状況に応じ分割も可 

（２）支援内容 

・相談、見守り、安否確認及び福祉・介護サービスの利用支援 

（月１回の電話・６か月に１回以上の訪問） 

・葬儀・納骨、家財処分、行政官庁への届出 

３ 事業開始（予定） 

  令和４年１０月 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549）

－ 2 －



令和４年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）敬老パス制度変更後の影響調査 草案頁 ２３頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  敬老パス制度は、個人ごとや地域ごとによる利用の差を解消し、よ

り多くの高齢者にとって使い勝手がよく、公平で持続可能な制度とす

ることを目的として、令和４年２月より対象交通拡大及び利用上限回

数設定の制度変更を行った。 

制度変更の目的が達成されているかどうか、利用状況や交付率の

変化等をはじめ、様々な指標を用いて検証を実施する。 

２ 内容 

令和４年２月から９月までの敬老パス利用者に係る全乗車実績デ

ータや高齢者に対するアンケート結果等を用いた検証を実施する。 

（１）乗車実績データ等を用いた検証 

乗車実績データや敬老パス利用者の属性（年齢、住所地等）を用い

て以下のことについて確認する。 

・地域ごとの交付率の変化 

・制度変更前後の利用状況の変化 

・総事業費への影響額 

・乗継利用の状況 

（２）アンケート調査の実施 

乗車実績データだけでは確認できない事項について、65歳以上の

方3,000人に対してアンケート調査を実施する。 

３ スケジュール 

令和４年 ４月～ ９月     検証・分析に用いる乗車実績 

データの集積・抽出 

       ９月～１０月      アンケート実施 

      １０月～令和５年２月   検証・分析の実施 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話８８８－８６１２（外線） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）職員の処遇改善（介護施設等） 草案頁 

２４頁 

２９頁 

３１頁 

８１頁 

予 定 額 １，３４０，０５６千円    

事業の概要 

１ 介護保険・障害福祉サービスにおける処遇改善 

（１）内容 

  福祉・介護職員を対象に、賃上げ効果が継続される取組を行うこと

を前提として、令和4年10月に予定されている収入を３％程度（月額

9,000円）引き上げるための臨時の報酬改定に対応する。 

（２）対象種別及び予定額 

対象種別 予定額 

介護保険サービス分 ９５６，８７９千円

障害福祉サービス分 ３６８，３００千円

２ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームにおける処遇改善 

（１）内容 

  介護サービス事業所の介護職員と同様に、養護老人ホーム・軽費老

人ホームの職員を対象とした処遇改善を実施する。 

（２）予定額 

  １４，８７７千円 

担 当 課 

【介護保険・老人ホームに関すること】 

高齢福祉部 介護保険課    電話 ９７２－２５９１ 

【障害福祉サービスに関すること】 

障害福祉部 障害者支援課   電話 ９７２－２５５８ 

－ 4 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）民間特別養護老人ホームの整備補助 草案頁 ２４頁 

予 定 額 ３８１,１００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

特別養護老人ホームへの入所の必要性が高い方ができるかぎり早期

に入所できるよう、「はつらつ長寿プランなごや２０２３（第８期計

画）」で定める令和５年度までの整備目標に基づき、特別養護老人ホ

ームの整備を推進する。 

２ 整備補助か所数及び定員数 

区     分 整 備 か 所 数 定  員  数 

新 規 整 備 

か所

１ 

人

１３０ 

継 続 整 備 １ １００ 

計 ２ ２３０ 

３ 特別養護老人ホームの整備状況（着工ベース） 

区    分 整 備 か 所 数 定  員  数 

令和３年度末 

か所

１２３ 

人

９，１２０ 

４年度新規整備   １   １３０ 

計 １２４ ９，２５０ 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 
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民間特別養護老人ホーム整備事業の概要

【多床室】

新規整備　（１か所　１３０人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

継続整備　（１か所　１００人）

区 分

法 人 名

予 定 地

定 員

併 設 事 業

建 物

そ の 他

延床面積　５，７８４．０㎡

鉄筋コンクリート造

地上５階建

令和３年度～４年度の２か年事業

広域型

（福）愛生福祉会

守山区上志段味特定土地区画整理事業

１００人

短期入所生活介護・居宅介護支援

令和４年度～５年度の２か年事業

１３０人

未定

未定

広域型

未定

未定
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間特別養護老人ホーム等の 

多床室改修補助
草案頁 ２４頁 

予 定 額 ２０，５５２千円

事業の概要 

１ 趣旨 

既存の特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室の

多床室における居住環境の質を向上させるため、県の基金を活用し、

プライバシーに配慮した多床室への改修経費を助成する。 

２ 補助対象 

２か所（２８床） 

法人名 (福)大幸福祉会 (福)清明福祉会

施設名 幸楽荘 建国ビハーラ 

所在地 港区小川一丁目 守山区青葉台 

区 分 
特別養護 

老人ホーム 

併設ショート 

ステイ 

特別養護 

老人ホーム 

施設定員 １００人 ８人 ６４人 

改修床数 ８床 ８床 １２床 

改修済床数 ６８床 － － 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

多床室の各床間に間仕切りや壁等（家具・カーテンは不可）を設

置し、他の入所者からの視線を遮断するための工事費等 

（２）助成額 

７３４千円×改修床数を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）

－ 7 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）小規模多機能型居宅介護事業所の整備

補助
草案頁 ２４頁 

予 定 額 ３３，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

小規模多機能型居宅介護事業所等の整備を促進するため、整備 

  を行う法人を対象に県の基金を活用した補助を実施する。 

２ 補助対象      

小規模多機能型居宅介護事業所  １か所 

３ 補助単価（上限） 

１か所当たり３３，６００千円 

（参考） 

小規模多機能型居宅介護は、在宅で生活する要介護者等に対し

て、事業所で入浴や食事その他の日常生活に必要な介護を行う

「通い」のサービスと、利用者の様態や希望に応じて随時「訪問」

や「泊まり」のサービスを組み合わせて提供するサービス。看護 

小規模多機能型居宅介護は、これに加えて訪問看護の組み合わせ 

により提供されるサービス。 

小規模多機能型居宅介護事業所等の整備状況 

８８か所（令和４年１月１日現在休止事業所含む） 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－３４８７（内線3487） 
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区分 小規模多機能型居宅介護

法人名 社会福祉法人　名北福祉会

整備予定地 北区上飯田南町

登録定員 ２９人

整備形態 新築

建物 鉄骨造地上４階建の２階部分

その他 認知症対応型共同生活介護　併設

小規模多機能型居宅介護事業所等整備事業の概要

－ 9 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の開設準備経費補助 草案頁 ２４頁 

予 定 額 ７５，５１０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

介護施設等の円滑な開設に向け、早期からの体制整備を支援するた

め、県の基金を活用し、開設準備経費を助成する。 

２ 補助対象 

（１）認知症対応型共同生活介護事業所   ３か所 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所    １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

施設開設前６か月間に係る準備経費 

（職員雇上経費、職員募集経費、備品購入経費 等） 

（２）助成額 

８３９千円×（宿泊）定員数を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の大規模修繕補助 草案頁 ２４頁 

予 定 額 ５３６，５５７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

「介護離職ゼロ」の実現に向けた受け皿整備量拡大と老朽化した特

養等の広域型施設の修繕を同時に進めるため、県の基金を活用し、新

規整備を条件に行う既存施設の大規模修繕・耐震化に係る経費を助成

する。 

２ 補助対象 

（１）特別養護老人ホーム   ４か所 

（２）介護老人保健施設    １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

おおむね１０年以上経過した、定員３０人以上の広域型施設の一

部改修や付帯設備の改造等及び耐震化に要する経費 

（２）助成額 

１，１２８千円×定員数を上限 

（３）補助要件 

令和５年度までに介護施設等（特別養護老人ホーム、認知症高齢

者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所等）を新規整備

すること 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）
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介護施設等の大規模修繕補助

補助対象

（１）特別養護老人ホーム４か所

法人名

施設名

予定地

施設定員

法人名

施設名

予定地

施設定員

法人名

施設名

予定地

施設定員

法人名

施設名

予定地

施設定員

（２）介護老人保健施設１か所

法人名

施設名

予定地

施設定員

介護老人保健施設フジタ

緑区鳴海町

１５０人

（福）幸寿会

東桜の里

東区東桜二丁目

１００人

（医）フジタ

９０人

（福）華陽会

サービスネットワーク南陽

港区新茶屋一丁目

８０人

（福）愛生福祉会

愛生苑

北区五反田町

１００人

（福）紫水会

オーネスト熱田の杜

熱田区二番一丁目
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の看取り環境整備補助 草案頁 ２４頁 

予 定 額 ３，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

県の基金を活用し、介護施設等が看取りに対応できる環境を整備す

るための施設改修等に係る経費を助成する。 

２ 補助対象 

特別養護老人ホーム １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

看取り及び家族等の宿泊のための個室の確保を目的として行う施

設の改修、ベッド等の整備に要する経費 

（２）助成額 

１施設当たり３，５００千円を上限

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護職員用の宿舎施設整備補助 草案頁 ２４頁 

予 定 額 １６，５０７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

介護職員が働きやすい環境を整備することを通じて介護人材（外国

人を含む。）を確保するため、県の基金を活用し、介護施設等の事業

者による職員用宿舎の整備を助成する。 

２ 補助対象 

特定施設入居者生活介護事業所 １か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

補助対象施設が介護職員（職種は問わず、幅広く対象）用の宿舎

を整備する費用。なお、整備とは、創設、増築、改築、増改築、改修

をいう。 

（２）助成額 

整備に要する経費の１／３ 

ただし、助成の対象は職員定員数×延べ床面積３３㎡を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５９１（内線2591）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の介護ロボット等導入補助 草案頁 ２４頁 

予 定 額 ２１５，６５４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

介護現場の生産性向上を推進するため、県の基金を活用し、介護施

設等の大規模修繕（おおむね１０年以上経過した施設の一部改修や付

帯設備の改造等）の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入経

費等に対して助成する。 

２ 補助対象 

（１）特別養護老人ホーム      ３か所 

（２）介護老人保健施設       ２か所 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

大規模修繕を実施する際に、高齢者の見守り、入浴等を支援する

介護ロボットやＷｉ-Ｆｉ環境整備等のＩＣＴ技術を導入するため

に必要な経費 

（２）助成額 

４２０千円×定員数を上限

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

子ども青少年局 

事 項
（新規）港福祉会館・港児童館セミリニューア

ル改修の設計
草案頁

２４頁 

２９頁

予 定 額 １２，５００千円   

事業の概要

１ 趣旨 

港福祉会館・港児童館は昭和４９年度に開設されており、建物や

設備の老朽化が著しいことから、セミリニューアル改修のための設

計を実施する。 

２ 内容 

館内の配管や配線、設備機器等の更新・改修のための設計を実施 

３ 今後の予定

  令和４年度 設計

令和５年度 改修工事

４ 改修工事期間中の対応

  改修工事期間中は施設の利用ができないため、代替施設での運営

の継続について検討を行う。

（参考）

   港福祉会館・港児童館

   所 在 地：港区寛政町７丁目２８番地

   開 設 年 度：昭和４９年度

   施 設 構 成：１階 港福祉会館

         ２階 港児童館

担 当 課

（健康福祉局） 
高齢福祉部 高齢福祉課      電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 

健康福祉局    ６，５００千円 

子ども青少年局  ６，０００千円 

－ 16 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）介護施設等のゾーニング環境等 

整備補助 
草案頁 ２４頁 

予 定 額 ８０，８５３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  介護施設等において、新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観

点から簡易陰圧装置の設置に要する費用やゾーニング環境等の整備に

要する費用を助成する。 

２ 補助対象 

（１）簡易陰圧装置整備補助 

   有料老人ホーム  ３か所 

（２）ゾーニング環境等の整備 

   介護老人保健施設 ３か所 

３ 補助内容 

（１）簡易陰圧装置整備補助 

   １台あたり４，３２０千円を上限 

（２）ゾーニング環境等の整備 

  〇従来型個室・多床室のゾーニング 

   １か所あたり６，０００千円を上限 

  〇２方向から出入りできる家族面会室の整備 

   １施設あたり３，５００千円を上限 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 

－ 17 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）重度障害者等就労支援事業 草案頁 ２９頁 

予 定 額 １３,６３９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

自営業等を営む重度障害者等（重度訪問介護・同行援護・行動援護

対象者）の就労中に係る介護を本市の地域生活支援事業として実施す

る。 

２ 事業内容 

（１）支援内容 

重度障害者等が自営業等として働く場合の身体介護、見守り、通

勤介助等就労中に必要な支援を提供する。 

（２）対象者 

原則として重度訪問介護、同行援護又は行動援護の支給決定を受

けている者であって、自営業等に従事する時間が週に１０時間以上

の方。 

（３）支給量 

   原則として月１８４時間（８時間以内/日、２３日以内/月）の範

囲内。 

（４）利用の流れ 

   利用希望者が区役所で受給者証の交付手続きを行い、決定された

支給量に基づき事業者と契約を締結し利用する。 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２６３９（内線２６３９） 

－ 18 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）第７期障害福祉計画の策定調査 草案頁 ２９頁

予 定 額 １３，９３０千円

事業の概要

１ 趣旨 

障害者の生活状況や障害者施策へのニーズ・要望等を把握し、第７

期障害福祉計画の策定及び障害者施策の充実を図るための基礎資料と

するため、調査を実施する。 

２ 調査の概要 

調査名 障害者基礎調査 
障害福祉サービス等 

利用者調査 

対象者 

身体障害者、知的障害者、

精神障害者、発達障害者、

高次脳機能障害者、難病

患者 

約１６，０００人 

通所施設利用者 

在宅サービス利用者 

約２，０００人 

調査内容 

住まい、暮らし、収入、サ

ービス利用状況、就労、余

暇、金銭等管理、災害対

策、障害への理解 等 

住まい、暮らし、事業者 

選択、サービスの状況、 

利用者負担、就労、サービ

スに関する要望 等 

調査時期 令和４年１０月 

３ 計画期間 

  令和６～８年度 

４ スケジュール 

  令和４年度 調査 

令和５年度 障害者施策推進協議会に専門部会を設置 

計画の策定及び公表 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８５（内線2585）

－ 19 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホーム等の 

整備補助 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ６７，８４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

障害者の居住の場等の確保のため、障害者グループホーム等の整備

について補助を行う。 

２ 施設概要 

整備予定地 北区如意二丁目 

事 業 内 容 
共同生活援助（障害者グループホーム） ８人 

短期入所 ２人 

整 備 内 容 創設 

建 物 構 造 鉄骨造３階建 

延 床 面 積 ４３９．２０㎡ 

運 営 主 体 社会福祉法人名北福祉会 

整備予定地 瑞穂区下坂町 

事 業 内 容 
共同生活援助（障害者グループホーム） ６人 

短期入所 ２人       【地域生活支援拠点事業所】

整 備 内 容 創設 

建 物 構 造 木造２階建 

延 床 面 積 １４８．６５㎡ 

運 営 主 体 特定非営利活動法人あたたかい心 

３ 整備年度 

令和４年度 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560）

－ 20 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間障害者グループホームの 

スプリンクラー等整備補助
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ４，２３４千円 

事業の概要 

１ 趣旨

  平成２５年の消防法施行令等の一部改正により、障害者グループホ

ーム等における消防設備の設置基準が見直され、スプリンクラー設備

の設置等の対象範囲が拡大された。

平成２６年度末時点で重度者（障害支援区分４以上）の割合がおお

むね８割を超えないために設置義務のなかった既存のグループホーム

等について、今後、重度化等により新たに設置義務が生じることが想

定されることから、令和３年度に引き続き、あらかじめ整備を行う場

合の費用の一部に対して補助を行う。

２ 補助内容

３ 設置予定数 

  ２か所 

＜参考＞ 

  平成２６年度末時点で重度者の割合がおおむね８割を超えスプリン

クラー設備の設置が義務付けられた障害者グループホーム等について

は、経過措置期間内（平成２７～２９年度）に対応済

区 分 対 象 施 設 補 助 額 

スプリンクラー設備

重度者の割合が

おおむね８割を

超えることが早

期に見込まれる

障害者グループ

ホーム等 

基準額の３/４を補助 

基準額２１．５千円/㎡

消火ポンプユニット

基準額の３/４を補助 

基準額３，０９０千円/

か所 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 

－ 21 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 
（新規）厚生院附属病院の名古屋市立大学 

医学部附属病院化に向けた準備 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 １，４４４，７９８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

厚生院附属病院を市立大学医学部の附属病院とし、質の高い高齢

者医療の提供や先駆的なリハビリテーションの提供等の新たな取組

みを実施するため、必要な準備を進める。 

市立大学医学部附属病院化後の概要（予定） 

区 分 現 行 市立大学医学部附属病院化後 

病床数 204 床（内休床 36 床） 140 床 

病床機能 慢性期 204 床 
回復期  36 床 

慢性期  104 床 

２ 内容 

（１）施設改修等 

  ・新たなリハビリテーション室設置に向けた改修等 

  ・MRI 棟を設置するための建屋の設計 

（２）医療情報システム及び医療機器の導入 

  ・電子カルテシステム等の医療情報システムの導入 

・新たな取組みに必要な医療機器の導入 

（３）その他準備経費 

・回復期リハビリテーション病棟設置に向けた準備体制の確保 

・病院名の表示変更（院内・院外）、ウェブサイトの作成等 

３ スケジュール 

令和５年４月 厚生院附属病院の市立大学医学部附属病院化 

担 当 課  生活福祉部 保護課 電話９７２－２６０９（内線2609）

－ 22 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）子どものいる被保護世帯への家計改善

支援事業に向けた調査
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ５，３７７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

これまで被保護世帯に対しては、就労収入の獲得による「経済的な

自立」のための就労支援プログラムや、中学・高校生への学習機会の

提供や居場所づくりとしての「学習支援プログラム」等を実施してき

た。更に被保護世帯の生活課題の解消に向けた新たな取組みとして、

子どものいる被保護世帯が直面する家計上の諸課題の把握・分析を行

い、子どもの自己実現機会の確保を視野に入れた中長期的な家計改善

を通じた支援策のあり方を検討するため、実態調査を実施する。 

２ 主な調査内容 

（１）子どものいる被保護世帯に関する調査 

被保護世帯及び支援者に対する家計管理等に関する 

アンケート調査、インタビュー調査 

（２）低所得対策関連事業利用者に関する調査 

事業利用者及び支援者に対する家計管理等に関する 

アンケート調査、インタビュー調査 

３ 今後の予定 

  令和４年度    実態調査、調査結果の分析 

令和５年度以降  調査結果を踏まえた効果的な支援策の検討 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２５５９(内線2559)       

－ 23 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置

補助
草案頁 ３２頁 

予 定 額 ２９３，６９５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の基本 

方針に基づき、民間鉄道駅舎のバリアフリー化設備の設置に対して 

補助を行う。 

２ 事業内容 

（１）ＪＲ名古屋駅（東海道本線下り５・６番線ホーム） 

ア 整備内容 

可動式ホーム柵 

イ スケジュール 

令和４年度     設計 

令和４～６年度   工事 

   ウ 予定額 

    ９２，３６１千円 

（２）名鉄金山駅 

ア 整備内容 

エレベーター２基、多機能トイレ等 

イ スケジュール 

令和４年度  工事 

   ウ 予定額 

    ２０１，３３４千円 

３ 補助内容 

事業にかかる経費の１／３を補助 

（国１／３ 市１／３ 事業者１／３） 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線2538）

－ 24 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）バリアフリー情報の発信 草案頁 ３２頁

予 定 額 ２１，２３２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋のまちの施設や店舗等（以下「施設等」という。）のバリア

フリー情報をホームページで発信することで、名古屋に訪れる人や暮

らしている人の誰もが安心して出かけられるようにするもの。 

 また、施設等で独自に取り組む創意工夫も発信し、本事業を通じ 

て、名古屋のまちのバリアフリー化を促進していく。 

２ 事業内容 

（１）対象施設 

   下記のうち、ホームページへの掲載を希望する施設 

   宿泊施設、観光施設、飲食店等 

（初年度は宿泊施設を対象とし、順次拡大。） 

（２）発信する情報 

バリアフリー法に基づくガイドライン等を参考に、施設等ご

とに利用を検討する際に役立つハード面、ソフト面の情報につ

いて、写真を交えて掲載。 

  （例）・駐車場、入口、トイレ等の広さや段差、設備 

     ・車いす等の貸し出し備品、人的支援 

     ・創意工夫しているバリアフリーに関する取り組み 等 

３ スケジュール 

  令和４年度 情報掲載基準・調査体制の構築、施設等への周知、 

ホームページの作成等の準備 

  令和５年度 公開 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線2538）

－ 25 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）民生委員協力員制度のモデル実施 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ８４３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  少子高齢化の進行や地域のつながりの希薄化などに伴い、民生委員

活動の負担増加やなり手不足の問題が生じていることから、民生委員

協力員制度の導入検討のためのモデル事業を実施する。 

２ 内容 

  モデル事業の実施意向のある学区に民生委員協力員を配置し、民生

委員の負担軽減やなり手不足の解消への効果を検証する。 

３ 民生委員協力員の概要 

（１）活動内容 

民生委員活動の補佐（ひとり暮らし高齢者等の見守り、サロン運

営等の地域福祉活動への協力等） 

（２）配置予定数 

   ６０名程度 

（３）活動費 

   月額１，５００円 

４ スケジュール 

  令和４年４月 協力員の募集 

  令和４年７月 モデル事業開始予定 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課  電話９７２－２５４７（内線2547）

－ 26 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項
（新規）新型コロナウイルス感染症 

生活困窮者自立支援金の支給 
草案頁 ３２頁 

予 定 額 ５２７，７２３千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮する世帯に対

して、就労による自立または円滑な生活保護への受給につなげるた

め、一定期間支援金を支給する。 

２ 内 容 

（１）支給対象者 

   都道府県社会福祉協議会が実施する特例貸付における緊急小口

資金及び総合支援資金の貸付の利用が終了した方、または、総合支

援資金の再貸付の申請が不決定とされた方 

（２）支給額 

単身世帯：６０千円 

２人世帯：８０千円 

３人以上の世帯：１００千円 

（３）支給期間 

   原則３か月間 

困窮状態が続く場合、更に３か月間の再支給が可能 

（４）申請期限 

   令和４年３月３１日 

（５）主な支給要件 

ア 収入要件 

世帯の収入合計額が一定の額以下であること 

  イ 資産要件 

世帯の預貯金等の合計額が一定の額以下であること 

ウ 求職活動要件 

誠実かつ熱心な求職活動を行うこと 

担 当 課  高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５９８（内線2598）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項
（新規）住民税非課税世帯等臨時特別 

給付金の支給 
草案頁 ３２頁 

予 定 額 ４９１，０００千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  国の新たな経済対策の一環として、新型コロナウイルス感染症の影

響が長期化する中、様々な困難に直面した方々の生活を支援するた

め、住民税非課税世帯等に対して給付金を支給する。 

２ 内 容 

区 分 非課税世帯向け 家計急変世帯向け 

対象世帯

基準日(令和３年１２月

１０日)において世帯全員

の令和３年度分の住民税

均等割が非課税である世

帯 (２３８,０００世帯） 

※課税者の扶養親族等の

みで構成される世帯等

は対象外 

新型コロナウイルス感染症

の影響を受けて家計が急変し、

世帯全員が住民税非課税相当

となった世帯 

(２４,０００世帯） 

※課税者の扶養親族等のみで

構成される世帯等は対象外 

※非課税世帯向け臨時特別給

付金を受給した世帯は対象

外 

支給額 １世帯当たり１０万円 

受付開始  ２月７日（月） 

受付期限     ５月３１日（火）    ９月３０日（金） 

【参考】令和３年度補正予算 

区 分 給 付 金  事 務 費 

補正予算額（１１月） 26,200,000 千円 750,000 千円 

 うち繰越明許費(２月) 7,060,000 千円 105,314 千円 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話２２８－２７７０（外線） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）天白区休日急病診療所の改築補助 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １０１，５２５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  天白区休日急病診療所は、休日昼間の初期救急を実施し本市の一次

救急の一翼を担っているとともに、災害時は医療救護拠点として活用

することとしているほか、今般の新型コロナウイルス感染症対応にお

いても、発熱患者を受け入れているところである。 

当該施設は、診療開始より 40 年以上が経過し、施設の老朽化が進ん

でいる状況にあるため、新型コロナウイルス感染症をはじめとした新

興・再興感染症にも対応する初期救急施設として改築を行うこととし

ており、改築経費の補助を行う。 

２ 建設場所 

  天白区池場二丁目（現地改築） 

３ 整備年度 

  令和４年度 

４ 建物 

  建物構造 鉄骨造２階建 

延床面積 ６２５㎡ 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規・拡充）がん対策の推進 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １４３，４０３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

胃がんの予防や早期発見に取り組むため、４０～５０代を対象に、

胃がんリスク検査を実施する。 

また、がん患者支援として、緩和ケア認定看護師等の資格取得に係

る経費の補助を行うとともに、アピアランスケア支援事業において、

従来のウィッグに加え、乳房補正具等を新たに助成対象とする。 

２ 内 容 

（１）胃がんリスク検査（新規） 

対 象 ４０～５９歳（３月３１日現在）の市民（１人１回） 

検 査 方 法
抗ヘリコバクターピロリ抗体検査（血清） 

ペプシノゲン検査 

自己負担金 ５００円 

開 始 時 期 令和４年１０月 

予 定 額 ９３，６７５千円 

（２）緩和ケア認定看護師等資格取得支援事業（新規）

補助対象上限額
緩和ケア認定看護師：２，５００千円 

緩和薬物療法認定薬剤師： ３０千円 

補 助 率 ４分の３ 

開 始 時 期 令和４年４月 

予 定 額 １５，３７７千円 

（３）がん患者のアピアランスケア支援事業（拡充） 

助成金額

ウィッグ ：購入費用の３割（上限３万円） 

乳房補正具：購入費用の３割（上限２万円） 

人工乳房 ：購入費用の３割（上限４万円）  

開始時期 拡充分については、令和４年４月以降購入分から助成開始 

予 定 額 ３４，３５１千円 

（下線が拡充事項） 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）      
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）新型コロナウイルスワクチン接種事業 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２，４８４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 令和４年１月２１日に薬事承認された小児用（５～１１歳用）ワク

チンについて、接種の対象となる５歳以上１１歳以下の希望する市民

に速やかに接種を実施できるよう体制を整備する。 

併せて、新型コロナウイルスワクチン接種の実施期間が令和４年９

月３０日まで延長されたため、必要となる接種体制等を確保する。 

２ ５歳以上１１歳以下のワクチン接種 

（１）対象者 

   約１０３，２００人 

（５歳以上１１歳以下の市民約１２９，０００人の８０％を想定） 

（２）接種回数  

   １人あたり２回 

（３）接種場所 

   委託医療機関 

（４）使用ワクチン 

   小児用（５～１１歳用）ファイザー社ワクチン 

（５）実施期間 

   令和４年３月（予定）から令和４年９月３０日まで 

３ 接種体制の確保 

（１）コールセンター・ワクチン保管等 

   令和４年７月３１日から令和４年９月３０日まで延長 

（２）予診票データ化・接種証明書発行業務 

   令和４年７月３１日から令和５年３月３１日まで延長 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルスワクチン 

健康被害救済事業 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 １１，６３５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

新型コロナウイルスワクチン接種後の副反応による健康被害につい

て、予防接種法に基づく健康被害の救済措置を行うとともに、本市独

自の予防接種健康被害見舞金を支給する。 

２ 内容 

（１）予防接種法に基づく健康被害の救済措置 

 ア 支給対象者 

   予防接種法第１５条の規定に基づき新型コロナウイルスワクチ

ンを接種したことにより健康被害が生じたと厚生労働省が認定

した方 

  イ 救済措置 

    医療費・医療手当の支給 

（２）本市独自の予防接種健康被害見舞金の支給 

 ア 支給対象者 

   予防接種法第１５条の規定に基づき認定を受けた方で、令和４

年中に医療を受けた方等 

  イ 見舞金額 

    一人当たり２０，０００円 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

電話９７２－４３８９（内線：5175）

－ 32 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

自宅療養者等への医療提供事業 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２６３，３９６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に必要な医療の提供を行

うため、電話診療、外来診療、往診、訪問看護等を行った医療機関及

び訪問看護ステーションに対して補助金を交付する。 

 ２ 内容 

（１）医療機関（１回の診療当たり） 

   ・電話診療：4,000 円 

   ・オンライン診療：4,000 円 

   ・外来診療：30,000 円 

   ・往診：50,000 円 

（２）訪問看護ステーション（１回の訪問等当たり） 

   ア 訪問看護 

    ・通常：10,000 円 

    ・夜間・休日：20,000 円 

    ・深夜：30,000 円 

   イ その他 

・電話等：1,000 円 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）中央看護専門学校の公立大学法人名

古屋市立大学への統合準備 
草案頁 ３５頁 

予 定 額 ６３８，０８３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  令和４年度から看護師養成課程に導入される新カリキュラムに対応

しつつ、質の高い看護師養成を継続するため、中央看護専門学校につ

いては、現在在学中の学生の卒業をもって閉校を予定するとともに、

中央看護専門学校の市立大学看護学部への統合に向けた運営に係る検

討及び環境整備を実施する。 

２ 内容 

（１）統合後の市立大学看護学部の運営検討・準備 

 ・統合にかかる授業準備のための教職員の配置 

  ・教員募集及び受験生への周知・広報 

（２）学生等が利用する建物の環境整備 

・市立大学看護学部の学生定員増に対応した講義室等の整備 

・校舎間の通信ネットワーク整備 

３ スケジュール 

  令和５年４月 中央看護専門学校の市立大学看護学部への統合 

    令和７年３月 中央看護専門学校閉校（予定） 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－３３５０（内線3350） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）指定福祉避難所備蓄物資購入等 

補助事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ９５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  令和３年５月に災害対策基本法等が改正され、福祉避難所について

あらかじめ受入対象者を特定し、本人とその家族のみが避難する施設

であることを公示する「指定福祉避難所」制度が創設されたことに伴

い、要配慮者対策の充実を図る。 

２ 内容 

（１）概要 

   福祉避難所の指定を推進するとともに、要配慮者ごとに適した備

蓄物資・機材の購入費用を補助することで、要配慮者の避難生活の

支援を図る。 

（２）補助対象 

   福祉避難所の指定を受けた市内の事業所を運営する法人 

（３）対象経費 

   指定福祉避難所用備蓄物資・機材の購入に係る費用 

   （食糧、飲料水、毛布、簡易トイレ及びその他備品など） 

（４）助成額 

   上限額１００万円／施設 

担 当 課 健康福祉局監査課 電話９７２－２５１０（内線2510） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （新規）介護施設等の消防設備整備補助 草案頁 ３８頁 

予 定 額 ４，７４１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  介護施設等における利用者等の安全確保を図るため、災害時に使用

するスプリンクラー等の消防設備の設置に要する費用を補助する。 

２ 事業内容 

スプリンクラー設備等の整備に要する費用を補助 

３ 補助対象 

   有料老人ホーム       １か所 

４ 補助内容 

   スプリンクラー   ９，７１０円/㎡ 

   消防ポンプユニット ２，４４０千円/施設 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（新規）デジタルトランスフォーメーションの

推進（生活保護システムの標準化に伴

う調査） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 ４６，０００千円 

事業の概要

１ 趣  旨 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による生活保護シ

ステムの全国的な標準化へ対応するための調査を実施する。 

２ 内  容 

生活保護システムの標準準拠システム（国が作成した標準仕様書に

準拠したシステム）への移行に向けて、現行システム環境の基本調査

等を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

 令和４～５年度 調査・開発手法の検討 

  令和６年度～  システム開発 

  令和７年度   標準準拠システムへ移行 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２５５２（内線2552） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局

事 項 

（新規）デジタルトランスフォーメーションの

推進（福祉総合情報システムの標準化

に伴う調査） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 １３０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による福祉総合情

報システムの全国的な標準化へ対応するための調査を実施する。 

２ 内  容 

福祉総合情報システムの標準準拠システム（国が作成する標準仕様

書に準拠したシステム）への移行に向けて、現行システム環境の基本

調査等を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

 令和４年度  概要調査・基本調査 

令和５年度  基本調査（債務負担行為64,000千円） 

  令和６～７年度 システム調達（開発） 

  令和７年度末  標準準拠システムへ移行 

担 当 課 健康福祉局監査課 電話９７２－２５１０（内線2510） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）国民健康保険料収納に係る利便性の向

上 
草案頁 ７９頁 

予 定 額 ２５，１２２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

国民健康保険料収納に係る利便性の向上のため、ウェブ上で口座振

替を受け付けることができるサービス及びスマートフォン決済アプリ

を導入する。 

２ 内容 

（１）保険料収納に係る口座振替登録のウェブ受付サービスの導入 

   対象の金融機関の口座振替依頼書の記入などを必要とせず、また

区役所や金融機関に出かけずに、ウェブ上で口座振替の申込を可

能にする。 

（２）スマートフォン決済アプリの導入 

   スマートフォンで納付書に記載されているバーコードを読み込む

ことによる保険料の納付を可能にする。 

３ 開始時期 

  令和４年１０月 

担 当 課 生活福祉部 保険年金課  電話９７２－２５６４（内線2564）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（新規）緑市民病院の名古屋市立大学医学部 

附属病院化に向けた準備
草案頁 ９１頁 

予 定 額 １，５７６，３００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 緑市民病院を市立大学の医学部附属病院とし、地域医療のさらなる

充実や地域の健康づくりの支援、地域医療を支える医療人の育成等を

実施するため、必要な準備を進める。 

市立大学医学部附属病院化後の概要（予定） 

区 分 現 行 市立大学医学部附属病院化後 

稼働病床数 205 床 205 床 

病床機能 
急性期 100 床 

回復期 105 床 

急性期 100 床 

回復期 105 床 

２ 内容 

（１）施設改修 

   ・病棟の施設改修 

（２）医療機器の導入  

  ・地域医療のさらなる充実等に必要な医療機器の導入 

（３）その他準備経費  

・円滑な導入に向けた準備体制の確保 

・病院名の表示変更、医療環境調査 

３ スケジュール 

  令和５年４月 緑市民病院の市立大学医学部附属病院化 

担 当 課 健康部 医療連携推進室 電話９７２－４２１３（内線4213） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）在宅医療・介護連携ネットワークの 

    充実 
草案頁 ２３頁 

予 定 額 ６４，９６５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  在宅医療と介護の連携を推進するためのＩＣＴツールである「はち

丸ネットワーク」に、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険それ

ぞれが保有する医療情報等を新たに登載し、在宅で療養する高齢者へ

の迅速な対応、質の高い医療・介護サービスの提供につなげる。 

２ 概要 

（１）「はち丸ネットワーク」について  

   在宅で療養する高齢者の同意に基づき、市内の病院・診療所・歯

科診療所・薬局・訪問看護ステーション・介護サービス事業所など

をネットワークで結び、本人の診療・調剤・介護情報等（※）を共

有するシステム 

  ※現在は医療・介護関係者が入力したもの 

（２）医療情報等の搭載（拡充内容） 

   はち丸ネットワーク登録対象者に、改めて同意を得た上で、国民

健康保険・後期高齢者医療・介護保険に係るレセプトデータ等の情

報を搭載し、緊急入院や退院支援の際に、医療・介護関係者の情報

共有・早期連携を図る。 

担 当 課 
高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 

健 康 部 保 健 医 療 課 電話９７２－２６２３（内線2623） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）介護予防に資する通いの場の充実 草案頁 ２３頁 

予 定 額 １０，３８９千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  コロナ禍において、高齢者の外出機会の減少による心身機能の低下

が懸念されており、国の認知症施策推進大綱においても、住民主体の

通いの場の更なる拡充が求められていることから、感染のリスクが低

い屋外での住民主体の通いの場を充実することで、介護予防を推進す

る。 

２ 内 容 

屋外で活動する住民主体の通いの場に対し、以下の支援を委託によ 

り実施 

（１）介護予防の取り組みに関する情報提供 

   本市が実施している福祉会館認知症予防事業や地域サロン活 

動等支援事業などの介護予防事業の紹介 

（２）担い手の発掘・育成 

屋外の通いの場の運営者や今後の担い手となる世代向けに研 

修を開催 

（３）活動場所の確保の支援 

   公園など屋外の活動場所に関する情報提供や場所の確保に関 

する相談、調整等を実施 

担 当 課  高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４０（内線2540）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）排せつケア相談支援事業 草案頁 ２３頁 

予 定 額 ３３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  在宅で排せつケアを行う介護者等の負担軽減を図ることを目的に、

おむつの選び方や排せつに関する困り事、悩み事について身近な場所

や対面での相談に応じることができるよう、相談体制を拡充する。 

２ 拡充の内容 

（１）身近な場所でおむつ選びのアドバイスを行う専門家の養成 

  ・薬局、ドラッグストア等のおむつを販売する店舗の従業員を 

対象に養成研修を実施 

（２）対面での排せつケア相談対応の実施 

・市民や介護事業者からの排せつケア相談対応を対面で実施 

・必要に応じて市民の自宅を訪問（アウトリーチ）し、より 

具体的なアドバイスを実施 

３ スケジュール 

令和４年４月～ 対面での排せつケア相談対応の開始 

     ８月～ 養成研修開始 

認定を受けた専門家によるおむつ選びのアド 

バイスを開始 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４４（内線2544） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）緊急通報事業（あんしん電話） 草案頁 
２３頁 

２９頁 

予 定 額 ５４，４７０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

ひとり暮らし高齢者や障害者等に貸与している、緊急ボタンを押

すことにより 24 時間 365 日防災指令センター又は民間コールセン

ターにつながり、緊急通報できる「あんしん電話」について、従来

の有線による電話回線等が必要な機器に加え、自宅に有線回線がな

い方でも利用できるよう、新たに無線通信が可能な機器を導入す

る。 

２ 対象者 

（１）本市在住の 65 歳以上のひとり暮らし高齢者で、次のいずれかに 

  該当する方 

  ア 高血圧等の慢性疾患があり日常生活上特に注意を要する方 

  イ 心身に障害があり緊急時に自力脱出が困難な方 

（２）構成員のいずれもが 75 歳以上である世帯の方のうち、他の世帯 

  員が寝たきり状態にある方又はこれに準ずる状態にある方 

（３）本市在住の 65 歳以上の方であって、同居人がいるものの、日常 

生活上やむを得ない理由により長時間継続的にひとり暮らし状態

となる方で、（１）ア・イのいずれかに該当する方 

（４）本市在住で、外出困難なため緊急時における連絡手段の確保が困

難な方であって、身体障害者１、２級の方のみの世帯及びこれに準

ずる世帯 

３ 新たな機器の導入時期 

令和４年４月

担 当 課 
高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４４（内線2544） 

障害福祉部 障害企画課  電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）若年性認知症相談支援事業 草案頁 ２４頁 

予 定 額 １４，３４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

   今後の生活の見通しなどに不安を抱えている認知症の人及び家族

の精神的な負担の軽減を図るとともに、認知症当事者の社会参加の

促進を図る。 

２ 内容 

（１）若年性認知症相談支援事業について 

名古屋市認知症相談支援センターに若年性認知症支援コーディ 

ネーターを配置し、「本人サロン・家族サロン」の運営など若年

性認知症支援を実施。 

（２）ピアサポーター活動支援事業（拡充） 

認知症当事者が、今後の生活の見通しなどに不安を抱えてい 

る認知症の人及び家族に対し、「ピアサポート活動」を実施し、

精神的な負担の軽減を図るとともに、認知症当事者も地域を支え

る一員として活躍することを通じて社会参加の促進を図る。 

（ピアサポート活動） 

・本人ワーキンググループの結成 

・交流会 

・講演会 

・相談・個別支援等 

※愛知県においても令和4年度より同事業を実施予定    

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）植田寮の改築 草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２４０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  保護施設「植田寮」は、施設が老朽化しており、バリアフリー化等

利用者の生活環境を向上させる必要があるため、改築を行う。 

改築にあわせて、同種施設である厚生院救護施設と統合する予定

である。 

 予定額 造成工事費 ：２４０，０００千円 

上記と別に建築工事費として債務負担行為：３，１２３，０００千円 

（期間：５～６年度） 

２ 改築の概要 

（１）予定地 

   天白区植田山二丁目（旧あけぼの学園及び植田寮現地の一部） 

（２）定員 

   救護施設 ２００人 

３ スケジュール 

  令和３～４年度  造成工事 

令和４～６年度  建築工事（４年度は契約事務） 

  令和６年度    開設 

  令和７年度    （開設後）外構工事等 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２６０９（内線2609） 

植田寮 
救護施設：108 人 
更生施設：112 人

厚生院 
救護施設：80 人

《改築後》 
植田寮 

救護施設：200 人
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）はつらつ長寿プランなごや２０２６

の策定調査
草案頁 ３２頁 

予 定 額 ９，５７８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（はつらつ長寿プ

ランなごや２０２６）の策定に向け、高齢者施策推進協議会及び高

齢者保健福祉計画・介護保険事業計画部会を開催するとともに、必

要な基礎データを収集するための各種調査を実施する。 

２  主な調査内容 

（１）生活状況 

（２）保健・福祉・介護サービスに対する意識 

（３）各種サービスの利用意向 

３ 計画期間 

  令和６～８年度 

４ スケジュール 

令和４年度  各種実態調査 

令和５年度  事業計画の検討及び策定

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４２（内線2542） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）重層的支援体制整備事業 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ２０６，２８３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 複合的な課題や制度の狭間にあり、必要な支援が行き届いていない人

や世帯が増加している。そこで、各区１か所に包括的相談支援チームを

配置し、高齢、障害、児童等の属性や世代を問わない相談支援体制の構

築を図るとともに、事業を効果的に実施するための重層的支援体制整備

事業実施計画を策定する。 

２ 内容 

（１）重層的支援体制整備事業の実施 

   包括的相談支援チームにより、属性や世代を問わない相談の受け止

め、アウトリーチによる課題の早期発見、継続的な伴走支援、地域住

民や相談支援機関との協働のコーディネートなどを実施する。 

（２）重層的支援体制整備事業実施計画の策定 

   事業を適切かつ効果的に進めるため、令和３年度に引き続き、重層

的支援体制整備事業実施計画策定懇談会において有識者から意見を聴

取し、令和４年度中に実施計画を策定する。 

３ スケジュール 

  令和４年度 モデル事業実施（４区） 

令和５年度のモデル事業開始に向けた準備業務（４区） 

重層的支援体制整備事業実施計画の策定 

  令和５年度 モデル事業実施（８区） 

        令和６年度の全区本格実施に向けた準備業務（８区） 

  令和６年度 本格実施（全区） 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課  電話９７２－２５９８（内線2598）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）歯周疾患検診 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２１４，０６５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

歯周疾患検診の対象年齢に、新たに２０歳から３５歳の５歳刻みを

加え、無料クーポン券を送付することで、法定の歯科検診がない若い

世代への歯科医院への定期的な通院の動機づけを図り、生涯を通じた

切れ目のない歯科検診の実施により、口腔保健の意識の向上、歯周病

やう蝕の早期発見・早期治療に繋げ、歯の喪失防止と健康寿命の延伸

を図る。 

２ 内容 

対象者 自己負担額 

４０、４５、５０、 

５５、６０、６５、７０、７５、８０歳 
無料 

対象者 自己負担額 

２０、２５、３０、３５、４０、４５、５０、

５５、６０、６５、７０、７５、８０歳 
無料 

３ 開始時期 

  令和４年１０月 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637）      
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （拡充）子宮頸がんワクチン接種事業 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １，６９１，９０９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

平成 25 年４月に開始した子宮頸がんワクチン定期予防接種は、接種

後に全身の痛みが生じる事例等が報告され、同年６月から積極的勧奨を

差し控えている。 

今般、国において、最新の知見を踏まえ、積極的勧奨の再開及び勧奨

の差控えにより接種機会を逃した方への接種機会の確保（キャッチアッ

プ接種）を実施する旨の方針が出されたことに伴い、本市でも国の方針

に基づく勧奨及び接種を実施する。 

２ 概要 

接種対象者： 

【定  期】①小学６年生～高校１年生相当の女子 

（標準接種年齢は中学１年生） 

【ｷｬｯﾁｱｯﾌﾟ】②令和４年度中に17歳～25歳に達する年度にある女子 

（令和４年度～令和６年度までの３年間の時限措置）

接種回数：３回 

自己負担金：無料 

接種方法：市内協力医療機関（約700か所）で個別接種 

勧奨方法：接種対象者①のうち中学１年生～高校１年生相当 

及び②に対し、シール式接種券を送付 

３ 開始時期 

令和４年４月  

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部感染症対策室  

電話９７２－２６３１（内2631） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（拡充）新型コロナウイルス感染症対策 

積極的疫学調査・健康観察体制 

の確保等 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３，５３１，５０３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

新型コロナウイルス感染症の陽性者の疫学調査及び自宅療養者や濃 

厚接触者の健康観察を実施する体制を確保するため、保健センター等 

に派遣職員を配置し、患者管理事務サポートセンターを設置するとと 

もに、引き続き、感染防止等に対応するため、新型コロナウイルス感 

染症対策室等の体制強化を図る。 

２ 内容 

（１）派遣体制 

区 分 派遣数 

保健センター １４８人（看護職１０２人、事務職４６人）

新型コロナウイルス 

感染症対策本部 
３０人（看護職３人、事務職２７人） 

患者管理事務サポート 

センター 
 ２２人（事務職２２人） 

計 ２００人（看護職１０５人、事務職９５人）

※各区の繁忙状況に応じ柔軟に変更 

（２）主な業務内容 

  ア積極的疫学調査・健康観察 

・感染者本人や企業、職場等への疫学調査 

・自宅療養者や濃厚接触者の健康観察等 

  イ患者管理事務サポートセンター（通称：ＨＥＲ－ＳＹＳセンター）

   ・発生届のＨＥＲ－ＳＹＳ全件登録 

   ・新型コロナウイルス感染症関係公文書発行事務等 

３ その他 

  ・局長級の監をはじめ、新型コロナウイルス感染症対策部・室の 

   職員を１０１名体制に増員 

  ・会計年度任用職員の配置 

  ・各種業務における派遣業務委託等 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（拡充）八事斎場再整備に係る事業者選定 

    準備
草案頁 ３５頁 

予 定 額 １９，５００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  八事斎場は、経年劣化により施設が老朽化しているため、改築を

予定している。 

  令和４年度から令和５年度にかけて事業者選定を進めていく際、

専門的な見地から助言等の支援を受けるため、アドバイザリー業務

をコンサルタント等に委託する。 

２ スケジュール（案） 

  令和４年度    発注内容の検討 

  令和５年度    事業者の募集・選定 

           （債務負担行為 １９，０００千円） 

  令和６年度    設計 

  令和７～９年度  施工 

  令和１０年度   供用開始 

担 当 課 健康部 環境薬務課 電話９７２－２６５８（内線2658） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（継続）新型コロナウイルス感染防止に 

配慮した介護保険サービス提供 

体制の確保等 

草案頁 ２５頁 

予 定 額 ２５０，２１３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染者等が発生した介護サービス事業所等が事

業を継続するために必要な支援等を実施する。 

２ 事業内容 

（１）介護サービス事業所等に対するサービス提供体制確保事業補助 

介護サービス事業所等が、新型コロナウイルス感染症への感染機

会を減らしつつ、必要な介護サービスを継続して提供できるように

するため、通常の介護サービス提供時では想定されないかかり増し

経費について補助するもの。 

（２）高齢者施設等におけるＰＣＲ・抗原検査に係る費用補助 

新型コロナウイルス感染者が発生した高齢者施設等の職員又は利

用者が、行政検査によらず任意に受検した検査の費用を当該施設等

が負担した場合であって、（１）の事業の補助対象とならない場合

に、当該費用の全部又は一部を補助するもの。 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５９１（内線2591） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（継続）新型コロナウイルス感染防止に 

配慮した障害福祉サービス提供 

体制の確保等 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 ２８，８２０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症対策

を行いつつ、事業を継続するために必要な支援等を実施する。 

２ 事業内容 

（１）障害福祉サービス等継続支援事業         

障害福祉サービス事業所等が、感染機会を減らしつつ必要な障害

福祉サービスを継続して提供できるようにするため、通常の障害福

祉サービスの提供時では想定されない、かかり増し経費等に対する

補助 

（２）障害者施設等におけるＰＣＲ・抗原検査に係る費用補助

新型コロナウイルス感染症患者が発生した障害者施設等の職員

又は利用者が、行政検査によらず任意に受検した検査の費用を当該

施設等が負担した場合であって、（１）の事業の補助対象とならな

い場合に、当該費用の全部又は一部を補助するもの。 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５５８（内線2558） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）住居確保給付金の支給 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ４０１，８９４千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  離職等によって収入が減少し、住居を失っている方又は住居を失う

おそれのある方に対し、一定期間家賃相当額を支給する。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、悪化した雇

用情勢による支給件数の大幅な増加に対応する。 

２ 内 容 

（１）支給対象者 

   離職や廃業から２年以内の方、または、やむを得ない休業等によ

り収入が減少し、離職等と同程度の状況にある方 

（２）支給額（上限） 

単身世帯：３７千円、２人世帯：４４千円 

３～５人の世帯：４８千円、６人世帯：５２千円 

７人以上の世帯：５８千円 

（３）支給期間 

   原則３か月間（一定の条件を満たしている場合は、３か月の延長

及び再延長が可能） 

令和４年３月までの申請により、更に３か月間の再支給が可能 

（４）主な支給要件 

ア 収入要件 

世帯の収入合計額が一定の額以下であること 

  イ 資産要件 

世帯の預貯金等の合計額が一定の額以下であること 

ウ 求職活動要件 

誠実かつ熱心な求職活動を行うこと 

担 当 課  高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５９８（内線2598）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （継続）救急医療体制の充実 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，０１２，８４６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  本市における救急医療体制の確保のため、第一次・第二次救急医療

を担う参加医療機関に対し、人件費等運営に係る費用を対象として補

助金を交付しているが、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う医療機

関の負担軽減を図るため、補助額の増額を行う。 

２ 内容 

（１）対象 

第一次救急医療体制（１７か所）、第二次救急医療体制（５３か

所）、小児救急ネットワーク７５８（１２か所）に参加する医療機

関 

（２）増額 

補助単価（人件費分）の５割増 

（３）増額分 

   ２６２，４８８千円 

３ 増額分の使途 

  新型コロナウイルス感染症対策に要する経費（抗原検査キット、医

療用マスク等の購入、外部委託業者への支払い、医療従事者への手当

等） 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）      
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

医療費の公費負担
草案頁 ３４頁 

予 定 額 １，０９０，２８４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

新型コロナウイルス感染症対策として、新型コロナウイルス感染症

患者の医療費（自己負担分）を公費で負担する。 

 ２ 内容 

（１）対象者 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染

症法）による入院勧告に基づき入院した新型コロナウイルス感染症

患者 

（２）公費負担額 

   感染症法に定める範囲で入院医療費の自己負担分を公費で負担 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

ＰＣＲ検査費の公費負担等 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３，１６０，４９３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  医療機関で実施するＰＣＲ検査等の費用の公費負担を行うととも

に、クラスター対応等として保健センターで採取した検体の検査を民

間検査機関に委託する。 

  また、衛生研究所でＰＣＲ検査等を実施する際に必要となる試薬等 

を購入する。 

２ 内容 

（１）ＰＣＲ検査費等の公費負担 

  本市と委託契約を締結した医療機関においてＰＣＲ検査を受検し

た場合、検査等に係る費用のうち自己負担分を公費で負担  

（２）ＰＣＲ検査委託等 

クラスター対応等として、保健センターで採取した検体に係るＰ

ＣＲ検査を民間検査機関へ委託するとともに、保健センターにおい

て検体採取をする際に必要な消耗品（マスク等）や衛生研究所でＰ

ＣＲ検査等を実施する際に必要な試薬等を購入 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

               電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

検体搬送体制の確保 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 １４，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症疑い患者及び陽性患者の検体搬送に係る

業務について民間業者へ委託することで保健センターの負担軽減を図

る。 

２ 内容 

  重点・協力医療機関等及び保健センターから検体を回収し、衛生研

究所へ搬送する業務を民間事業者に委託する。 

 ・重点・協力医療機関等 ２４か所（市内２２か所、市外２か所） 

 ・保健センター      ４か所（市役所、集約保健センター）

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）

－ 59 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

患者移送体制の確保 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ４３１，８６１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  公共交通機関以外の手段で移動することができない新型コロナウイ

ルス感染症患者等に係る移送体制を確保するとともに、車いす利用者

や酸素投与が必要な新型コロナウイルス感染症患者等の移送のため、

専門の機材、知識を有する専門の患者等搬送事業者に委託する。 

２ 内容 

  以下の（１）～（４）に係る業務について民間事業者に委託し、移

送体制を確保する。 

（１）医療機関受診時の自宅と医療機関の間の送迎 

（２）医療機関への入院時の自宅と医療機関の間の送迎 

（３）転院の際の転院元から転院先への移送 

（４）新型コロナウイルス感染症対策室での運行管理業務 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）

－ 60 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

自宅療養者等配食サービス事業
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３，１４１，５５０千円  

事業の概要 

１ 趣旨 

新型コロナウイルス感染症に係る自宅療養者及びその同居人に対す 

る配食サービスを実施するとともに、生活用品等の緊急療養支援セッ

トを配布する。 

２ 配食サービス 

常温食及び飲料（アレルギー対応、軟食対応可）について、１日３ 

食を２回（昼食、夕食・朝食）に分けて毎日配達。 

なお、受け渡しの際は直接対面せず、事業者が食事を玄関前に配置 

したのち、対象者へ電話連絡するなどの感染防止策を実施する。 

３ 緊急療養支援セットの配布 

生活用品（トイレットペーパー及びゴミ袋等）と食料品（レトルト 

ごはん及びスポーツドリンク等）を保健センターへ配備し、必要と認 

めた場合に配布。 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

重点・協力医療機関等の支援 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 １４７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

市民が必要な時に必要な医療が受けられる医療提供体制を整備する

にあたり、新型コロナウイルス感染症患者等の救急受け入れ体制への

支援を実施する。 

２ 内容 

  新型コロナウイルス感染症患者又は疑い患者を救急搬送で受け入れ

た重点・協力医療機関等に対して患者１人当たり３５，０００円を補

助する。

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175） 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

救急医療における患者受入体制 

の確保 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 １１５，４６２千円 

事業の概要 

１ 概要 

  新型コロナウイルス感染症患者等を平日夜間・休日に救急搬送で受

け入れるため、市内の重点・協力医療機関等による当番制を構築する。

併せて、当番を担う医療機関の体制整備に対する補助を実施する。 

２ 当番病院 

  原則、１日２病院を確保 

３ 時間帯 

区 分 時間帯 

平日 18:00～翌 8:00 

休日 8:00～翌 8:00 

４ 交付金額 

区分 当番1時間あたり交付額 

同時刻に当番に当たっ

ている医療機関が１病

院のみの場合 

平日 11,910円 

休日 13,890円 

同時刻に当番に当たっ

ている医療機関が２病

院以上の場合 

平日 7,710円 

休日 8,990円 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 

（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

愛知県医療従事者応援金に対する 

負担金 

草案頁 ３４頁 

予 定 額 ５３，６８３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる医療機関に勤務する

医療従事者の処遇改善を推進するために愛知県が交付する「愛知県

医療従事者応援金」に対し、本市入院患者数に応じて一定の負担 

（１／３）をする。 

２ 内容 

（１）交付対象 

新型コロナウイルス感染症患者が入院した医療機関 

（２）交付額 

入院患者 1人当たり 

ア ネーザルハイフローで対応した入院患者の場合：１０万円 

イ 気管挿管を伴う人工呼吸器を装着又は集中治療室（ＩＣＵ） 

で対応をした場合（重症）：３０万円 

ウ 体外式膜型人工肺（ＥＣＭＯ）を装着した場合（重篤） 

：１００万円 

 転院の場合は、転院元と転院先の両方の医療機関に交付 

（３）交付時期 

   入院患者の症状により交付額が異なるため、退院（転院）後に

入院医療機関からの申請を受けて県が交付する。 

（４）使途 

   新型コロナウイルスに感染した患者又はその疑いのある患者に 

  対応した医療従事者に対して支払う手当等 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

民間病院経営維持資金貸付金 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２５０,０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  病院を運営する医療法人が、新型コロナウイルス感染症の影響を受

け、資金繰りが悪化した場合に、経営を安定させ、地域の救急医療体

制を維持するため、愛知県と共同で創設した貸付金制度により、必要

とする資金を貸し付ける。 

２ 内容 

（１）交付対象 

第二次病院群輪番制に参加している病院または救急告示の病院

を運営する医療法人で従業員数が３０１人以上 

（２）貸付期間 

１０年以内 

（３）貸付限度額 

   ５億円（名古屋市２億５千万円、愛知県２億５千万円） 

（４）利率等 

   無利子・無担保 

（５）返済方法 

   据置期間３年以内を含む１０年以内の分割返済 

（６）資金使途 

   病院の運転資金 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）      
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

専用病床の運営負担金
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ５９５，１０３千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症対策として、令和３年度４月より名古屋 

市立大学医学部附属東部医療センターが運用を開始した、新型コロナ 

ウイルス感染症患者専用病床２２床の運営費等を負担する。 

２ 運営経費 

区分 主な内容 

人件費 医師６人、看護師２４人、薬剤師１人

光熱水費 電気、ガス、水道 

施設運営関係 給食、医療事務、洗濯 

設備維持・管理関係 電子カルテ等保守 

施設維持・管理 清掃、警備 

その他 寝具リース、廃棄物処分 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室

電話972-4389（内線：5175）

－ 66 －



令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

受診相談センター業務の充実
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ２６６，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

市民の不安や悩みの解消のため、いつでも迷うことなく発熱等の 

電話相談が行える窓口として、複数人の医療職を常時配置する「受 

診相談センター」を委託により設置する。 

２ 体制概要 

（１）対応時間帯毎の医療看護職の配置          （単位：人） 

区   分 通常期 感染拡大期 

昼間（9:00～17:30） ７ １４ 

夜間（17:30～22:00） ５ １０ 

深夜・早朝（22:00～9:00） ２ ４ 

時間外入院調整（19:00～9:00） １ １ 

  ※多言語による相談体制も構築 

（２）医師のオンコール体制 

・夜間、深夜、早朝（17:30～9:00） １名 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部新型コロナウイルス感染症対策室

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

医療資器材の備蓄
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ７４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市では、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、新型イ 

ンフルエンザ対策行動計画を策定しており、必要な医療資器材の備蓄 

に努めているところであるが、新型コロナウイルス感染症の感染状況 

を踏まえると、必要な医療資器材が不足することが懸念されるため、 

保健センターや衛生研究所等において計画に定める必要な医療資器材

の備蓄を行う。 

２ 備蓄資器材 

  サージカルマスク、Ｎ９５マスク、ガウン、フェイスシールド、 

手袋、手指消毒液等 

担 当 課 
新型コロナウイルス感染症対策部 新型コロナウイルス感染症対策室 

電話９７２－４３８９（内線：5175）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （開設）昭和福祉会館 草案頁 ２３頁

予 定 額 ―

事業の概要

１ 趣 旨 

  現在の八事福祉会館は、土地を興正寺から無償で貸与されており、

期限までに更地で返還する必要があるため、昭和区御器所通へ移転す

るもの。 

２ 施設概要 

 (1) 場 所 

   昭和区御器所通１丁目６番地の１ 

(2) 規 模 

  ・地上３階建 

  ・延床面積   ７３５．８２㎡ 

 (3) 建設費（全体） 

   ２６６，０３８千円 

３ 開設時期 

   令和４年６月（予定） 

（参考） 

 令和４年２月定例会において、施設名称、所在地を改める老人 

福祉施設条例の改正案の上程を予定している。 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４２（内2542）
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

事 項 （開設）中村保健センター 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ― 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  中村区役所の移転改築とともに、保健センター、土木事務所及び市

税事務所を集約し、複合庁舎を開設するもの。 

２ 施設概要 

 (1) 場 所 

   中村区松原町１丁目２３番地の１ 

 (2) 規 模 

  ・地下１階地上５階建 

  ・延床面積                 (単位：㎡) 

区役所 ８,３４４

保健センター ３,６２８

土木事務所 １,７６５

市税事務所 ３,９６３

計 １７,７００

 (3) 建設費（全体） 

   ８,０２２百万円 

３ 開設時期 

   令和５年１月（予定） 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２４（内線2624）      

－ 70 －



令和４年度主な施策等一覧（子ども青少年局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 児童虐待発生予防等のための保護者支援事業 8,786 1

児童相談所におけるＳＮＳを活用した相談支
援体制の構築

23,000 2

子ども会活動振興策の方向性の策定に向けた
調査

8,000 3

職員の処遇改善（児童福祉施設等） 988,037 4

寡夫世帯への貸付事業 2,100 5

３歳未満児の障害児施設等利用者負担額無償
化

15,438 6

多様な集団活動事業の利用支援 48,633 7

公立保育所へのＩＣＴ機器の導入 143,000 8

公立保育所の社会福祉法人への移管 251,306 9

保育所等利用待機児童対策 2,475,324 10

港児童館のセミリニューアル改修の設計 6,000 14

３歳児健康診査における眼科検診屈折検査モ
デル事業

6,730 15

妊婦のための緊急時タクシー利用券の支給 60,361 16

デジタルトランスフォーメーションの推進
（児童福祉システムの標準化に伴う調査）

60,000 17

拡 充 ナゴヤ型若者の就労支援 293,625 18

子どもの権利擁護機関の運営 131,712 19

子育て応援拠点の設置 317,767 20



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 エリア支援保育所事業 22,778 21

保育案内人の配置 166,018 22

保育所等利用調整業務の改善 18,039 23

児童相談所の体制強化 177,731 24

児童虐待対応支援員の配置 189,078 25

子育て練習講座 2,400 26

放課後事業の推進 6,213,369 27

延長保育事業 1,022,168 29

一時保育事業 450,270 30

産休・育休あけ保育所等入所予約事業 128,296 31

私立幼稚園における預かり保育拡充事業 27,311 32

ファミリーホーム開設に係る改修費補助 6,164 33

医療的ケア児保育支援事業 189,567 34

公立保育所の統合 218,275 35

公立保育所のセミリニューアル改修の設計等 53,562 36

北部地域療育センターの社会福祉法人への移
管準備

81,582 37

新型コロナウイルス感染症対策 1,603,246 38

不妊治療費助成事業 480,980 40



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）児童虐待発生予防等のための 

保護者支援事業 
草案頁 26頁 

予 定 額 ８，７８６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

児童虐待の発生予防等のため、子どもとの関わり方や子育てに 

  悩みや不安を抱えている子育て家庭に対して、ペアレントトレー 

  ニングを提供する。 

２ 内 容 

 （１）対象となる家庭 

    子どもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている子育 

て家庭 

（２）実施方法 

    ペアレントトレーニングを実施できる団体へ委託し、講師が 

   対象となる家庭に対して個別的に講座、ロールプレイ等を行う。 

 （３）開始予定時期 

    令和４年 10 月 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978）

－1－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）児童相談所におけるＳＮＳを 

活用した相談支援体制の構築 
草案頁 26頁 

予 定 額 ２３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

様々な児童相談にリアルタイムで対応するともに、児童虐待通告に

迅速かつ確実に対応するため、児童相談所においてＳＮＳを活用した

相談支援体制の構築を図る。 

２ 内 容 

（１） 受付時間等 

24時間365日 

（２） 実施体制 

常時相談員２名を配置 

（３） 実施方法 

事業委託により実施 

（４） 開始予定時期 

令和４年７月 

担 当 課 児童福祉センター中央児童相談所 電話７５７－６１１１（代）

－2－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）子ども会活動振興策の方向性の

策定に向けた調査 
草案頁 26頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

子育て世代を取り巻く環境の変化等により、子ども会の団体数およ

び加入者数は減少傾向が続き、既存の支援策では歯止めがかからない

状況にあることから、本市における子ども会活動振興策について方向

性を策定し、新しい施策の展開を図っていく必要がある。 

令和４年度は、子ども会と関係性が深い地域団体等へのヒアリング

など、子ども会活動振興策の方向性の策定に向けた様々な視点による

調査を実施する。 

２ 内 容 

・ 地域子ども会及び子ども会と関係性が深い地域団体へのヒアリン

グ調査等の実施 

・ これまでの調査等で得られたアンケート結果や子ども会活動情報

についての詳細な分析 

・ 地域活動や子ども会活動に関する有識者による監修のもとで調査

を行うため、定期的な検討会議等を実施 

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課  電話９７２ ３２５６（内線3256）

－3－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）職員の処遇改善（児童福祉施設等） 草案頁 

26頁 

27頁 

28頁 

予 定 額 ９８８，０３７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

児童福祉施設等の職員を対象に、 賃上げ効果が継続される取り組み

を行うことを前提として、収入を３％程度引き上げるための措置を実

施するもの。 

２ 対象施設及び予定額 

施 設 種 別 予 定 額 

ト ワ イ ラ イ ト ル ー ム 12,342千円  

留 守 家 庭 児 童 健 全 育 成 事 業 69,234千円  

民 間 保 育 所 等 743,399千円  

民 間 児 童 養 護 施 設 等 45,780千円  

民 間 障 害 児 施 設 等 115,236千円  

留守家庭児童クラブ（児童館） 2,046千円  

※予定額は、令和４年10月以降の額 

※令和４年２月から９月分を別途令和３年度２月補正予算案に計上

担 当 課 

【トワイライトルーム・留守家庭児童健全育成事業に関すること】
子ども未来企画部放課後事業推進室 電話９７２－３０９１（内線3091） 
【民間保育所等に関すること】 
保 育 部 保 育 企 画 室 電話９７２－２５２３（内線2523） 
【民間児童養護施設等・民間障害児施設等に関すること】 
子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516） 
【留守家庭児童クラブ（児童館）に関すること】 
子ども未来企画部青少年家庭課 電話９７２－３２５６（内線3256） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）寡夫世帯への貸付事業 草案頁 26頁 

予 定 額 ２，１００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  寡夫または寡夫の被扶養者に対し、国制度である母子父子寡婦福 

祉資金と同内容の寡夫福祉資金を貸し付けることにより、経済的自 

立と生活意欲の助長を図る。 

２ 内 容 

（１）対象者 

ア 子が20歳以上になった父子家庭の父またはその扶養している子 

イ 40歳以上の配偶者のない男子またはその扶養している子 

（２）資金の種類 

  ・修学資金 

・就学支度資金  など12種類 

（３）実施予定時期 

令和５年１月 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話９７２－３０２５（内線3025）

－5－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）３歳未満児の障害児施設等利用者 

負担額無償化 
草案頁 27頁 

予 定 額 １５，４３８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

障害の早期発見、早期療育を目的として、障害のある子ども、 

  その疑いのある子どもが支援を受けやすくするため、障害児施設 

等利用料の無償化対象を３歳未満児にも拡大する。 

２ 対象となるサービス（３歳から５歳児と同様） 

   児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、 

   保育所等訪問支援、障害児入所支援 等 

３ 対象児童 

   満３歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある児童 

４ 改定内容         

（歳出増 8,576千円、歳入減 640千円）

 区 分 改定後 現 行（月額） 

障害児通所給付費等に係る利用者負担 ０円 
月額上限負担額

(０円～37,200円)

障害児施設措置費に係る徴収金 ０円 ０円～152,900円 

５ 改定時期  令和４年 10 月 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）

－6－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）多様な集団活動事業の利用支援 草案頁 28頁 

予 定 額 ４８，６３３千円 

事業の概要 

 １ 趣 旨 

   幼児教育・保育の無償化の給付を受けていない満３歳以上の小学

校就学前の児童が、地域において多様な集団活動を実施する対象施

設等を利用する場合に、利用料の一部を給付する。 

 ２ 内 容  

（１）対象児童 

対象施設等を利用する、幼児教育・保育の無償化の給付を受け

ていない満３歳以上の小学校就学前の児童 

 （２）支給上限 

    月額 20,000 円 

（３）支給対象経費 

     利用料（保育料） 

（４）支給方法 

保護者に対し、直接給付 

（５）対象施設等の例 

  ・認可外保育施設 

  ・施設をもたず、自然体験活動を主たる活動としているもの 

担 当 課 
保育部保育企画室   電話９７２－２５２３（内線 2523） 

保育部保育運営課   電話９７２－３０９５（内線 3095） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）公立保育所へのＩＣＴ機器の導入 草案頁 28頁 

予 定 額 １４３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

保護者の負担軽減や保育現場の負担軽減を図り園児と向き合う時 

間をより充実させることを目的として、公立保育所にＩＣＴ機器を 

導入する。 

２ 内 容 

（１）対象保育所 

   全公立保育所(90か所) 

（２）実施内容 

  ア ＩＣＴの活用 

    クラウドサービスを活用して、保育所と家庭および保育所内 

の情報共有の円滑化・効率化を図る 

  イ タブレット端末の導入 

    保育中の職員がクラウドサービスにアクセスできるよう、各 

クラスに１台ずつタブレット端末を配置 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 

－8－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）公立保育所の社会福祉法人への移管 草案頁 28頁 

予 定 額 ２５１，３０６千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

  公立保育所は、社会福祉法人への移管または統廃合を進め、78 か所

まで集約化し、機能強化を図ることとしており、引継ぎ共同保育等を

実施し、円滑な移管を行う。 

２ 内 容 

（１）令和５年度移管関係分        

区名 保育所名 実施内容 

南 芝 保 育 園
引継ぎ共同保育 

補修工事 

測量・不動産鑑定 等 

守山 山 下 保 育 園

緑 太 子 保 育 園

（２）令和６年度移管関係分        

区名 保育所名 実施内容 

千種 千代田橋保育園
移管先法人の選定懇談会経費 

移転改築用地の既存建物解体工事 

等 

中川 富田第三保育園

名東 牧野原保育園

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９３（内線3093） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （新規）保育所等利用待機児童対策 草案頁 
27頁 

28頁 

予 定 額 ２，４７５，３２４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  本市では、これまで待機児童対策に積極的に取り組んできた結果、

８年連続で国の調査要領に基づく待機児童ゼロを達成した。 

  しかしながら、令和３年４月において、特定の園のみを希望する

等の理由により保育所等を利用できていない児童が759人と高水準

にあり、また今後も利用希望の増加が見込まれる地域があるため、

令和５年４月の待機児童ゼロを目指し、引き続き必要な地域での対

策を行う。 

２ 内 容 

区  分 金  額 か所数 利用枠拡大数

民間保育所等の整備(新設) 

千円

1,037,070 

か所

５ 

人 

380(152) 

民間保育所等の定員増を伴う老朽改築 1,049,253 ６ 68( 61) 

 うち令和５年４月向け対策分 492,514 ２ 22( 20) 

幼稚園から認定こども園への移行 167,420 ４ 166( 67) 

 うち令和５年４月向け対策分 117,459 ３ 141( 57) 

賃貸方式による民間保育所等(本園)の設置 194,385 ４ 240(120) 

小規模保育事業所の設置 27,196 １ 19( 19) 

計 2,475,324 20 873(419) 

 うち令和５年４月向け対策分 1,868,624 15 802(368) 

注１：金額については、待機児童対策としての新たな整備費等を計上 

 （参考）賃貸方式による民間保育所等に対する開設後の賃借料補助 

     令和４年度予定額 938,347 千円 

注２：利用枠拡大数の( )は、３歳未満児（再掲） 

注３：「民間保育所等の定員増を伴う老朽改築」の６か所中４か所は、２

か年整備のため令和６年４月に向けた待機児童対策となる。 

注４：「幼稚園から認定こども園への移行」の４か所中１か所は、２か年

整備のため令和６年４月に向けた待機児童対策となる。 

注５：「小規模保育事業所の設置」は、幼稚園接続型とする予定

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－３１８２（内線 3182） 
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別紙 

民間保育所等の整備 

〔新設５か所〕 

整 備 予 定 地 千種区城山新町 北区志賀本通 

施 設 種 別 保育所 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 ウィズ 社会福祉法人 ちとせ交友会 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

90 人 

(33 人) 

75 人 

(33 人) 

開 所 予 定 令和５年４月 

整 備 予 定 地 昭和区滝子通 中川区吉津一丁目 

施 設 種 別 保育所 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 ＮＵＡ 
社会福祉法人 

愛知中央福祉会準備会 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

75 人 

(30 人) 

60 人 

(24 人) 

開 所 予 定 令和５年４月 

整 備 予 定 地 守山区上志段味  

施 設 種 別 保育所  

事 業 主 体 
社会福祉法人 

アスクこども育成会 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

80 人 

(32 人) 

開 所 予 定 令和５年４月  
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別紙 

民間保育所等の定員増を伴う老朽改築 

〔改築６か所〕 

現 施 設 名 いずみこども園 土古おおぞら保育園 

整 備 予 定 地 港区善進町 港区土古町 

施 設 種 別 認定こども園 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 いずみ会 社会福祉法人 愛名 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

305 人

(116 人)

→

→

315 人※1 

(126 人) 

90 人

(32 人)

→

→

102 人

(42 人) 

改 築 予 定 令和５年４月 

※1 改築前・後の定員は 1号定員 15 人を含み、保育の利用枠拡大数は 10 人（10 人）。

現 施 設 名 日吉保育園 東起保育園 

整 備 予 定 地 中村区千成通 中川区東起町 

施 設 種 別 保育所 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 日吉会 社会福祉法人 起 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

300 人

(83 人)

→

→

310 人 

(92 人) 

134 人

(44 人)

→

→

147 人 

(57 人) 

改 築 予 定 令和６年４月 

現 施 設 名 まつがね保育園 野並保育園 

整 備 予 定 地 緑区松が根台 天白区福池二丁目 

施 設 種 別 保育所 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 明星会 社会福祉法人 野並福祉会 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

100 人

(31 人)

→

→

110 人 

(41 人) 

302 人

（116 人)

→

→

315 人 

(125 人) 

改 築 予 定 令和６年４月 
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別紙 

幼稚園から認定こども園への移行 

〔改築４か所〕 

現 施 設 名 明星幼稚園 弥富幼稚園 

整 備 予 定 地 東区代官町 瑞穂区岳見町 

施 設 種 別 認定こども園 認定こども園 

事 業 主 体 学校法人 明星学園 学校法人 宝泉学園 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

120 人

(０人)

→

→

105 人※2 

(18 人) 

200 人

(０人)

→

→

243 人※3 

(33 人) 

改 築 予 定 令和５年４月 

※2 移行後の定員は１号定員 57 人を含み、保育の利用枠拡大数は 48 人（18 人）。 

※3 移行後の定員は１号定員 165 人を含み、保育の利用枠拡大数は 78 人（33 人）。 

現 施 設 名 みどり幼稚園 平手幼稚園 

整 備 予 定 地 南区呼続五丁目 緑区平手北二丁目 

施 設 種 別 認定こども園 認定こども園 

事 業 主 体 学校法人 小池学園 学校法人 緑学園 

定 員 

(３歳未満児再掲) 

105 人

(０人)

→

→

101 人※4

(６人) 

210 人

(０人)

→

→

190 人※5

(10 人) 

改 築 予 定 令和５年４月 令和６年４月 

※4 移行後の定員は１号定員 86 人を含み、保育の利用枠拡大数は 15 人（６人）。 

※5 移行後の定員は１号定員 165 人を含み、保育の利用枠拡大数は 25 人（10 人）。 
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令和４年度主な施策等一覧

健康福祉局 

子ども青少年局 

事 項 
（新規）港福祉会館・港児童館のセミリニ

ューアル改修の設計 
草案頁 

24頁 

29頁 

予 定 額 １２，５００千円   

事業の概要 

１ 趣旨 

港福祉会館・港児童館は昭和 49 年度に開設されており、建物や設

備の老朽化が著しいことから、セミリニューアル改修のための設計

を実施する。 

２ 内容 

館内の配管や配線、設備機器等の更新・改修のための設計を実施 

３ 今後の予定

  令和４年度 設計

令和５年度 改修工事

４ 改修工事期間中の対応

  改修工事期間中は施設の利用ができないため、代替施設での運営

の継続について検討を行う。

（参考）

   港福祉会館・港児童館

   所 在 地：港区寛政町７丁目 28 番地

   開 設 年 度：昭和 49 年度

   施 設 構 成：１階 港福祉会館

         ２階 港児童館

担 当 課 

（健康福祉局） 
高齢福祉部 高齢福祉課      電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 

健康福祉局    ６，５００千円 

子ども青少年局  ６，０００千円 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）３歳児健康診査における 

  眼科検診屈折検査モデル事業 
草案頁 33頁 

予 定 額 ６，７３０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

弱視の早期発見のために、３歳児健康診査において行っている眼科

検診において、視力検査に加え、フォトスクリーナー等による屈折検

査を導入して実施することが有効であると、日本眼科医会から提言さ

れている。 

屈折検査について、一部の区でモデル的に導入・実施し、課題を洗

い出し、本格的な導入にむけての検証をする。 

２ 内 容 

 （１）実施内容 

    ３歳児健康診査眼科検診に、従来の検診内容に加え、屈折検査

機器を用いた検査をモデル的に導入・実施する。 

 （２）実施予定時期 

    令和４年６月 

 （３）実施場所 

    ２区の保健センター（分室を含め３か所） 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（新規）妊婦のための緊急時タクシー 

利用券の支給 
草案頁 33頁 

予 定 額 ６０，３６１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  妊婦の緊急時の移動にかかる身体的・精神的負担の軽減を図るため、

タクシーによる移動支援を行うもの。 

２ 内 容 

 （１）対象者 

本市に在住する妊婦（妊娠届を提出した者及び妊娠中に市外か 

ら転入し母子健康手帳交付の申出のあった者） 

（２）支援の内容 

一人当たり10,000円分のタクシー利用券を交付 

（３）利用方法 

対象者が緊急時にタクシーを利用する際、母子健康手帳等を提 

示の上、タクシー料金の支払いの一部として利用。 

（４）利用可能なタクシー 

本市が事業委託契約を締結するタクシー協会又は協同組合に所 

属するタクシー 

（５）実施予定時期 

令和５年１月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 

（新規）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進（児童福祉システムの標

準化に伴う調査） 

草案頁 65頁 

予 定 額 ６０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

  地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による児童手当及

び児童扶養手当にかかる業務システムの全国的な標準化へ対応するた

めの調査を実施する。 

２ 内  容 

児童手当及び児童扶養手当にかかる業務システムの標準準拠システ

ム（国が作成した標準仕様書に準拠したシステム）への移行に向けて、

現行システム環境の基本調査等を実施する。 

３ スケジュール（予定） 

 令和４年度  基本調査 

令和５年度  要件調査 

  令和６年度～ システム調達（開発） 

  令和７年度  標準準拠システムへ移行 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話９７２-３０２５（内線3025）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）ナゴヤ型若者の就労支援 草案頁 25頁 

予 定 額 ２９３，６２５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  「ナゴヤ型若者の就労支援」では社会的自立が困難な若者一人ひと

りに対して相談から就職、職場定着まで総合的・包括的な一貫した支

援を実施している。 

その支援のうち「若者・企業リンクサポート事業」では意欲はあっ

ても就労困難な若者が本人の特性や能力に応じた働き方ができるよ

う、若者と企業の両方をサポートする就労支援事業を実施している。

学生などの相談件数が増加していることから、就労支援員を増員す

るとともに、企業との連携等をより強化するため、専門のコーディネ

ーターを配置する。 

２ 内 容 

若者・企業リンクサポート事業の支援体制の強化 

５→８名（３名増） 

（内訳） 

○総括責任者 １名 

○就労支援員 ４→６名（２名増） 

○企業専門コーディネーター １名（新規） 

・就労に向けた自信につなげるため、企業と連携して若者が働

くことを体験できる場の開拓、調整 

・受入企業の開拓やフォローアップ 

・困難を抱える社員に関する企業への支援 など 

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課 電話９７２－３２５６(内線3256)
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）子どもの権利擁護機関の運営 草案頁 25頁 

予 定 額 １３１，７１２千円 

事業の概要 

 １ 趣 旨 

  子どもの悩みを掘り起こすとともに、権利侵害を引き起こす制度

や運用に対する積極的な提言のため、子どもの権利擁護機関の体制

を強化する。 

 ２ 内 容  

（１）調査相談員の増員 

ア 概要 

学校等における子どもへの周知啓発に力を入れることで、いじ

め、心身の問題などを始めとした子どもの権利上の問題について

の悩みを掘り起こすとともに、これらの相談に的確に対応するた

め体制を拡充する。あわせて、部活動や塾等で遅い時間まで忙し

い子どもが相談しやすいよう、相談時間を一部延長する。 

イ 増員数 

５人（10 人→15 人） 

ウ 相談時間の一部延長 

木曜日の相談終了時間 20 時→22 時 

エ 実施予定時期 

令和４年７月 

（２）専門調査チームの新設 

子どもの権利擁護委員を補助し、関係法規や現状制度等の問

題点を調査・整理する専門調査チーム(非常勤特別職)を新たに

配置する。 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画室 電話２１１－８０７１ 

－19－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）子育て応援拠点の設置 草案頁 25頁 

予 定 額 ３１７，７６７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  子育て親子の交流の場のほか、一時預かりや相談支援などより充実

した支援を提供する子育て応援拠点の実施か所数を増やすことで、更

なる子育ての負担感や不安感の軽減、児童虐待の未然防止につなげる。

２ 内 容 

（１）対象者 

    乳幼児及びその保護者 

（２）実施事業 

   ア 子育て親子の交流の場の提供及び交流の促進 

   イ 一時預かり（リフレッシュ） 

   ウ 子育て等に関する相談支援の実施 

   エ 子育て及び子育て支援に関する情報の収集、発信 

   オ 親支援プログラムの提供、講習会の実施 

   カ 子育てを支援する団体や機関との協力、連携の強化 

（３）拡充内容 

   ア 実施か所数 

令和４年度 前年度比較 

16か所 ４か所増 

イ 実施方法 

     公募により事業委託先を選定 

   ウ 実施予定時期 

     令和４年10月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）エリア支援保育所事業 草案頁 26頁 

予 定 額 ２２,７７８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地域における保育の質の向上と子育て支援の充実を図るため、各 

エリアにおいて研修等の企画・調整や関係機関同士のネットワーク 

を構築するためのコーディネート等を行うエリア支援保育所事業の 

実施か所数を拡大する。 

２ 内 容 

（１）事業内容 

ア 保育の質の向上 

・保育の質の向上を目的とした研修等の企画・調整 

・訪問支援や個別支援等、公立・民間保育所等におけるセーフティ 

ネット機能確保のための働きかけ 

イ 地域の子育て家庭への支援 

・個別相談支援や地域の子育てサロン等への職員派遣などの支援 

・区役所や保健センター等の関係機関とのネットワークの構築 

（２）実施か所数 

区 分 
令和４年度 

実施か所数 
増 減 

サポート園 

(「ユニット」の中心となり、事

業の企画調整等を行う保育所)

19 か所 ― 

一 般 園 

（サポート園と連携・協力して 

事業を行う保育所）

28 か所

５か所増

神松 （南区） 

五条 （南区） 

本星崎（南区） 

片平 （緑区） 

旭出 （緑区） 

※各地域において、サポート園と一般園が２～４園でユニットを組

み、協力してエリア内で事業を実施 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）保育案内人(ほいくあんないびと)の配置 草案頁 26頁 

予 定 額 １６６，０１８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

区役所・支所において、保育所等に関する情報提供、相談など 

個々のニーズに即したきめ細やかな対応を専門的に行う非常勤職 

員として配置している保育案内人（ほいくあんないびと）を増員 

する。 

２ 内 容 

（１）新たに配置する人数 

    ４人（北区楠支所・西区山田支所・中川区富田支所・ 

港区南陽支所） 

    ※令和３年度：40人→令和４年度：44人 

（２）主な業務内容  

   ア 区役所窓口等における保育サービスに関する相談や案内 

   イ 保育利用申込書の記載方法等の案内 

   ウ 保育所等未利用児童及び保護者の状況把握（アフターフォ 

ロー）や相談記録の作成 

   エ 多様な保育サービス等に関する情報収集や情報提供 

   オ 地域の子育てサロン等への出張相談 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）保育所等利用調整業務の改善 草案頁 26頁 

予 定 額 １８，０３９千円 

事業の概要 

 １ 趣 旨 

   各区役所・支所における市民からの保育所等の利用に関する相談

対応や保育所等利用調整業務の効率化を図るため、相談業務用タブ

レット端末の配置及び利用調整システムの導入を行う。 

 ２ 内 容 

 （１）相談業務用タブレット端末の配置 

インターネットを利用できるタブレット端末を各区・支所・保

育企画室に配置。 

 （２）利用調整システムの導入 

    令和４年10月から受付を開始する、令和５年４月向け保育所等

利用申込みにかかる利用調整において、利用調整システムによる

自動調整を実施。 

担 当 課 保育部保育企画室  電話 ９７２－２５２３（内線 2523） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童相談所の体制強化 草案頁 26頁 

予 定 額 １７７，７３１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

児童虐待通告等に迅速かつ的確に対応し、虐待通告受理後原則48

時間以内の子どもの安全確認を着実に実施するため、児童相談所に

おける相談受付対応及び休日夜間体制の強化を引き続き図るとと

もに、医療機関等と連携した支援を推進するため、医療連携支援コ

ーディネーターを増員する。 

２ 内 容 

（１） 職員数 

令和３年度 １名（中央児童相談所 １名） 

↓

令和４年度 ３名（各児童相談所 １名） 

（２） 主な業務内容 

  ア 診療情報の収集  

  イ 子どもの入院に向けた医療機関との調整 

  ウ 子どもの退院に係る医療機関等とのケース会議への参加 

  エ 訪問看護事業所と連携した在宅支援の推進 

担 当 課 児童福祉センター中央児童相談所 電話７５７－６１１１（代）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童虐待対応支援員の配置 草案頁 26頁 

予 定 額 １８９，０７８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

高い水準で推移する児童虐待相談に対して、地域に身近な窓口 

である区役所・支所が、児童相談所との適切な役割分担のもとで、 

より迅速かつ的確な対応を図る体制を確保するため、児童虐待対 

応支援員を増員する。 

２ 内 容 

（１）増員数 

児童虐待対応支援員を７名増員（※）し、46 名配置する。

   ※名東区に２名、中川区・守山区・緑区・天白区・徳重支所

に各１名増員予定 

（２）主な業務内容 

   ア 社会福祉事務所への児童虐待通告に関し、家庭訪問を含む 

    調査、必要な実情の把握（児童の安全確認を含む） 

イ 児童虐待事案について、児童相談所等と情報交換を実施す 

 る等の関係機関との連携業務 

ウ 社会福祉事務所が所管する児童虐待事案について、定期的 

 な家庭訪問などの継続指導 

エ 児童の福祉に関し、家庭その他からの相談に応じ実施する 

 必要な調査及び指導並びにこれらに付随する業務 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）子育て練習講座 草案頁 26頁 

予 定 額 ２，４００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 子どもの発達による自己主張等を端緒として発生する児童虐待 

の発生予防を図ることを目的として実施している子育て練習講座 

において、より多くの保護者が学ぶ機会を作る。 

２ 内 容 

（１）現状 

   子育て支援のプログラムに精通した講師による講座を開催し 

ている。 

 （２）拡充内容 

    暴力・暴言によらない子育て方法を学ぶための動画を作成し、 

配信する。 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）放課後事業の推進 草案頁 26頁 

予 定 額 ６，２１３，３６９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

子どもたちが豊かな放課後を過ごすことができる環境を整備する

ため、トワイライトスクール・トワイライトルームを実施するととも

に、留守家庭児童育成会に対し運営助成をしている。 

放課後事業の一層の推進を図るため、留守家庭児童健全育成事業助

成を拡充するとともに、トワイライトルームの実施か所数を拡大す

る。 

２ 内 容 

（１）留守家庭児童健全育成事業 

  ア 利用児童受入促進（拡充） 

（ｱ）児童の数36人～45人の育成会の補助基準額の増額 

ａ 対 象 

36人～45人の児童の受け入れを行っている育成会 

ｂ 内 容 

同額である児童数36人～45人の国補助基準額に加え１人増 

あたり26千円ずつ増額 

年額4,672千円 → 年額4,672千円～4,906千円 

    ｃ 予定額 

      4,758千円 

  （ｲ）分割等による指導員確保経費の助成 

    ａ 対 象 

受け入れ児童数を増やすため、分割等により、指導員の確 

保を行う育成会 

    ｂ 助成限度額 

１か所あたり1,622千円（実施か所数：７か所） 
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 ｃ 助成割合 

      事業実施に要する費用の３分の２ 

    ｄ 予定額 

      11,354千円 

  イ 専用室等の環境改善（拡充） 

  （ｱ）留守家庭児童専用室の仕様の改善 

    ａ 概 要 

本市が育成会に対して新たに無償貸与を行う留守家庭児童

専用室について、酷暑期の遮熱性を確保するため、天井の仕様

改善を実施。 

    ｂ 予定額 

      2,450千円 

  （ｲ）環境改善事業助成の実施 

ａ  対 象 

エアコン等の設備の整備及び備品の購入を行う育成会 

ｂ  助成限度額 

１か所あたり1,000千円（実施か所数：61か所） 

    ｃ 予定額 

       61,000千円 

（２）トワイライトルーム実施か所数の増（拡充） 

  ア 実施か所数 

52校 → 56校 

  イ 予定額 

    1,105,932千円 

担 当 課 子ども未来企画部放課後事業推進室 電話９７２－３０８４（内線3084）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）延長保育事業 草案頁 27頁 

予 定 額 １，０２２，１６８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

保育所等において利用時間帯を超えて延長して保育を行う延長

保育について実施か所数を拡大することにより、保護者の就労時間

の多様化に対応する。 

２ 実施か所数 

  通常の開所時間からの延長保育（11 時間を超えて保育する場合） 

区  分 ４年度 増 減 

 １ 時 間 延 長 
公 立 75 か所 ３か所減 

民 間 382 か所 23 か所増 

 ２ 時 間 延 長 民 間 17 か所 １か所増

 ４ 時 間 延 長 民 間 ４か所 ― 

 ６ 時 間 延 長 民 間 ２か所 ― 

夜 間 保 育 延 長 

（翌午前１時までの延長保育）
民 間 ３か所 ― 

 夜 間 保 育 延 長 

（翌午前２時までの延長保育）
民 間 １か所 ― 

合  計 484 か所 21 か所増 

  ※上記のほか、保育短時間認定児の延長保育について、保育所、

認定こども園、地域型保育事業所で実施 

担 当 課 
保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 

保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線 3095） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）一時保育事業 草案頁 27頁 

予 定 額 ４５０，２７０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   保育所等における一時保育事業や、私立幼稚園等における一時

預かり事業の実施か所数を拡大することにより子育て支援の充

実を図る。 

 ２ 実施か所数 

区  分 ４年度 増 減 

保育所等における一時保育事業 66 か所 ４か所増 

 公 立 保 育 所 ４か所 ― 

 民 間 保 育 所 等 55 か所 ４か所増 

 小 規 模 保 育 事 業 所 ７か所 ― 

私立幼稚園等における一時預かり事業 91 か所 ３か所増 

 幼 稚 園 型 Ⅰ 83 か所 １か所増 

 幼 稚 園 型 Ⅱ ８か所 ２か所増 

※上記のほか、公立保育所 86 か所において、平日に市内 ８か

所程度でリフレッシュ保育に特化した事業を実施 

３ 内 容 

（１）保育所等における一時保育事業 

家庭保育が一時的に困難となる場合に、児童を預かる事業 

（２）私立幼稚園等における一時預かり事業 

幼稚園型Ⅰ：夕刻や夏休み等に１号認定の在園児（保育の 

必要性のない児童）を一時的に預かる事業 

幼稚園型Ⅱ：保育を必要とする２歳児を受け入れる事業 

担 当 課 
保育部保育企画室  電話９７２－２５２３（内線 2523） 

保育部保育運営課  電話９７２－３０９５（内線 3095） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）産休・育休あけ保育所等入所予約 

事業 
草案頁 28頁 

予 定 額 １２８，２９６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

   産休・育休あけ時に保育所及び認定こども園を利用できるよう、

産休・育休開始時に利用する施設を指定して予約を行う保育所等

入所予約事業について、実施か所数を拡大し、子育て家庭に対す

る就労支援の充実を図る。 

 ２ 実施か所数 

区  分 ４年度 増 減 

公立保育所   ７か所  ― 

民間保育所等 106 か所 ２か所増 

計 113 か所 ２か所増 

 ３ 予約方法 

   出産予定日の８週間前の日以降に利用予定日及び利用予定施設

を特定して区役所・支所に予約の申し込みを行う。 

担 当 課 
保育部保育企画室  電話９７２－２５２３（内線 2523） 

保育部保育運営課  電話９７２－３０９５（内線 3095） 

－31－



令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）私立幼稚園における預かり保育 

拡充事業 
草案頁 28頁 

予 定 額 ２７，３１１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

私立幼稚園において、夏休み等に預かり保育を必要とする在園

児を受け入れる私立幼稚園における預かり保育拡充事業の実施か

所数を拡大することにより、子育て支援の充実を図る。 

２ 実施か所数 

   20 か所（３か所増） 

３ 内 容 

 （１）対象児童 

    保育を必要とする私立幼稚園の在園児 

 （２）実施時間 

   ア 基本時間 

区  分 時  間 

平   日 教育時間終了時刻～17 時 

長期休業日 

（土日除く） 
平日における開園時刻～17 時 

   イ 付加時間 

区  分 時  間 

土  曜 教育時間終了時刻～17 時 

担 当 課 保育部保育企画室 電話９７２－２５２３（内線 2523） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）ファミリーホーム開設に係る 

改修費補助 
草案頁 28頁 

予 定 額 ６，１６４千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

ファミリーホームの開設を促進し、家庭養育の推進を図るため、 

ファミリーホーム開設に係る改修費等の補助を行う。 

２ 内 容 

ファミリーホームの開設に必要な居室の改修整備、設備整備等 

にかかる経費を補助 

３ 実施か所数 

   ２か所（８か所→10か所）

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課  電話９７２－２５１６（内線2516）
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令和４年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

事 項 （拡充）医療的ケア児保育支援事業 草案頁 28頁 

予 定 額 １８９,５６７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和元年度から公立保育所において「医療的ケア児保育支援モデル

事業」を実施してきた。その中で医療的ケア児受け入れのための課題

や必要な体制等の検討ができたこと、また、令和３年９月に「医療的

ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が施行されたことか

ら、令和４年度の本格実施にあたり、医療的ケア児を受け入れる保育

施設の拡充を図るとともに、医療的ケア児の受け入れを促進するため

の体制整備を行う。 

２ 予定額 

 （１）民間保育所等（新規） 105,904千円 

 （２）公立保育所等（拡充）  83,663千円 

３ 内 容 

（１）民間保育所等への支援 

   民間保育所等における医療的ケア児受け入れに対して、看護師の

配置等にかかる経費を新たに補助する。 

（２）公立保育所への看護師の配置等 

   公立保育所において新たに受け入れる医療的ケア児に対して、看

護師の配置等を行う。 

（３）医療的ケア児保育支援検討会（仮称）の設置 

   医療的ケア児の受け入れについての検討やガイドラインの策定等

を行うため、医師等により構成される検討会を設置する。 

担 当 課 
保育部保育企画室   電話９７２－２５２３（内線 2523） 

保育部保育運営課   電話９７２－３０９５（内線 3095） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）公立保育所の統合 草案頁 28頁 

予 定 額 ２１８，２７５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和４年４月統合の北区の上飯田保育園（仮称）及び守山区の本 

地保育園（仮称）について、統合後の保育を円滑に行うため、必要 

な改修工事等を実施する。 

２ 内 容 

（１）上飯田保育園（仮称）                

区 分 内      容 

概 要 上飯田東保育園と上飯田南保育園の統合 

場 所 北区上飯田南町（上飯田南保育園） 

定 員 140人 

実施内容 仮設園舎リース等 

（２）本地保育園（仮称）               

区 分 内      容 

概 要 本地第一保育園と本地第二保育園の統合 

場 所 守山区本地が丘（本地第一保育園）※

定 員 100人 

実施内容 リニューアル改修工事等 

 ※統合後、令和４年度は改修のため本地第二保育園で保育を実施

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９３（内線3093） 
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令和４年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）公立保育所のセミリニューアル改 

修の設計等 
草案頁 29頁 

予 定 額 ５３，５６２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  公立保育所は施設や設備の老朽化が進んでいることから、「名古屋

市市設建築物の個別施設計画」に基づき、保育環境の改善とともに建

物の長寿命化を図るため、計画的にリニューアル改修等を実施する。 

２ 内 容 

（１）調査 ４か所 

区名 保育所名       実施内容 

千種 宮 根 保 育 園 

改修内容、仮設園舎の規模、工事工

程等の改修手法を検討 

中 中 保 育 園 

守山 中志段味保育園 

名東 猪子石第二保育園 

（２）設計 ４か所 

区名 保育所名       実施内容 

中川 十 番 保 育 園 令和３年度に調査を実施した保育所

について、外壁・屋上防水、内装改

修、設備機器等の更新、園庭改修を

一体的に行うための工事設計及び仮

設園舎設計等を実施 

港 南陽第一保育園 

港 南陽第三保育園 

守山 大 森 保 育 園 

（３）準備工事 １か所 

区名 保育所名       実施内容 

港 南陽第一保育園 
仮設園舎設置により使用できなくな

る園庭の代替施設を整備 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）北部地域療育センターの 

社会福祉法人への移管準備 
草案頁 29頁 

予 定 額 ８１，５８２千円 

事業の概要 

 １ 趣 旨 

   北部地域療育センターについて、社会福祉法人への移管を実施 

  することとしているが、移管に伴い療育内容が大きく変化しない 

よう引継ぎ共同療育等を実施し、円滑な移管を行う。 

 ２ 内 容 

   北部地域療育センターを引継ぐ社会福祉法人の職員が名古屋市 

の職員と引継ぎ共同療育を行うとともに、補修工事等を実施する 

もの。 

 ３ 今後のスケジュール 

   令和４年度 引継ぎ共同療育等 

   令和５年度 社会福祉法人へ移管 

 （参 考） 

  〇北部地域療育センターの概要 

    所 在 地：西区新福寺 

    施 設 種 別：福祉型児童発達支援センター及び診療所 

    定員（通園）：40人 

  〇北部地域療育センターを引継ぐ社会福祉法人 

    社会福祉法人 よつ葉の会 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２―２６２６（内線2626）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）新型コロナウイルス感染症対策 草案頁 
29頁 

33頁 

予 定 額 １，６０３，２４６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 
  新型コロナウイルス感染症への対応として、児童福祉施設等におけ
る感染拡大防止策や妊産婦への支援事業等を実施する。 

２ 内 容 
（１）児童福祉施設等の衛生用品購入等（継続） 
 ア 概 要 
   保育所、留守家庭児童育成会、トワイライトスクール・トワイラ
イトルーム等へのマスクや消毒液等の購入等 

 イ 予定額 
   659,800千円 

（２）児童福祉施設等への感染症対策改修費補助等（新規） 
 ア 概 要 
   非接触型の蛇口の設置など感染症対策に係る改修の実施経費に対
する補助等 

 イ 予定額 
   840,560千円 

（３）児童福祉施設等利用料の軽減（継続） 
 ア 概 要 
   本市からの施設の利用自粛要請に応じた方などへ、利用者負担を
軽減するための補助等 

 イ 予定額 
   5,893千円 

（４）産前・産後ヘルプ事業利用料の軽減（継続） 
 ア 概 要 
   里帰り出産が困難となった妊産婦に対して、育児支援サービスで
ある産前・産後ヘルプ事業の利用料を軽減 

 イ 予定額 
   6,500千円 

（５）児童養護施設等への看護師派遣（継続） 
 ア 概 要 
   入所児童が新型コロナウイルス感染症患者や濃厚接触者となった
場合等に対応する看護師を施設に派遣 

 イ 予定額 
   1,500千円 

－38－



（６）感染防止に配慮した障害児通所支援提供体制の確保等（継続） 
 ア 概 要 
   新型コロナウイルス感染症対策に係る経費等に対する補助 
 イ 予定額 
   5,000千円 

（７）留守家庭児童健全育成事業における専用室の仕様改善（継続） 
 ア 概 要 
   留守家庭児童専用室において、新型コロナウイルス感染症予防の
観点から手洗い場を標準仕様として追加 

 イ 予定額 
   4,004千円 

（８）留守家庭児童健全育成事業における情報通信ネットワーク環境整
備等助成（新規） 

 ア 概 要 
   児童活動の充実等を図るため、無線ＬＡＮ環境の整備等を行った
留守家庭児童育成会に助成 

 イ 予定額 
   3,500千円 

（９）ひとり親家庭住宅支援資金貸付事業補助（新規） 
 ア 概 要 
   自立に向けて意欲的に取り組む低所得のひとり親世帯を対象とす
る住宅借り上げ資金の貸付事業に対して補助 

 イ 予定額 
   37,834千円 

（10）妊婦への分べん前ＰＣＲ検査等（継続） 
 ア 概 要 
   不安を抱える妊婦への分べん前のＰＣＲ等検査、新型コロナウイ
ルスへの感染が確認された妊産婦へ訪問等の支援を実施 

 イ 予定額 
   38,655千円 

担 当 課 

【２（１）、２（２）、２（３）に関すること】 
企画経理課        電話９７２－３０８０（内線3080）

【２（４）、２（10）に関すること】 
子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）

【２（５）、２（６）に関すること】 
子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）

【２（９）に関すること】 
子ども未来企画部子ども未来企画室 電話９７２－３０２５（内線3025）

【２（７）、２（８）に関すること】 
子ども未来企画部放課後事業推進室 電話９７２－３０８４（内線3084）
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令和４年度主な施策等一覧

子ども青少年局 

事 項 （拡充）不妊治療費助成事業 草案頁 33頁 

予 定 額 ４８０，９８０千円 

事業の概要 

趣 旨 

不妊治療が令和４年４月治療開始分から保険適用となることに伴い、

不妊治療費助成事業は廃止となるが、それ以前に治療を開始し、年度を

またがって令和４年度中に治療を終了する場合についての助成を、経過

措置として継続するもの。 

（参考）現行の不妊治療費助成事業 

１ 特定不妊治療 

（１）対象者 

以下のすべてに該当するもの 

  ・婚姻している夫婦（事実婚含む） 

  ・名古屋市内に住所を有するもの 

  ・助成対象となる治療の開始日における妻の年齢が43歳未満 

（２）対象となる治療 

  体外受精及び顕微授精 

（３）助成上限額 

  30万円 

ただし以前に凍結した胚を解凍して移植した場合及び 

卵が得られない等で治療を中止した場合は10万円 

２ 一般不妊治療 

（１）対象者 

  特定不妊治療と同じ 

（２）対象となる治療 

  人工授精 

（３）助成上限額 

４万５千円 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２－２６０１（内線2601）
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令和4年度主な施策等一覧（住宅都市局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
土砂災害特別警戒区域内建築物の移転・改修
助成

9,065 1

アジア競技大会選手村後利用基盤整備 1,128,199 2

西名古屋港線の設備更新費補助 200,000 4

新型コロナウイルス感染症対策ガイドウェイ
バス志段味線の設備改修費等補助

113,914 6

新型コロナウイルス感染症対策西名古屋港線
の設備更新費に対する貸付

200,000 7

民間活力による志段味地区の住宅等の整備 1,596,066 8

市設建築物の機能保全改修 2,522,036 9

拡 充 民間木造住宅の耐震改修助成 186,670 10

要安全確認計画記載建築物の耐震改修助成 177,600 12

拠点市街地等における沿道・界隈活性化の推
進

56,058 14

中川運河再生計画の推進 42,937 16

堀川における水上交通の活性化 24,000 18

民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネッ
ト機能の強化

108,266 20

分譲マンションの適切な維持管理等の支援 22,297 22

名古屋高速道路公社への出資金及び建設資金
貸付金

3,074,500 23

ガイドウェイバス志段味線への自動運転技術
導入検討

45,000 25

継 続
リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりの
推進

1,820,182 27



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続 栄地区まちづくりプロジェクトの推進 296,112 29

中志段味地区の整備 613,120 31

金山駅周辺まちづくりの推進 31,000 33



令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（新規）土砂災害特別警戒区域内建築物の

移転・改修助成 
草案頁 39頁 

予 定 額 ９，０６５千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和３年７月に発生した熱海市伊豆山地区では土砂災害により

甚大な被害が発生したが、本市でも１時間に５０㎜を超える豪雨が

度々発生している状況を踏まえ、特に土砂災害特別警戒区域内にあ

る建築物の安全性を高め、がけ崩れの危険から住民の安全を確保す

る必要がある。そのため、国や県の制度を活用して、危険住宅の移

転や土砂災害対策改修を行う者を支援する制度を新たに実施する。

２ 事業内容 

(１)がけ地近接等危険住宅移転事業 

がけ地の崩壊等による危険がある区域から、危険住宅の移転を

行う際に必要な費用を助成 

ア 危険住宅の除却等 

除却等に要する費用の全額（上限９７５千円／戸） 

イ 危険住宅に代わる住宅の建設等 

建設等に要する資金を金融機関から借入れた場合にお

ける借入金利子（年利率８．５％を限度）に相当する額の

費用（上限７，３１８千円／戸） 

(２)土砂災害対策改修費補助事業 

土砂災害特別警戒区域の指定以前に建てられた安全性が不十

分な既存建築物を土砂災害に対し安全となるように改修する場

合、その改修に要する費用の２３％を補助（上限７７２千円／戸）

担 当 課 
建築指導部建築安全推進課 

電話９７２－２９３３（内線２９３３） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（新規）アジア競技大会選手村後利用基盤 

整備 
草案頁 58頁 

予 定 額 １，１２８，１９９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和８年に開催予定の第２０回アジア競技大会に向けて、令和４

年に市外へ移転予定の名古屋競馬場の跡地を活用して大会のメイ

ン選手村が整備される予定である。当該地は市内では貴重な大規模

公有地であるため、大会後もレガシーとして有効活用されるよう、

大会を契機としたまちづくりの推進に取り組んでいる。 

令和３年度に後利用事業の契約候補事業者を決定したところで

あり、令和４年度は、後利用や選手村整備に係る協議調整を進めつ

つ、用地造成や道路整備、雨水貯留施設整備等に順次着手する。 

２ 事業内容 

選手村後利用基盤整備の推進 

・用地造成、道路整備工事 

債務負担行為（アジア競技大会選手村後利用基盤整備工事）

期間：令和５～７年度 

限度額：１，２６３，０００千円 

・雨水貯留施設整備 等 

担 当 課 
都市整備部まちづくり企画課 

電話９７２－４４８６（内線４４８６） 

- 2 -



箇所図 

凡例 

施行区域（約 23.1ha） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （新規）西名古屋港線の設備更新費補助 草案頁 59頁 

予 定 額 ２００，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

西名古屋港線（愛称：あおなみ線）は、沿線住民はもとより金城

ふ頭の来訪者も利用する、本市西南部を支える基幹的な公共交通イ

ンフラであるが、開業当初から設置されている可動式ホーム柵は設

置後１７年が経過し老朽化が進んでおり、速やかな更新が求められ

ている。 

運行を担う名古屋臨海高速鉄道株式会社では、令和４年度に予定

しているホーム柵更新工事について、国土交通省の鉄道施設総合安

全対策事業費補助の活用を予定しており、本市としても、安全・安

定輸送の確保に向けて、国と同等の支援を行うものである。 

２ 事業内容 

名古屋臨海高速鉄道株式会社が実施するホーム柵更新工事に要

する経費の一部を補助するもの。 

令和４年度補助対象事業 

ホーム柵更新工事（小本、荒子、南荒子の各駅） 

全体事業費６億円（うち国１／３・市１／３補助） 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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西名古屋港線路線図 

令和４年度対象駅

(港北) 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染症対策ガ

イドウェイバス志段味線の設備改

修費等補助 

草案頁 59頁 

予 定 額 １１３，９１４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

ガイドウェイバス志段味線（愛称：ゆとりーとライン）は、本市

北東部における基幹的な公共交通インフラであるが、昨年度来、新

型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛等の影響を受けて、

旅客運輸収入が大幅に減少している。そうした中でも、安全・安定

輸送に必要な設備改修や車両修繕等は速やかに実施していく必要

がある。 

運行を担う名古屋ガイドウェイバス株式会社は新型コロナウイ

ルス感染症の影響により厳しい財務状況となっていることを踏ま

え、公共交通における安全・安定輸送及び利便性の確保のため、必

要な補助を行うものである。 

２ 事業内容 

名古屋ガイドウェイバス株式会社が実施する設備改修及び車両

修繕に要する費用を補助するもの。 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 

（新規）新型コロナウイルス感染症対策西

名古屋港線の設備更新費に対する

貸付 

草案頁 59頁 

予 定 額 ２００，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

西名古屋港線（愛称：あおなみ線）は、本市西南部を支える基幹

的な公共交通インフラであるが、昨年度来、新型コロナウイルス感

染症の拡大に伴う外出自粛や金城ふ頭への来訪者の減少等の影響

を受けて、旅客運輸収入が大幅に減少している。 

そうした中で、運行を担う名古屋臨海高速鉄道株式会社では、安

全・安定輸送の確保を図るため、国土交通省の鉄道施設総合安全対

策事業費補助を活用して、老朽化したホーム柵の更新を予定してお

り、本市からも国と同等の補助を行う予定であるが、会社負担分の

資金が十分に確保できない状況となっている。 

このため、令和４年度のホーム柵更新に必要な会社負担分の資金

を本市が貸し付けるものである。 

２ 事業内容 

名古屋臨海高速鉄道株式会社が実施するホーム柵更新工事に要

する経費のうち、国及び市からの補助金を除いた会社負担分を貸し

付けるもの。 

令和４年度貸付対象事業 

ホーム柵更新工事（小本、荒子、南荒子の各駅） 

全体事業費６億円（うち１／３会社負担） 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（新規）民間活力による志段味地区の住宅

等の整備 
草案頁 60頁 

予 定 額 １，５９６，０６６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市では、守山区の志段味地区において、「環境」「子育て」「コ

ミュニティ」のコンセプトの下、住宅等の整備を進めている。 

 第１工区では定住促進住宅「エコビレッジ志段味」を整備し、第

２工区では民間開発事業者の公募により商業施設と広場が整備さ

れたが、第３工区については、これまで事業者の開発提案が見込ま

れず、未利用地となっている。 

近年、守山スマートインターチェンジの開設等を契機として、同

地区の開発機運の高まりが見られることから、民間事業者の公募を

行い、コンセプトを踏まえた住宅等の整備を進める。 

２ 事業内容 

土地を用地先行取得特別会計から買い戻し、事業者公募を行う。

３ 箇所図 

担 当 課 
住宅部住宅企画課 

電話９７２－２９４１（内線２９４１） 

第 3工区：対象地 

（面積 約 10,018 ㎡） 

第 2工区：商業施設等 

守山スマート IC 

第 1工区：定住促進住宅 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （新規）市設建築物の機能保全改修 草案頁 75頁 

予 定 額 ２，５２２，０３６千円 

事業の概要

１ 趣旨 

本市では、安心・安全で適切な市民サービスを継続的に提供する

ため、市設建築物のうち一般施設に係る部位・設備単位の修繕・更新

を「機能保全」として長寿命化の取組の一つに位置付け、効率的な推

進体制の構築を目指して、現在財政局が中心となって公共施設等総

合管理計画の見直しを進めているところである。 

その一環として、技術的側面から機能保全にかかる業務を住宅都

市局に集約することで業務の効率化を図るとともに、これまで各施

設所管局において計上していた部位・設備単位の修繕・更新にかか

る予算を住宅都市局へ集約して、財政局及び施設所管局と連携した

効率的な予算の執行を図り、施設のより適切な保全を推進するもの

である。 

２ 事業内容 

市設建築物（１０７施設 １５６件）の機能保全 

・前年度継続分   １，５１３，８５２千円 

・新規着手分    １，００８，１８４千円 

担 当 課
営繕部企画保全課 

電話９７２－２９７１（内線２９７１） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）民間木造住宅の耐震改修助成 草案頁 39頁 

予 定 額 １８６，６７０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和３年９月に策定した「名古屋市建築物耐震改修促進計画２０

３０」では、令和７年度までに住宅の耐震化率を９５％に引き上げ

る目標を掲げている。令和２年度末時点で、住宅全体の耐震化率は

９２％となっているものの、木造住宅については８４％に留まって

おり、費用負担の問題が改修を断念する大きな要因となっている。

そこで、従来の耐震診断・改修助成に加え、低コスト工法と組み

合わせることにより更に工事費を抑制する効果がある精密診断法

による設計に対する助成を創設する。また、耐震改修が困難な木造

住宅の建替えを促進するため、戸建木造住宅除却助成を創設する。

２ 制度拡充の概要 

(１)精密診断法による設計に対する助成 

以下のいずれかのうち低い金額 

・改修設計費用の２／３ 

・２０万円／件 

(２)戸建木造住宅除却助成 

以下のいずれかのうち低い金額 

・除却工事費用の１／３ 

・２０万円／棟 

・延べ面積×９，６００円／㎡×１／３ 

（前年度までに本市の木造住宅無料耐震診断を受けた結果、

判定値１．０未満と診断された戸建住宅に限る。） 

担 当 課 

都市整備部耐震化支援室 

電話９７２－２７８６（内線２７８６） 
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参考 

民間木造住宅の耐震対策 

木造住宅無料耐震診断（継続） 

改修

精密診断法による

設計に対する助成 
創設

除却
戸建木造住宅 

除却助成 
創設

耐震改修工事助成 継続
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）要安全確認計画記載建築物の耐震

改修助成 
草案頁 39頁 

予 定 額 １７７，６００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和３年９月に策定した「名古屋市建築物耐震改修促進計画２０

３０」では、令和１２年度までに要安全確認計画記載建築物である

指定された緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化率を６０％に引き

上げる目標を掲げている。令和２年度末時点で、耐震性不十分なも

のは２７９棟あり、耐震化率は２２％に留まっているため、今後は、

従来の耐震改修、除却等への助成に加え、建替えも含めた総合的な

支援を行っていく必要がある。 

そこで、建替えに対するインセンティブとして、建替え設計に対

する助成及び建替え工事に対する利子補給を新たに創設し、建築物

の所有者への直接的な働きかけを行っていく。 

２ 制度拡充の概要 

(１)建替え設計に対する助成 

以下のいずれかのうち低い金額 

・建替え設計費用の５／６ 

・５００万円／棟 

(２)建替え工事に対する利子補給 

沿道建築物の建替え工事費に係る融資を受ける場合に建替

え工事期間中の利子全額（利子補給額・期間等の条件あり） 

(参考)容積率の緩和特例 

総合設計制度等を活用して沿道建築物の建替えを行う場合

に特例で容積率の緩和をあわせて実施 

担 当 課 

(１)(２)都市整備部耐震化支援室 電話９７２－２７８６（内線２７８６） 

(参考) 建築指導部建築指導課  電話９７２－２９１６（内線２９１６）
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参考 

要安全確認計画記載建築物の耐震対策 

改修 
耐震改修設計助成 継続 

耐震改修工事助成 継続 

除却 除却工事助成 継続 

建替え 

建替え設計に対する助成 創設 

建替え工事に対する利子補給 創設 

容積率の緩和特例 創設 

～要安全確認計画記載建築物とは～ 

昭和56年5月31日以前に工事着手した、愛知県が指定する緊急輸送道路の沿道建築物や、災害

拠点病院等の防災拠点建築物などで、法律に基づき耐震診断の結果を報告することが義務付け

られた建築物。 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）拠点市街地等における沿道・界隈 

活性化の推進 
草案頁 59頁 

予 定 額 ５６，０５８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

官民連携による新たなまちづくりの展開として、ウォーカブル

で魅力的な沿道・界隈を目指す区域において、有効利用しきれて

いない既存建物群の低層部や公開空地等の滞在空間をリノベーシ

ョンし、又はマネジメントする人材や団体を支援することにより、

歩行者目線での良好な景観形成に向けた官民の取組と相まって、

エリア全体の価値向上の面的な波及を図る。 

令和４年度は、連鎖的建物リノベーションの促進、公開空地等環

境整備助成及び地域が主体的に行うまちづくりの推進を行う。 

２ 事業内容 

(１)連鎖的建物リノベーションの促進 新規 

公益財団法人名古屋まちづくり公社と協力して取り組む地域

のまちづくり団体による既存建物群のリノベーションに対して

総合的に支援（四間道・那古野地区においてモデル事業を実施）

(２)公開空地等環境整備助成 

ウォーカブルな空間づくりに資する公開空地等の環境整備を

助成（参考：賑わいの場としての使い方に主眼を置いた公開空地

等の制度基準見直しをあわせて実施） 

(３)地域が主体的に行うまちづくりの推進 

地域のまちづくり団体に対する支援窓口を公社へ一元化し、よ

り使いやすい助成制度等を通じて、民間まちづくりを支援 

担 当 課 

(１)都市計画部都市景観室         電話９７２－２７３１（内線２７３１） 

(２)リニア関連都心開発部都心まちづくり課 電話９７２－２７５６（内線２７５６） 

建築指導部建築指導課         電話９７２－２９１６（内線２９１６） 

(３)都市整備部まちづくり企画課      電話９７２－２７３８（内線２７３８）
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［連鎖的建物リノベーションの促進 令和 4 年度モデル事業箇所図］ 

［拠点市街地等における沿道・界隈活性化 将来イメージ］ 

名古屋駅 

名古屋城
R4年度
モデル事業 
対象エリア 

四間道・ 
那古野 

ウォーカブルで魅力的な沿道・界隈を目指す区域 

活力ある新たな 

テナントの導入 
まちづくり団体と公的セクターが協力し、地域

の核となる物件を一時借受等により再生 

● 活用方針の話合い 

● 募集・マッチング 

● リノベーション工事の実施 

まちづくり団体等 

による活用の申出 

空き店舗等 

の既存建物CLOSED

エリアマネジメント

の促進 賑わっていない 

公開空地等 

リノベーションによる再生スキーム 

高齢化 

活用意欲減退 

● ファサード改修補助   

● リノベーション資金調達支援

● 専門的な助言 

支援 スタート 
アップ等 

● 規制緩和による居心地の良い空間 

の創出、収益源の確保 

● 助成制度によるベンチ・植栽等の 

環境整備 

支援

必要に応じて公共空間の高質化

地域まちづくり支援制度による人材・団体育成 

エリア内で事業が連鎖 エリア全体の活性化・価値向上 

公開空地等の再生スキーム 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）中川運河再生計画の推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ４２，９３７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

中川運河では、平成２４年度に策定した中川運河再生計画に基づ

き本市と名古屋港管理組合において再生の取組を進めており、令和

３年５月には世界運河会議が開催されるなど、市民や企業レベルに

おいても運河再生の機運が高まっている。 

 特に名古屋駅地区に隣接するにぎわいゾーンでは、運河の沿岸用

地において倉庫利用からにぎわい利用への転換を図るため、名古屋

港管理組合によるプロムナード整備等と連携して、具体的な施策の

策定や官民による再生を促進させる新たな枠組みづくりを進める。

また、中川運河と堀川を結ぶ位置にある松重閘門について、再生

に係る技術的検証及び周辺施設の利活用に向けた検討を行う。 

これらを踏まえ、策定後１０年を迎える同計画の更新に繋げる。

２ 事業内容 

(１)中川運河再生の加速化（中川運河再生計画の更新検討） 

・にぎわいゾーンでの沿岸用地の土地利用転換に向けた枠組み

づくりとプロムナード整備等の取組の具体化 

(２)にぎわいゾーンにおける官民連携まちづくりの促進 

・運河再生に資する民間まちづくりを推進する中川運河再生プ

ラットフォームの機能拡充及び水辺空間・倉庫活用等の取組へ

の支援の枠組みづくり 

(３)松重閘門の再生に係る検討 

・閘門閉鎖後に埋め立てられた水路部分を掘削し劣化等を調査 

・現ポンプ所や公園等の周辺施設の今後の利活用に向けた検討 

担 当 課 
都市整備部名港開発振興課 

電話９７２－２７１６（内線２７１６） 
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位置図 

にぎわいゾーンにおける官民連携まちづくりの将来イメージ 

民
間
ま
ち
づ
く
り

本市と名古屋港管理組合による

沿岸用地の土地利用転換に向け

た枠組みづくりと取組の具体化 

公
共
施
設
整
備

沿岸用地 
護岸 中川運河 

道路 

プロムナード

倉庫利用から 

にぎわい利用への転換 

Ｎ

民間まちづくりを支援する
ファンドの創設 

中川運河再生プラットフォ
ームの拡充

至名古屋駅

山王駅

ささしまライブ 24 地区

松重閘門
小栗橋

堀止緑地
堀止

広見憩いの杜
(露橋水処理センター)

北
支
線

東支線

長良橋

0 1000ｍ500

にぎわいゾーン

名古屋港管理組合による

護岸整備とその上部空間

のプロムナード整備

民間事業者による事業展開 

（想定する事業） 

・プロムナードへの接続空間の整備 

・倉庫等の既存建築ストックの活用 

・アートイベントの実施 等 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （拡充）堀川における水上交通の活性化 草案頁 59頁 

予 定 額 ２４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋城から都心部を経て、熱田に通じる歴史軸の魅力を高める

ため、堀川沿川の名古屋城、納屋橋、宮の渡し（熱田神宮）などの

観光拠点を結ぶ堀川における水上交通への期待が高まっている。 

こうした中で、本市では、民間事業者による水上交通の事業化に

向けて、平成３０年度から令和２年度にかけて短期間の試験運航を

実施したが、水上交通の認知度向上や収益性確保などが課題となっ

ている。 

そのため、令和４年度は、令和３年度１１月補正予算（繰越明許

費）による春の運航から継続して、一般市民や観光客による利用が

最も見込まれる区間（名古屋城前（朝日橋）乗船場～納屋橋乗船場）

において土日祝日を中心に継続的な運航を行うことにより、認知度

向上と水上交通の定着を図るととともに、ビジネスモデル構築に向

け、観光商品として試験販売する。 

２ 事業内容 

持続的な運航に向けたモデルの試行 

・名古屋城前（朝日橋）乗船場～納屋橋乗船場において土日祝日

を中心とした継続的な運航（冬期を除く） 

・名古屋城との連携強化による観光客や一般市民の誘客 

・観光客への予約サイトを活用したウェブ販売 

・歴史・沿川施設等の船上ガイドなど船内企画の実施 

担 当 課 
都市整備部名港開発振興課 

電話９７２－２７１６（内線２７１６） 
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位置図 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）民間賃貸住宅を活用した住宅セー

フティネット機能の強化 
草案頁 60頁 

予 定 額 １０８，２６６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市では、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関

する法律に基づき、要配慮者の入居を拒まない民間のセーフティネ

ット住宅の登録を進めているが、高齢者の孤独死等への懸念から、

入居に対する大家の抵抗感は依然として強く、登録の阻害要因とな

っている。 

そこで、単身高齢者世帯が入居するセーフティネット住宅を対象

に、孤独死や残置物による大家の損失を補償する保険契約につい

て、本市が費用を負担して包括的に締結することで、大家の抵抗感

や負担感の軽減を図る。 

さらに、令和２年１２月からモデル的に実施している居住支援コ

ーディネート事業について体制を強化した上で本格的に実施する。

２ 事業内容 

(１)大家に対する住宅改修費補助、家賃減額補助 

(２)家賃債務保証業者に対する家賃債務保証料減額補助 

(３)セーフティネット住宅の家主向け損害保険の包括契約 新規 

(４)居住支援コーディネート事業（住まいサポートなごや）に係る

居住支援コーディネーターの増員 拡充 

(参考)セーフティネット住宅の面積要件の緩和をあわせて行い、

住宅の登録を促進（鉄道駅から概ね800ｍ以内の駅そばに立

地する住宅が対象） 

担当課 

住宅部住宅企画課 

電話９７２－２９４１（内線２９４１） 
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セーフティネット住宅の家主向け損害保険の包括契約（イメージ図） 

対  象：６０歳以上の単身高齢者世帯が入居するセーフティネット住宅 

補償内容：孤独死により生じた残置物処理費用等 

保 険 料：本市が負担 

居住支援コーディネート事業（イメージ図） 

居住支援コーディネーター：住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居円滑化

や居住の安定確保に向けて、居住支援法人や福祉

部局等の相談機関、不動産事業者等の関係者の間

で調整を行う。

市 保険会社

住戸の登録手続き

居室内死亡事故
発生時に保険金を請求

保険金の支払

保険契約

保険料の支払

大家 

大家 

大家 

大家 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）分譲マンションの適切な維持管理

等の支援 
草案頁 60頁 

予 定 額 ２２，２９７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和２年度にマンションの管理の適正化の推進に関する法律が

改正され、法律に基づく管理の適正化に資する助言指導や一定の管

理基準を満たす管理計画の認定が可能になるなど、マンションの管

理に対する地方公共団体の権限が強化された。 

本市では、令和２年度に市内すべての分譲マンションを対象とし

た管理実態調査を実施したが、管理組合の回答は約半数に留まり、

任意の調査では管理状況の把握に課題があることが分かった。 

このため、条例によりマンションの管理状況の届出を義務化し、

管理組合に対して、管理状況に応じた助言指導や支援等を関係団体

と連携して行う。 

併せて、マンション分譲事業者に対しても将来の管理運営に関す

る事項の届出を義務化し、修繕積立金の設定水準など管理組合が円

滑な運営を図る上で必要な調査を行う。 

２ 事業内容 

(１)専門家派遣事業、外部役員派遣事業等の実施 

(２)管理状況の届出及び助言指導 新規 

(３)管理組合が行う大規模修繕工事の円滑化 新規 

・長期修繕計画の作成支援 

・修繕工事発注に係る名古屋市住宅供給公社の相談窓口設置 

・住宅金融支援機構からの融資に対する利子補給 

担 当 課 
住宅部住宅企画課 

電話９７２－２９４１（内線２９４１） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項
（拡充）名古屋高速道路公社への出資金及び

建設資金貸付金 
草案頁 61頁 

予 定 額 ３，０７４，５００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

名古屋高速道路の名古屋駅周辺のランプは、栄・伏見地区を向い

た出口配置であり、名古屋駅へ向かうにはＵターンや迂回を伴う利

用となっている。また、都心環状線の合流部等では、朝夕を中心に渋

滞が発生している。さらに、再開発の進展などにより交通量の増大

が見込まれている。 

これらに対応し、リニア中央新幹線の速達性の効果を広域的に波

及させるために、黄金出入口のフルインターチェンジ化、新洲崎Ｊ

ＣＴにおける出入口新設並びに栄地区における出入口新設及び丸田

町ＪＣＴにおける渡り線追加により、名古屋駅地区や栄地区を含む

都心部と高速道路とのアクセス性向上を図る。 

黄金出入口のフルインターチェンジ化及び新洲崎ＪＣＴにおける

出入口新設については、令和２年１０月に、栄地区における出入口

新設及び丸田町ＪＣＴにおける渡り線追加については、令和３年

１０月に、それぞれ都市計画事業認可を受けている。 

２ 事業内容 

 名古屋高速道路公社が実施する以下の事業に対して、出資金及び

建設資金貸付金を支出（建設事業費の２５％） 

・新黄金出入口及び新洲崎出入口 

  用地補償、測量・設計、地下埋設物件移設等 

・栄出入口、西渡り線及び南渡り線 

  測量・設計、地下埋設物件移設等 

担 当 課
都市計画部街路計画課 

電話９７２－２７２２（内線２７２２） 
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箇所図 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（拡充）ガイドウェイバス志段味線への自

動運転技術導入検討 
草案頁 62頁 

予 定 額 ４５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

本市北東部の基幹的な公共交通機関であるガイドウェイバス志

段味線（愛称:ゆとりーとライン）については、志段味地区全体の

まちづくりが進む中で利用者が年々増加しており、将来の輸送力増

強を図るためには、現行のガイドウェイバスシステムに代わる自動

運転技術を活用した新たなシステムの導入が必要になっている。 

このため、令和４年度は、令和３年度に行った自動運転技術の活

用に係る概略検討を踏まえ、関係する事業者や機関等との協議・調

整を行いつつ、次期システムの導入ビジョンの策定を目指す。 

２ 事業内容 

(１)自動運転技術を活用した次期バス車両の検討 

(２)バス専用道（高架構造物）の改修設計基準の検討 

(３)新しい輸送システム導入に向けた事業スキームの検討 

［ガイドウェイバス志段味線の概要］ 

高架専用軌道区間と平面一般道路区間を同一車両で走行するデュアルモー

ドを備えたガイドウェイバスシステムを日本で初めて導入した公共交通機関

として、平成１３年３月２３日に開業した。 

 高架専用軌道区間 平面一般道路区間 

適用 

法規 

軌道法 

（軌道事業） 

道路運送法 

（一般旅客自動車運送事業） 

運行 

主体 

名古屋ガイドウェイバス株式会社 名古屋市交通局 

担 当 課 
都市計画部交通施設管理課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 
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ガイドウェイバス志段味線路線図 

ガイドウェイバス志段味線（高架区間）の利用人員の推移 
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☆
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年度 
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令和４年度主な施策等一覧 

住宅都市局 

事 項
（継続）リニア中央新幹線開業に向けたまち

づくりの推進 
草案頁 58頁 

予 定 額 １，８２０，１８２千円 

事業の概要

１ 趣旨 

リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりについては、「名古屋

駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」や「リニア駅周辺の

まちづくりの方向性（中間とりまとめ）」等の計画をふまえ、関係機

関等との協議及び計画の検討を進めているところである。 

令和４年度は、名古屋駅ターミナル機能の強化について、東側駅

前広場の完成に向け、引き続き飛翔の解体を進め、本格的な工事を

実施する。また、西側駅前広場におけるリニア開業時の姿の実現に

向け、デザイン計画を踏まえ、詳細設計等を実施する。併せて、駅東

側・西側における各施設の設計など整備内容の具体化の検討を行う。

また、名古屋駅周辺まちづくりの推進について、リニア駅周辺の

面的整備に関する都市計画手続に向けた検討を行う。 

２ 事業内容 

(１)名古屋駅ターミナル機能の強化 

駅前広場の再整備等の検討・設計・工事 

(２)名古屋駅周辺まちづくりの推進 

リニア駅周辺の面的整備の検討 

担 当 課
リニア関連都心開発部リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話９７２－３９８９（内線３９８９） 
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箇所図 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 
（継続）栄地区まちづくりプロジェクトの 

推進 
草案頁 58頁 

予 定 額 ２９６，１１２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

栄地区においては、平成２５年に策定した「栄地区グランドビジ

ョン」に基づき、久屋大通の再生を進めており、「ミツコシマエ ヒ

ロバス」や「Hisaya-odori Park」を開業し、賑わいの創出に取り

組んでいるところである。 

令和２年３月に久屋大通再生有識者懇談会から受けた提言（久屋

大通のあり方（南エリア部分））を踏まえ、令和４年度に策定する

久屋大通（南エリア）再整備プランに基づき、事業化に向けた整備・

管理運営に係る条件整理などを実施する。 

また、北・テレビ塔エリア及びオアシス２１については、適切な

管理運営を行い、各施設の連携による賑わいの相乗効果等を発揮し

ながら、エリアの更なる魅力向上に努めていく。 

２ 事業内容 

(１)久屋大通の再生 

・南エリアの事業化に向けた検討調査費等 

・北エリア・テレビ塔エリアの指定管理料等 

(２)オアシス２１の管理運営等 

・バスターミナル・公園の指定管理料 

・施設の修繕に係る経費 

担 当 課 

リニア関連都心開発部都心まちづくり課 

電話９７２－２９４７（内線２９４７） 
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箇所図 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （継続）中志段味地区の整備 草案頁 58頁 

予 定 額 ６１３，１２０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

志段味地区では、総合的なまちづくりを進めることを名古屋市基

本計画等に位置付け、組合施行による土地区画整理事業により良好

な住宅市街地の整備が進められている。 

中志段味特定土地区画整理組合は、平成２８年度に現事業計画の

ままでは大幅な収支不足となることが明らかとなり、事業再建に取

り組んでいる。令和３年度は、組合による施行地区縮小や再減歩と

いった最大限の自助努力によってもなお解消しない収支不足につ

いて事業関係者へ支援を求めていた調停が成立し、それらを踏まえ

た変更事業計画案が組合の総会において可決されたところである。

本市としても、令和４年度は引き続き、組合の事業再建に必要と

なる費用への助成等を実施する。 

２ 事業内容 

(１)組合の事業再建に対する助成 

換地設計の見直し等に要する費用を助成 

(２)土地区画整理事業から外れる地区の対応 

道路等の改修工事、官民境界測量の実施 

(３)施行地区境の暫定整備 

上志段味地区における志段味線の暫定整備 

担 当 課 
都市整備部市街地整備課 

電話９７２－２７６４（内線２７６４） 
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令和４年度主な施策等一覧

住宅都市局 

事 項 （継続）金山駅周辺まちづくりの推進 草案頁 59頁 

予 定 額 ３１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

金山地区においては、平成２９年３月に策定した「金山駅周辺ま

ちづくり構想」に基づき、音楽や文化が面的に拡がる魅力的でウォ

ーカブルなまちの形成を目指し、古沢公園・市民会館エリアにおい

て進められている市民会館の改築に関する検討と連携して、公園・

駐車場等の基盤整備の検討、アスナル金山エリア再整備の事業化の

検討、地区全体の回遊性強化に向けた南北連携方策の検討、及びエ

リア防災計画の改定検討を行っている。 

令和４年度は、各種施設の基本配置や整備スキーム等に関する検

討、及び地区全体の交通処理検討とそれを踏まえた道路等のあり方

検討を行い、これらを整えた上で地区整備計画を策定する。 

併せて、エリア防災計画の推進のため、帰宅困難者対策協議会の

運営や意識啓発媒体の作成等を行う。 

２ 事業内容 

(１)地区整備計画策定に向けた調査検討 

・施設の基本配置や整備スキーム等に関する検討 

・地区全体の交通処理検討及び道路等のあり方検討 

(２)エリア防災計画の推進 

・帰宅困難者対策協議会の運営等 

担 当 課 
都市整備部まちづくり企画課 

電話９７２－２７３９（内線２７３９） 

ああ 
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[箇所図] 

構想対象範囲

南北連携

古沢公園・市民会館エリア 

アスナル金山エリア 

市民会館

古沢公園

アスナル金山

金山総合駅

凡例
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令和4年度主な施策等一覧（緑政土木局）

区 分 事 項 予 定 額 項
千円

新 規 ため池の耐震対策 102,400 1

通学路における交通安全緊急対策 70,788 2

なごや農業「まるっと支援」事業 16,500 3

拡 充 水防法改正等に伴うハザードマップの改定 59,000 4

鶴舞公園の魅力向上 315,608 5

堀川の魅力向上とにぎわいづくり 43,000 6

県体育館移転に伴う地下横断歩道の整備 176,400 7

街路樹再生事業 773,050 8

農業センターの民間活力を活かした施設改修等 112,640 9

みどりが丘公園合葬式墓地の整備 258,000 10

継 続
新型コロナウイルス感染症対策利用料金適用施設
の減収補填

239,832
（各局）
で掲載

開 設 中村土木事務所 11





 

－１－ 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （新規）ため池の耐震対策 草案頁 ４０頁 

予 定 額 １０２，４００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  平成30年7月豪雨では、西日本を中心に広範囲かつ長時間にわ

たり大雨が続き、全国で32か所のため池が決壊し、各地で甚大な

被害が発生した。 

令和2年6月には「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推

進に関する特例措置法」が公布され、市民の生命及び財産を保護

するため、ため池の防災工事等を集中的かつ計画的に推進してい

くこととなった。 

本事業は、堤防を有するため池について、現在先行して実施し

ている豪雨対策に引き続き、堤防の耐震対策を進めることでため

池の決壊に備えるものであり、令和４年度は、耐震性能の確認を

行う。 

 

２ 内 容 

・地質調査及び耐震調査 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 

河川部河川工務課           内線 ２８８５ 

緑地部緑地事業課           内線 ２４８４ 

東山総合公園         電話 ７８２－２１１１ 
 

 



 

－２－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （新規）通学路における交通安全緊急対策 草案頁 ６１頁 

予 定 額 ７０，７８８千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  令和３年６月に発生した千葉県八街市での交通事故を受け、関

係機関と連携し、市立小学校全校で実施した通学路における合同

点検の結果を踏まえ、緊急に対策を実施するもの。 

 

２ 内 容 

・通学路における交通安全の更なる確保のための交通安全緊急

対策の実施 

（防護柵の設置、路肩カラー等の整備、道路標識の設置等 

 ４１箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 路政部 道路維持課        電話９７２－２８２７ 

 



－３－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （新規）なごや農業「まるっと支援」事業 草案頁 ７２頁 

予 定 額 １６,５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 平成 27 年の都市農業振興基本法制定により、都市農地は「都市

にあるべきもの」として改めて位置づけられ、公益的かつ多面的な

機能の発揮が一層期待されるようになった。これまで本市では、「生

産」に対する支援を中心としてきたが、農家と事業者のマッチング

を実施する等、「生産」、「流通」、「製造・加工」、「販売」を

つなぐ役割を担い、地元農産物を活用する機運を高めるとともにブ

ランド化を図ることで、農家の営農意欲を促進し、農地の保全につ

なげる。 

 また、「なごやめし」の代表でもあり、全国的に高い認知度を誇

る名古屋コーチンは、地域資源として大きな可能性を秘めている。

しかし、近年の社会情勢の変化により消費が低迷していることか

ら、一大消費地としてこの問題に取り組み、他都市への魅力発信に

よる消費拡大を目指すことで、名古屋コーチンの持つポテンシャル

を十分に活かし、都市魅力向上につなげる。 

 令和４年度は、農家や事業者等を対象とした調査を実施し、地元

農産物のブランド化や名古屋コーチンのブランド力強化に向け、効

果的な支援施策を検討する。 

 

２ 内 容 

 ・地元農産物のブランド化に向けた検討調査 

 ・名古屋コーチンのブランド力強化に向けた検討調査 等 

担 当 課 
都市農業課        電話 ９７２－２４６２ 

農業センター       電話 ８０１－５２２１      
 

 



－４－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

緑政土木局 

事 項 
（拡充）水防法改正等に伴うハザードマッ 

プの改定 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １８３，０００千円  

事業の概要 

 

１ 趣旨 

平成２７年の水防法改正に基づく想定最大規模の浸水想定や

津波、地震などすべての災害を取りまとめた総合ハザードマップ

の印刷・製本を行い、様々な災害に対して市民が適切に避難でき

るよう市民へ全戸配布する。 

 

２ 仕様 

マップ 

・水防法に基づく洪水、内水氾濫、高潮に加え、ため池、

土砂災害、津波及び地震といったすべての災害を対象

に作成 

・自宅が被災して帰宅できない場合に、一定期間避難生

活を送る場所を示した避難所マップを作成 

情報 

学習面 

・防災情報及び日頃からの備え等を記載した情報学習

面を冊子で作成 

・最終頁にマップ等をまとめて保管するため、ポケット

を作成 

 

３ 主な変更点 

 ・洪水及び内水氾濫について、想定し得る最大規模の降雨による

浸水想定に変更 

 ・高潮及びため池の浸水想定を新たに公表 

 ・台風接近等の災害時に、あらかじめ自分自身がとる具体的な行

動を時系列に整理できるマイタイムラインを新たに作成 

担 当 課 危機管理企画室          電話 ９７２－３５２３      
 

 

 

防災危機管理局 １２４，０００千円 

緑政土木局    ５９，０００千円 



－５－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （拡充）鶴舞公園の魅力向上 草案頁 
４２、 

４３頁 

予 定 額 ３１５，６０８千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨  

鶴舞公園では、さらなる魅力向上と利活用促進を図るため、令

和３年度にＰａｒｋ－ＰＦＩ制度と指定管理者制度を組み合せ

た整備運営事業提案の公募を行うとともに、竜ヶ池の再整備に着

手するなど再生を進めている。 

令和４年度は、鶴舞公園の正面南、秋の池、熊沢山の３つの区

域でＰａｒｋ－ＰＦＩ制度による整備を行い、令和５年４月頃に

供用を開始する予定である。 

また、引き続き竜ヶ池の再整備に取り組むとともに、子どもの

広場の設計に着手する。 

 

２ 事業内容  

・民間活力を活用した整備 

  対象施設：休憩所、トイレ、園路等 

対象区域：正面南、秋の池、熊沢山 

・竜ヶ池の護岸等の改修、子どもの広場の基本設計 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
緑地部 緑地利活用課       電話 ９７２－２４８９ 

緑地事業課        電話 ９７２－２４８４ 
 

 

くまざわやま 



－６－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （拡充）堀川の魅力向上とにぎわいづくり 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ４３，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 堀川では、「うるおいと活気の都市軸・堀川」の再生を目指し、

総合的な整備を周辺まちづくりと一体となって進めており、河川

空間の利活用などにより堀川のにぎわいづくりを推進している。  

 今後、リニア中央新幹線の開業に向けて、堀川のさらなる魅力

創出によるにぎわいづくりが求められている。 

令和４年度は、引き続き納屋橋地区において、ライトアップ整

備を行うとともに、その他地区における魅力向上に向けて検討等

を実施する。 

 

２ 事業内容 

○納屋橋地区 

・ライトアップ整備 

○その他地区 

・白鳥プロムナードの新たな活用方法に関する検討 

・民間活力導入の推進（尾頭橋地区等） 

 

担 当 課 河川部 河川計画課        電話 ９７２－２８９１ 

 

 



－７－ 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 
（拡充）県体育館移転に伴う地下横断歩道の

整備 
草案頁 ６１頁 

予 定 額 １７６，４００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  令和８年のアジア競技大会に向けて、県体育館が名城公園北園

へ移転することにより、地下鉄名城公園駅から名城公園北園へ大

津通を横断する歩行者の大幅な増加が見込まれる。そのため、歩

行者が安全で快適に移動できる地下横断歩道の整備を令和７年

度にかけて行う。 

令和４年度は、中央分離帯・街路樹の撤去等や地下横断歩道の

整備の際に支障となる埋設管の移設を行う。 

 

２ 内 容 

 ・地下横断歩道の整備 

・占用企業者への埋設管の移設補償 

 

 

 

 

 

担 当 課 路政部 道路維持課         電話９７２－４２０８ 

 

 

 

 

 

 



 

－８－ 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （拡充）街路樹再生事業 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ７７３，０５０千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  令和３年１０月に公表した街路樹再生なごやプランに基づき、

街路樹の更新・撤去及びせん定等の事業量を拡充し、道路の安全

性の確保及び都市魅力の向上を図る。 

  

２ 事業内容 

・大木化や老木化した街路樹等の更新 

・狭幅員歩道の通行確保等のための街路樹の撤去 

・健全育成、災害時の安全性確保のためのせん定等の維持管理 

向上 

  

  

                            

 

 

 

担 当 課 緑地部 緑地維持課          電話２４９４      

 

 



－９－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 
（拡充）農業センターの民間活力を活かし

た施設改修等 
草案頁 ７２頁 

予 定 額 １１２，６４０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  農業センターの主な役割が「農業者の支援」から「市民と農を

つなぐ架け橋」へと変化してきたことを踏まえ、サービスの質的

向上と効率化をはかるため、リニューアル整備事業を実施すると

ともに、令和５年度に指定管理者制度を導入し、民間活力を積極

的に活かした魅力向上に取り組む。 

  令和４年度は、引き続き基盤整備等に取り組むとともに、設計・

施工・管理運営を一括して発注する方式により事業者を公募し、

リニューアル整備事業に着手する。 

 

２ 内 容 

（１）基盤整備等 

  ・活用困難な建築物の撤去 

  ・展示鶏舎の改修  等 

（２）事業者公募の実施 

  ・公募支援業務 

（３）リニューアル整備事業（※）  

  ・成牛舎の改築 

  ・展示温室の撤去、広場の一体的活用 

  ・育雛舎の改修   等 

  ※債務負担行為 

期間：令和５年度   限度額：３４１，０００千円 

 

 

 

担 当 課 
農業センター     電話８０１－５２２１ 

都市農業課      電話９７２－２４６２ 
 



－１０－ 

 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （拡充）みどりが丘公園合葬式墓地の整備 草案頁 ８７頁 

予 定 額 ２５８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  みどりが丘公園は、昭和５９年に都市計画決定された墓園であ

り、墓地公園として代々承継の必要な従来型墓地の整備・貸付を

行っているが、近年の社会情勢の変化により、お墓に対する人々

の意識が大きく変化し、承継や維持管理の負担が少ない墓地のニ

ーズが高まっている。 

  こうした市民ニーズに応えるため、令和４年度は、名古屋市営

で初となる合葬式墓地の整備を行う。 

 

２ 内 容 

（１）合葬式墓地の埋蔵数 

共同埋蔵 ８，０００体 

個別埋蔵 ２，０００体～４，０００体 

（２）一体あたりの使用料 

共同埋蔵 １２万円 

個別埋蔵 ２０万円 

（３）スケジュール 

令和４年度 整備 

令和５年度 募集、供用開始 

担 当 課 
緑地部 緑地事業課         電話９７２－２４８５ 

    緑地利活用課        電話９７２－２４９２ 
 

 



 

－１１－ 

令和４年度主な施策等一覧 

緑政土木局 

事 項 （開設）中村土木事務所 草案頁 ６２頁 

予 定 額 ― 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  中村区役所の移転改築とともに、保健センター、土木事務所及

び市税事務所を集約し、複合庁舎を開設するもの。 

 

２ 施設概要 

 (1) 場 所 

   中村区松原町１丁目２３番地の１ 

 

 (2) 規 模 

  ・地下１階地上５階建 

  ・延床面積                 (単位：㎡) 

区役所 ８,３４４ 
保健センター ３,６２８ 

土木事務所 １,７６５ 

市税事務所 ３,９６３ 

計 １７,７００ 

 (3) 建設費（全体） 

   ８,０２２百万円 

 

３ 開設時期 

   令和５年１月（予定） 

 

 

担 当 課 

 

路政部道路維持課        電話 ９７２－２８５４ 

 
 

 



令和４年度主な施策等一覧（消防局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 消防団活動用救命ボートの購入 19,000 1

愛知県防災ヘリコプター運航業務の受託 444,951 2

消防署所等における新型コロナウイルス感染
症対策の強化

20,000 3

中川消防署リニューアル改修の基本調査 6,000 4

押切出張所リニューアル改修の基本調査 2,500 5

星崎出張所リニューアル改修の基本調査 2,500 6

耐震性防火水槽の設置 60,582 7

新型コロナウイルス感染症対策非常用救急車
の追加配備

9,939 8

消防団詰所の整備 275,672 9

拡 充 消防団員出場手当 136,331 10

救急隊増隊に伴う特別消防隊第三方面隊庁舎
の改修

222,767 11

指令管制システムの更新 469,870 12

継 続 吹上出張所リニューアル改修の設計 8,100 13

白金出張所リニューアル改修の設計 7,500 14

消防車両の購入 1,267,273 15

消防団車両の購入 110,181 16

戸別訪問による防災用品を活用した地域防災
力向上促進事業

398,000 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続
家具転倒防止ボランティアの養成及び派遣事
業

10,000 18

開 設 消防団詰所（８カ所） 19



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （新規）消防団活動用救命ボートの購入 草案頁 ３６頁 

予 定 額 １９，０００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  水害時において、救助活動及び支援物資の搬送に活用するため

の救命ボートを購入し、必要な消防団に配置・更新する。 

２ 整備概要 

 ⑴ 新たに高潮浸水想定区域となる予定の学区を管轄する消防 

  団への配置 

 ⑵ 既に高潮浸水想定区域内である学区を管轄する消防団のう

ち、平成13年に整備した救命ボートの更新 

３ 整備数 

  ⑴ 配置   １７艇 

 ⑵ 更新   ６３艇 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５６１（内線：３５６１） 



－２－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（新規）愛知県防災ヘリコプター運航業務

    の受託 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ４４４，９５１千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  愛知県が行っているヘリコプターに関する事務を本市が受託

し、本市及び愛知県の保有する機体を一体的に運用することで、

本市はもとより県内の消防防災体制の充実を図る。 

２ 主な受託事務 

  航空機を用いて行う愛知県内の市町村に対する消防の支援に

関する事務 

３ 保有機体 

  名古屋市 ２機 

  愛知県  １機 

４ スケジュール 

  令和４年度 業務の受託開始 

担 当 課 消防部消防航空隊  電話０５６８－２８－０１１９ 



－３－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（新規）消防署所等における新型コロナ 

    ウイルス感染症対策の強化 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  救急活動をはじめ、感染症患者と直接接触する機会があり、感

染リスクの極めて高い状況にいる消防署所等の職員の感染防止

及び業務継続のため、感染予防対策を図る。 

２ 整備概要 

 ⑴ 洗面所の自動水栓化 

 ⑵ 手洗いの増設 

３ スケジュール 

  令和４年度 設置工事 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－４－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（新規）中川消防署リニューアル改修の 

    基本調査 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ６，０００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  築４７年が経過した中川消防署について、老朽化した消防庁舎

のリニューアル改修に向けた基本調査を行う。 

２ 整備概要 

 ⑴ 施設の機能回復 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ スケジュール 

  令和４年度   基本調査、仮設庁舎設計 

  令和５年度   設計、仮設庁舎建設 

  令和６～７年度 工事、仮設庁舎リース 

４ 施設概要 

  所 在 地 中川区高畑一丁目２２４番地 

  敷地面積 ２６５２．６７㎡ 

  延床面積 １４７５．４７㎡ 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－５－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（新規）押切出張所リニューアル改修の 

    基本調査 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ２，５００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  築４９年が経過した西消防署押切出張所について、老朽化した

消防庁舎のリニューアル改修に向けた基本調査を行う。 

２ 整備概要 

 ⑴ 施設の機能回復 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ スケジュール 

  令和４年度 基本調査 

  令和５年度 設計 

  令和６年度 工事 

４ 施設概要 

  所 在 地 名古屋市西区天神山町１番２４号 

  敷地面積 ５０６．６４㎡ 

  延床面積 ２３２．３２㎡ 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－６－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（新規）星崎出張所リニューアル改修の 

    基本調査 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ２，５００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  築４５年が経過した南消防署星崎出張所について、老朽化した

消防庁舎のリニューアル改修に向けた基本調査を行う。 

２ 整備概要 

 ⑴ 施設の機能回復 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ スケジュール 

  令和４年度 基本調査 

  令和５年度 設計 

  令和６年度 工事 

４ 施設概要 

  所 在 地 名古屋市南区鳴尾一丁目７９番地 

  敷地面積 ７５０．００㎡ 

  延床面積 ２４０．００㎡ 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－７－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （新規）耐震性防火水槽の設置 草案頁 ３６頁 

予 定 額 ６０，５８２千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  大規模地震発生時において、火災が発生した際に大規模な延焼

の危険性が高く、かつ消防隊により早期対応できない地域に対し

耐震性防火水槽を設置する。 

２ 事業概要 

  大規模地震発生に伴う火災に迅速に対応するため、耐震性防火

水槽を設置し水源確保を図る。 

３ 設置場所 

  南区鳴尾二丁目１１０（鳴尾公園） 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５６０（内線：３５６０） 



－８－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（新規）新型コロナウイルス感染症対策 

非常用救急車の追加配備 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ９，９３９千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症の拡大等による救急需要増加に備

え、非常用救急車を追加配備する。 

２ 主な使途 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症の拡大等による救急需要対策 

 ⑵ 本部救急隊用の法定点検時等の代替車両 

３ 追加配備車両数 

  １両 

４ スケジュール 

 令和４年度 運用開始 

担 当 課
救急部救急課  電話９７２－３５５２（内線：３５５２） 

総務部施設課  電話９７２－３５１８（内線：３５１８） 



－９－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （新規）消防団詰所の整備 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２７５，６７２千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  大規模災害に備え、必要な耐震性を有するとともに、消防団の

装備を収納でき、継続的・長期的な活動を可能とするスペースや

女性団員に配慮した設備を有する消防団詰所を、市が整備する。

２ 事業内容 

  上記趣旨を踏まえた消防団詰所を整備するとともに、翌年度に

整備の対象となる消防団詰所予定地について、地盤調査、測量等

の基本調査を実施する。 

３ 対象詰所数及びスケジュール 

 ⑴ 令和４年度整備対象詰所：８カ所 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

基本調査 設計・工事 運用開始(予定) 

 ⑵ 令和５年度整備対象詰所：８カ所 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

基本調査 設計・工事(予定) 運用開始(予定) 

担 当 課
消防部消防課  電話９７２－３５６１（内線：３５６１） 

総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－１０－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （拡充）消防団員出場手当 草案頁 ３６頁 

予 定 額 １３６，３３１千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  消防団員の処遇改善を図ることを目的に、総務省消防庁から 

「非常勤消防団員の報酬等の基準」が示されたことに伴い、消 

防団員の出場手当を増額する。 

２ 内容 

 ⑴ 災害出動 

   １日当たり８，０００円を標準額とするよう増額する。 

 ⑵ 災害出動以外の出動 

   消防署員立会い（合同）の訓練等の活動における支給額を 

増額するなど、出動の態様や業務の負荷、活動時間などを勘 

案し、標準額（８，０００円）と均衡のとれた額とする。 

（参考） 

 増額前の「消防団員出場手当」として、経常経費２２２，７９３

 千円を合わせ、３５９，１２４千円を計上 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５６１（内線：３５６１） 



－１１－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（拡充）救急隊増隊に伴う特別消防隊第三

    方面隊庁舎の改修 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ２２２，７６７千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  救急隊の増隊に伴い特別消防隊第三方面隊庁舎を改修する。 

２ 整備概要 

 ⑴ 消防隊、救急隊の執務環境整備 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ スケジュール 

 令和３年度 設計 

 令和４年度 工事 

４ 施設概要 

  所 在 地 北区上飯田南町４丁目１番地の１１ 

  敷地面積 １１９９．９５㎡ 

  延床面積  ３４４．４０㎡ 

担 当 課
総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 

救急部救急課  電話９７２－３５５２（内線：３５５２） 



－１２－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （拡充）指令管制システムの更新 草案頁 ３６頁 

予 定 額 ４６９，８７０千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  平成２３年度から運用し、老朽化が進んでいる指令管制システ

ムを更新する。 

２ 事業概要 

 ⑴ 実施設計に基づく、開発業務委託及び監理業務委託 

 ⑵ 防災指令センター改修工事の設計業務委託 

３ スケジュール 

  令和２年度   基本調査 

  令和３～４年度 実施設計・契約支援 

  令和４～６年度 システム開発、監理、改修工事の設計 

          （債務負担行為 ８，３８９百万円） 

  令和５～７年度 防災指令センター改修工事 

  令和７年度   運用開始 

                （参考） 

                 近隣の７消防本部と 

                 共同運用を予定 

担 当 課 消防部指令課  電話９７２－３５２４（内線：３５２４） 



－１３－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（継続）吹上出張所リニューアル改修の 

    設計 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ８，１００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  築５２年が経過した千種消防署吹上出張所について、老朽化し

た消防庁舎のリニューアル改修に向けた設計を行う。 

２ 整備概要 

 ⑴ 施設の機能回復 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ スケジュール 

 令和３年度 基本調査 

 令和４年度 設計 

 令和５年度 工事 

４ 施設概要 

  所 在 地 千種区吹上二丁目５番１１号 

  敷地面積 ５００．９４㎡ 

  延床面積 ２３１．００㎡ 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－１４－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（継続）白金出張所リニューアル改修の 

    設計 
草案頁 ３６頁 

予 定 額 ７，５００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  築５２年が経過した昭和消防署白金出張所について、老朽化し

た消防庁舎のリニューアル改修に向けた設計を行う。 

２ 整備概要 

 ⑴ 施設の機能回復 

 ⑵ 個室仮眠室の整備 

 ⑶ 女性消防官の執務環境整備 

３ スケジュール 

  令和３年度 基本調査 

  令和４年度 設計 

  令和５年度 工事 

４ 施設概要 

  所 在 地 昭和区福江二丁目８番１１号 

  敷地面積 ６６１．９５㎡ 

  延床面積 ２３０．５４㎡ 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



－１５－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）消防車両の購入 草案頁 ３６頁 

予 定 額 １，２６７，２７３千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  経年により老朽化した車両の更新を行う。 

２ 対象車両 

 ・ 救急車       ８両 

 ・ タンク車     １９両 

 ・ はしご車      １両 

 ・ 高所活動車     １両 

 ・ 救助車       ２両 

 ・ 輸送車       ３両 

 ・ 指揮車       １両 

担 当 課 総務部施設課  電話９７２－３５１８（内線：３５１８） 



－１６－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （継続）消防団車両の購入 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １１０，１８１千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  大規模災害による被害の軽減を図るため、消防団の広範囲かつ

迅速な活動を可能とする消防団車両を、市が整備する。 

２ 整備概要 

  大規模災害対応に必要な可搬式ポンプなどの資器材の積載及

び活動人員の搬送が可能な消防団車両を整備する。 

３ 整備車両数 

  １５両 

担 当 課
消防部消防課  電話９７２－３５６１（内線：３５６１） 

総務部施設課  電話９７２－３５１８（内線：３５１８） 



－１７－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（継続）戸別訪問による防災用品を活用 

    した地域防災力向上促進事業 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 ３９８，０００千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  各世帯を戸別訪問し、防災用品を配付することで家庭における

「命を守る」ための取組みを強力に働きかけ、地域防災力の向上

を図る。 

２ 事業概要 

  消防職員等が、各世帯を戸別訪問し、調査票を用い住民と共に

不足している防災力について確認した上で、必要な防災用品を選

択制により配付する。 

  これにより、市民一人ひとりによる具体的な防災対策の実践に

つなげ、家庭における防災力の強化を図る。 

  なお、感染防止対策を講じ、市民の理解を得た上で実施する。

３ 事業規模 

  各区の規模を踏まえて、市内６８学区規模で実施する。 

４ 配付する防災用品（選択制） 

 ⑴ 家具転倒防止器具 

 ⑵ 家庭用簡易消火スプレー 

 ⑶ 感震ブレーカー（おもり式） 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５４３（内線：３５４３） 

戸別訪問の様子 



－１８－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項
（継続）家具転倒防止ボランティアの養成

    及び派遣事業 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要

１ 趣旨  

  発生が懸念される南海トラフ巨大地震における被害の軽減を

目的とし、家具の転倒防止対策を自ら行うことができない市民に

対する支援のため、家具転倒防止ボランティアの養成及び派遣を

実施する。（区提案連携事業）  

２ 事業概要 

 ⑴ ボランティアの養成 

  ・ ボランティア養成講座 

  ・ ボランティア養成実践研修 

 ⑵ ボランティアの派遣 

   家具の転倒防止対策を自ら行うことが困難な世帯に実施 

 ⑶ 実施区 

   全区において実施 

(参考) 

区提案連携事業とは、区と局が共に、 

地域での課題解決に所管局予算として 

取り組む事業 

担 当 課 消防部消防課  電話９７２－３５４３（内線：３５４３） 



－１９－ 

令和４年度主な施策等一覧

消防局 

事 項 （開設）消防団詰所の整備 草案頁 ３７頁 

予 定 額

事業の概要

１ 趣旨 

  大規模災害に備え、必要な耐震性を有するとともに、消防団の

装備を収納でき、継続的・長期的な活動を可能とするスペースや

女性団員に配慮した設備を有する消防団詰所を、市が整備する。

２ 施設の概要 

 ⑴ 施設内容 会議室兼待機室、車庫、資機材収納スペース、 

トイレ（男女別）、更衣スペース(男女別)、 

ミニキッチン、非常電源設備等 

 ⑵ 対象詰所 ８カ所 

  ・千種区 大和消防団詰所 

  ・北区  宮前消防団詰所 

  ・瑞穂区 弥富消防団詰所 

  ・港区  正保消防団詰所 

  ・南区  笠寺消防団詰所 

  ・守山区 大森消防団詰所 

  ・守山区 志段味西消防団詰所 

  ・緑区  太子消防団詰所 

担 当 課
消防部消防課  電話９７２－３５６１（内線：３５６１） 

総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線：３５１７） 



令和4年度主な施策等一覧（教育委員会）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規
スチームコンベクションオーブンの導入拡
大に向けた調査・設計

8,000 1

中学校（守山区）新設の設計及び用地取得 866,755 2

小学校統合校の設計等 18,680 3

学校エレベーターの更新
債務負担行為

(168,000)
4

学校プールの改修 104,000 5

高等学校における１人１台タブレット端末
の導入

295,420 6

若宮高等特別支援学校の新設 88,762 7

天白養護学校増築の設計等 187,000 8

なごや子ども応援委員会相談等対応記録シ
ステムの構築

25,453 9

いじめ防止対策の調査検証 26,000 11

校内の教室以外の居場所づくり 73,803 12

子ども適応相談センター第３サテライト整
備の設計

6,000 13

民間オンライン学習プログラム導入による
学習支援

26,250 14

学校福祉専門員の配置 50,150 15

幼稚園における預かり保育室の新型コロナ
ウイルス感染症対策改修

5,720 16

学校トイレにおける生理用品の配置 7,500 17

就学援助所得基準額の変更 146,732 18



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 教育センターの空調設備等改修 16,000 19

教職員の働き方改革プラン策定に向けた調
査

10,000 20

博物館リニューアル改修の設計等 486,369 21

デジタルトランスフォーメーションの推進
（就学事務等システムの標準化に伴う調
査）

58,000 22

拡 充 小学校４年生での35人学級の実施 562,331 23

新たな公立高等学校入学者選抜制度の実施 64,264 24

給食調理用フライヤーの更新 27,652 25

学校施設のバリアフリー化 345,500 26

学校体育館空調設備の整備 2,713,200 27

橘小学校等複合化整備計画の策定 38,000 28

ナゴヤ・スクール・イノベーション事業 4,699,940 29

ウェブ版学校生活アンケートの実施 87,844 30

24時間ＳＮＳ相談等の実施 125,153 31

キャリアサポート事業 598,610 32

学校司書の配置 100,355 33

学習支援講師の配置 506,116 34

医療的ケアが必要な幼児児童生徒の支援 113,084 35

日本語指導が必要な児童生徒の支援 244,078 36



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 グローバル人材を育む和室活用事業 131,702 37

市立高校生の海外派遣 73,103 38

小学校における民間プールを活用した水泳
指導

14,157 39

就学援助における入学準備金等 49,586 40

私立高等学校授業料補助 103,523 41

中学生による陸前高田市との交流10周年記
念事業

21,000 42

部活動外部顧問派遣事業 184,709 43

読書バリアフリー法に基づく読書環境の整
備

16,148 44

科学館Ｂ６型蒸気機関車等の展示整備に向
けた基本計画の策定等

91,614 45

継 続 学校における衛生用品の購入等 578,850 46

スクール・サポート・スタッフの配置 336,826 47

高等学校空調経費の公費負担 38,460 48

特別支援学校スクールバスの増車 435,477 49

新型コロナウイルス感染症対策等に係る業
務執行体制の強化

9,188 50

新型コロナウイルス感染症対策利用料金適
用施設の減収補 

33,049
（各局）
で掲載



令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（新規）スチームコンベクションオーブン 

の導入拡大に向けた調査・設計 

 

草案頁 

 

４６頁 

 

予 定 額 

 

 

８，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣 旨） 

   

  スチームコンベクションオーブンの導入拡大に向け、大規模な

小学校（６０１食以上）を対象に、導入可能性調査及び設計を行

う。 

 

 

（内 容） 

 

 ○給食調理場の現地調査       ５５校 

 ○調査結果を踏まえた設置工事の設計 ２０校 

 

 

担 当 課 

 

 

指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５ 

 
 

 

- 1 -



令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）中学校（守山区）新設の設計 

    及び用地取得 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 ８６６，７５５千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

志段味中学校は、過大規模校（３１学級以上）となることが見

込まれるため、分離新設校建設に係る設計及び用地取得を実施す

る。 

 

（内 容） 

１ 建設地 守山区上志段味特定土地区画整理組合 

       保留地１７７ブロック 

         

 ２ 施設内容 

普通教室、特別教室、管理諸室、ランチルーム、 

体育館兼講堂、武道場、プール等 

  

 ３ 予算内訳 

   設計   債務負担行為（限度額１８３，０００千円） 

   用地取得 ８６６，７５５千円 

 

４ 建設計画（予定） 

  令和４～５年度 設計、用地取得 

  令和６～７年度 建設 

     令和８年度   開校 

 

担 当 課 
総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 

 総務部教育環境計画室      電話 ９７２－３２８０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）小学校統合校の設計等 草案頁 ４６頁 

予 定 額 １８，６８０千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   統合に向けて新しい学校づくりを進めるため、統合校の整備に

係るワークショップや設計等を実施する。 

 

（内 容） 

１ 統合する小学校 

 〇御園小学校及び名城小学校（中区） 

  令和５年度に名城小学校敷地で統合予定 

 〇野跡小学校及び稲永小学校（港区） 

  令和９年度に稲永小学校敷地で統合予定 

  〇高坂小学校及びしまだ小学校（天白区） 

   令和６年度に統合予定 

   統合校新築のため、当初は高坂小学校校舎を使用し、令和８

年度中にしまだ小学校敷地の新校舎へ移転予定 

 

 ２ 事業内容 

〇地域住民等を対象としたワークショップの実施 

〇整備に係る設計 

〇移転準備（中区） 

債務負担行為（設計） 

期間 令和５年度 

限度額 ３０６，０００千円 

担 当 課  総務部教育環境計画室      電話 ９７２－４０９２ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 

 

（新規）学校エレベーターの更新 

 

 

草案頁 

 

４６頁 

 

予 定 額 

 

 

債務負担行為（限度額１６８，０００千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

 

   中学校に設置しているスクールランチ用エレベーター及び特

別支援学校のエレベーターについて、計画的な更新を行う。 

 

 

（内 容） 

 

 整備校数 

令和４～５年度設計・工事 

中学校    ６校 

    特別支援学校 １校 

  

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
指導部学校保健課               電話  ９７２－３２４５ 

総務部学校整備課        電話  ９７２－３２２１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）学校プールの改修 草案頁 ４６頁 

予 定 額 １０４，０００千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

  老朽化の進む学校プールについて、長寿命化の改修計画を策定

するため、プール改修を試行実施する。 

  

 

（内 容） 

 

 １ 整備校数   

（１）設計 

中学校 １校 

 （２）工事 

小学校 １校 

 

２ 整備内容 

（１）プール槽のＦＲＰ化又はステンレス化 

（２）プールサイドの改修 

（３）給排水設備の耐震化 

（４）機能の向上（ろ過機の更新、シャワー温水化等） 

 

 

 

担 当 課 総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）高等学校における１人１台タブレ

ット端末の導入 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 
２９５，４２０千円 

（うち新型コロナウイルス感染症対策 ２８１，９８０千円） 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

   ＩＣＴ環境を整備し、義務教育段階でタブレット端末を用いて

学んだ児童生徒が、高等学校においても、切れ目なく同様の環境

で効果的に学ぶことができるようにするとともに、「ウィズコロ

ナ」下でのオンライン学習環境を整備するため、高等学校におけ

る１人１台タブレット端末を整備する。 

 

 

（内 容） 

 

  市立高校生に対してタブレット端末を貸与するとともに、学習

支援ソフトのアカウントを配付する。 

 

  １ 対象 

約１２，０００人 

 

 ２ 予算内訳 

   タブレット端末      ２８１，９８０千円 

   学習支援ソフトアカウント  １３，４４０千円 

 

 

担 当 課 

 

指導部指導室                   電話  ９７２－３２９０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 

 

（新規）若宮高等特別支援学校の新設 

 

草案頁 

 

４７頁 

 

予 定 額 

 

 

８８，７６２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

    特別支援学校高等部の生徒数の増加や、企業等への就労をめざ

す職業教育のニーズの高まりに対応するため、若宮商業高等学校

の既存校舎の改修等により高等特別支援学校を新設する。 

 

 

（内 容） 

 

  １  設置場所 

  天白区古川町７６番地（若宮商業高等学校との併設） 

 

２  施設内容 

  普通教室１５室、実習室、管理諸室 

 

３  整備計画  

 令和４～５年度  工事 

令和６年度      開校 

 

債務負担行為 

期間 令和５年度 

限度額 ９５１，０００千円 

 

担 当 課 

総務部学校整備課      電話  ９７２－３２２１ 

指導部指導室      電話 ９７２－３２８９（特別支援） 

             電話 ９７２－３２９０（高等学校） 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）天白養護学校増築の設計等 草案頁 ４７頁 

予 定 額 １８７，０００千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

  特別支援学校に通学する生徒数が増加傾向にあるため、天白

養護学校増築の設計等を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

１ 建設地 

  天白区植田山二丁目１０１番地 

 

２ 施設内容  

普通教室、特別教室等 

 

 ３ 建設計画（予定） 

令和４年度   基本設計、既存施設取り壊し 

令和５年度   実施設計 

令和６～７年度 建設 

令和８年度   供用開始 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 

指導部指導室          電話 ９７２－３２８９           
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（新規）なごや子ども応援委員会相談等 

    対応記録システムの構築 

 

草案頁 

 

４７頁 

 

予 定 額 

 

 

２５，４５３千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

 

    小学校から途切れることなく見守る体制を強化するため、な

ごや子ども応援委員会相談等対応記録を管理・活用するシステ

ムを構築する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ システムの機能 

〇相談等対応記録の管理 

〇相談・対応状況の情報共有 

 

２ スケジュール（予定） 

令和４年度 開発 

令和５年度 稼働 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 

 

子ども応援委員会制度担当部子ども応援室 

                           電話 ９５０－７１６２  
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いじめ防止・不登校児童生徒支援事業一覧 

教 育 委 員 会 

区  分 予定額 主な内容 頁 

（新規） 

いじめ防止対策の 

調査検証 

26,000 

いじめ防止対策の取組状況を検証するた

め、外部有識者を委員とする調査検証機関

を設置し、学校における実地調査等を実施 

11 

（新規） 

校内の教室以外の 

居場所づくり 

73,803 

教室に入れない生徒が安心して学校生活を

送ることができるようにするため、校内の

教室以外の居場所づくりを推進 

12 

（新規） 

子ども適応相談セン

ター第３サテライト

整備の設計 

6,000 

子ども適応相談センターの狭あい化の解消

や通所開始までに要する期間短縮等のた

め、第３サテライトの開設に向けた設計を

実施 

13 

（新規） 

民間オンライン学習 

プログラム導入によ

る学習支援 

26,250 

不登校児童生徒がそれぞれの進度に合わせ

て自宅での学習を進められるよう、民間事

業者が提供するオンライン学習プログラム

を導入 

14 

（拡充） 

ウェブ版学校生活 

アンケートの実施 

87,844 
いじめや不登校の防止及び早期発見に向け

てアンケートをタブレット端末で実施 
30 

（拡充） 

24時間ＳＮＳ相談等

の実施 

125,153 

いじめ等の未然防止・早期発見・早期対応

のため、ＳＮＳ相談の対応時間を拡充する

とともに、ネットパトロールを実施 

31 

計 345,050   

 

千円 

- 10 -



令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 （新規）いじめ防止対策の調査検証 

 

草案頁 

 

４７頁 

 

予 定 額 

 

 

２６，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

これまでの名古屋市いじめ対策検討会議及び名古屋市いじめ

問題再調査委員会の調査報告書の提言や、名古屋市いじめ防止基

本方針に基づく学校及び教育委員会における取組状況について

調査検証を行う。 

 

 

（内 容） 

 

  総合教育会議のもとに外部有識者を委員とする中立公平な調

査検証機関を設置し、学校及び教育委員会のいじめ防止対策につ

いて、各区１校程度の学校における実地調査及び検証を行う。 

 

担 当 課 

 

指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 （新規）校内の教室以外の居場所づくり 

 

草案頁 

 

４８頁 

 

予 定 額 

 

 

７３，８０３千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

    教室に入れない生徒が安心して学校生活を送ることができる

ようにするため、校内の教室以外の居場所づくりを推進する。 

 

 

（内 容） 

  

 １ 実施校数 

   中学校 ３０校 

 

２ 実施内容 

 専任の教員を各校へ配置し、余裕教室等を活用して、生徒一 

人ひとりの状況に応じた適切な学習指導や適応指導を実施 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 

 

指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（新規）子ども適応相談センター 

第３サテライト整備の設計 

 

草案頁 

 

４８頁 

 

予 定 額 

 

 

６，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

    子ども適応相談センターの狭あい化を解消するとともに、増加

し続ける通所希望者の通所開始までに要する期間の短縮や、通所

者一人ひとりへの支援を充実させるため、第３サテライトの開設

に向けた設計を実施する。 

 

（内 容） 

１ 設置場所 北区平安二丁目（閉園後の報徳幼稚園跡地） 

 

２ 整備計画（予定） 

令和４年度 設計 

   令和５年度 工事 

   令和６年度 開設 

 

（参 考） 

  心理的な理由によって登校できない児童生徒を支援するため、

市内在住の小・中学生を対象に教育相談及び適応指導を行う。 

○教育相談 児童生徒の情緒の安定を図るとともに、親として 

の適切な関わり方などについての相談を実施す 

る。 

○適応指導 日常的な活動や体験活動を通じて、自主性・自発 

性の育成、対人関係の改善を図るとともに、学習 

の支援を行う。 

 

 

担 当 課 

 

子ども適応相談センター     電話 ５２１－９６４０  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（新規）民間オンライン学習プログラム 

    導入による学習支援 

 

草案頁 

 

４８頁 

 

予 定 額 

 

 

２６，２５０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

    不登校児童生徒がそれぞれの進度に合わせて自宅での学習を

進められるよう、民間事業者が提供するオンライン学習プログラ

ムを導入する。 

 

 

（内 容） 

  

  対象 小・中学校の不登校児童生徒 

 

 

 

 

 

担 当 課 

 

指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 （新規）学校福祉専門員の配置 

 

草案頁 

 

４８頁 

 

予 定 額 

 

 

５０，１５０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

   児童生徒の状況をつぶさに把握し、支援が必要な児童生徒や家

庭を見つけ出し、適切に支援するためのツールであるスクリーニ

ングの調査・研究等を行うため、学校福祉専門員を配置し、スク

リーニング会議等で教職員等との連携を行う。 

 

（内 容） 

  

 １ 配置人数  

３０人 

 

 ２ 配置時間  

年間２８０時間 

 

 

 

担 当 課 

 

指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 

（新規）幼稚園における預かり保育室の 

    新型コロナウイルス感染症対策 

改修 

草案頁 ４８頁 

予 定 額 ５，７２０千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

    新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策のため、幼稚園

において預かり保育を実施する保育室の手洗い場を非接触型の

蛇口に改修する。 

 

 

（内 容） 

 

   整備園数  １２園 

         

 

（参 考） 

 

 主に預かり保育に使用している保育室の室内に、園児用の手洗

い場が設置されている園を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 

 

指導部指導室                   電話  ９７２－３２９０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（新規）学校トイレにおける生理用品の 

配置 

 

草案頁 

 

４９頁 

 

予 定 額 

 

 

７，５００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

   新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、希望する児童生徒

がいつでも受け取れるよう生理用品を学校トイレに配置する。 

 

 

（内 容） 

 

   小・中学校、高等学校及び特別支援学校全校のトイレに生理用

品を配置する。 

   

   

 

担 当 課 

 

 

指導部学校保健課                電話  ９７２－３２４５ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （新規）就学援助所得基準額の変更 草案頁 ４９頁 

予 定 額 １４６，７３２千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により、保護者の経

済状態は今後も厳しい状況となることが見込まれる。 

保護者の負担を軽減し、安心して就学してもらえるよう、経済

的理由により就学が困難であると認められる場合に支給する就

学援助の所得基準額を当面の間引き上げる。 

 

 

（内 容） 

 

  所得基準額（４人世帯の場合） 

   ３１６→３５２万円（収入目安４６３→５０８万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教務部学事課                   電話  ９７２－３２１４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 

 

（新規）教育センターの空調設備等改修 草案頁  ５０頁 

予 定 額 １６，０００千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

    教育センターの老朽化した空調設備等の改修を実施する。  

 

 

（内 容） 

 

 １ 整備内容 

  〇空調設備の更新 

  〇給水設備の改修 

  〇舞台照明設備の改修 等 

 

 

 ２ 整備計画（予定） 

  令和４年度    設計  

令和４～５年度 工事 

 

      債務負担行為 

     期間 令和５年度 

     限度額 ５１５，０００千円 

  

 

 

担 当 課 
 

教育センター総務課              電話  ６８３－６４０４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）教職員の働き方改革プラン策定 

    に向けた調査 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  教職員が授業や授業準備等に集中し、健康でやりがいをもっ

て勤務でき、教育の質を高められる環境を構築するため、学校に

おける働き方改革プランの策定に向けた調査を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

○学校における働き方改革プランの策定及び学校徴収金事務へ

のシステム導入に係る調査 

 ○働き方改革モデル校の検討 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
 教務部教職員課         電話 ９７２－３２３７ 

 指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）博物館リニューアル改修 

の設計等 

 

草案頁 
５３頁 

５４頁 

予 定 額 

 

４８６，３６９千円 

 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

  名古屋市博物館の魅力向上基本計画に基づき、本館・外構のリ

ニューアル改修等を行うとともに、データベースの構築・活用や

収蔵資料の充実を図る。 

 

 

（内 容） 

１ 事業概要 

（１）リニューアル改修の設計等 

本館・外構のリニューアル改修や常設展示更新に係る設

計及び東館の整備等 

債務負担行為 

     限度額計 ２，８７３，０００千円 

 （２）収蔵資料データベースの構築 

    収蔵資料データベースの構築及び活用事例調査 

 （３）国指定重要文化財「豊臣家文書」の購入 

    豊臣秀吉を関白とする「宣旨」始め６７点 

 

２ 概算事業費 約１７０億円 

 

３  計画期間  令和４～１０年度 

 

担 当 課 博物館総務課                    電話  ８５３－２６５７ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 

（新規）デジタルトランスフォーメーショ

ンの推進（就学事務等システムの

標準化に伴う調査） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 ５８，０００千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

   地方公共団体情報システムの標準化に関する法律による就学

事務等システムの全国的な標準化へ対応するための調査を実施

する。 

 

 

（内 容） 

 

  就学事務システム及び就学援助システムの標準準拠システム

（国が作成した標準仕様書に準拠したシステム）への移行に向け

て、現行システム環境の基本調査等を実施する。  

 

スケジュール（予定） 

  令和４年度～ 基本・要件調査 

  令和６年度～ システム調達（開発） 

  令和７年度  標準準拠システムへ移行 

 

   債務負担行為 

    期間 令和５年度 

    限度額 ４９，０００千円 

 

 

担 当 課 教務部学事課                    電話  ９７２－３２１４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）小学校４年生での３５人学級の 

    実施 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 ５６２，３３１千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  国が令和４年度に小学校３年生の学級編制基準を３５人とし、 

令和５年度以降に順次学年を拡大することに伴い、本市において 

令和４年度に小学校４年生の３５人学級を国に先行して実施す

る。 

 

（内 容） 

 

○増学級を担任する教員数の増 

○教室不足への対応 

○学級運営に必要な備品等の購入 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 

 教務部教職員課           電話 ９７２－３２３７ 

 総務部学校整備課          電話 ９７２－３２２１ 

 教育センター学校情報化支援部    電話 ６８３－６４２４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）新たな公立高等学校入学者選抜制

度の実施 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 ６４，２６４千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

    令和４年度末に実施される愛知県公立高等学校入学者選抜に

おける、全体スケジュールの前倒しや一般選抜の学力検査の回数

変更、推薦選抜への特色選抜の導入などの入試制度の変更に伴

い、中学校・高等学校において必要な対応を行う。 

 

（内 容） 

 

１ 非常勤講師の追加配置 

   進路指導担当教員が新入試制度に対応する時間を確保する

ため、代わりに授業を行う非常勤講師の配置時間を拡充する。 

   〇配置校  中学校全校  

〇配置時間 週当たり１２→１６時間 

 

 ２ マークシート方式の導入等 

   新入学者選抜システムへ接続するとともに、マークシート処

理に関する機器を全市立高等学校へ導入する。 

 

  ３ 予算内訳  

   非常勤講師の追加配置   ５９，２６４千円 

   マークシート方式の導入等  ５，０００千円 

  

 

担 当 課 
教務部教職員課         電話 ９７２－３２３７ 

指導部指導室          電話 ９７２－３２９０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 

 

（拡充）給食調理用フライヤーの更新 

 

草案頁 

 

４６頁 

予 定 額 

 

２７，６５２千円 

 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

   

  給食調理場に設置されている、揚げ物を調理するためのフライ

ヤーが老朽化しているため、更新を行う。 

 

 

（内 容） 

 

  整備校数 小学校 １４校 

 

 

担 当 課 

 

 指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校施設のバリアフリー化 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ３４５，５００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

障害のある児童生徒の教育環境改善や避難所機能強化のため、

国が示した令和７年度末までの整備目標に従って、小・中学校の

バリアフリー化を推進する。 

 

 

（内 容） 

 

１ エレベーターの整備 

 〇設置可能性調査 

  小学校  ６校 

  中学校 １４校 

 〇設計 

  小学校  ３校 

 

２ スロープの整備 

 〇工事 

  小学校 ３４校 

 

 

 

担 当 課 総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校体育館空調設備の整備 草案頁 
４６頁 

４７項 

予 定 額 ２，７１３，２００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

中学校及び特別支援学校において、授業や部活動時の熱中症対

策や避難所の環境改善を図るため、体育館空調設備の整備を実施

する。 

 

 

（内 容） 

 

整備校数 

（１）設計 

中学校    ５６校 

特別支援学校  １校 

（２）工事 

中学校    ５５校 

特別支援学校  ５校  

 

 

 

 

 

 

担 当 課  総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）橘小学校等複合化整備計画の策定 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ３８，０００千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

  橘小学校の教育環境の改善を図るため、令和３年度に策定する

整備構想に基づき、周辺の公共施設との複合化整備に向けた整備

計画を策定する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 事業内容 

〇施設計画の作成 

○管理運営計画の作成 

○整備手法の調査 

○概算事業費の算出と事業スケジュールの検討 等 

 

 ２ 整備場所 

   中区橘一丁目（現地改築） 

 

 ３ 複合化する施設 

   中生涯学習センター、前津福祉会館、前津児童館 

 

 

担 当 課  総務部教育環境計画室      電話 ９７２－３２８０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）ナゴヤ・スクール・イノベーション   

    事業 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 ４，６９９，９４０千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

  子ども一人ひとりの興味・関心や能力、進度に応じた「個別最

適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を推進する。 

 

（内 容） 

１ 授業改善等の推進 

（１）民間の力を活用した学校における実践研究 

○探究的な学びに係るモデル実践校の拡大 １→３校 

○市立学校（園）における６つのプロジェクトによる実践研

究の継続 

（２）選抜した教員による実践研究 

   先進事例の研究と実践 

（３）学習会の開催などを通じた教員の意識改革 

 

２ 新時代の学びを支えるＩＣＴ環境整備 

（１）ＩＣＴ支援員の配置 ４３→１００人 

（２）指導者用デジタル教科書の購入 

（３）新たな学校ネットワークの調査・研究 

（４）小・中学校等のタブレット端末のソフトウェア使用・保守 

   等 

 

３ 広報・啓発 

   インターネット上での情報発信等 

 

 ４ 学びの改革方針の策定 

   学びの構造転換のための方針の策定 

 

担 当 課 
指導部指導室             電話 ９７２－３２８７  

 教育センター学校情報化支援部     電話 ６８３－６４２４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（拡充）ウェブ版学校生活アンケート 

の実施 

 

草案頁 

 

４７頁 

 

予 定 額 

 

 

８７，８４４千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

   いじめや不登校になる可能性の高い児童生徒の早期発見に活

用することができる学校生活アンケートを実施し、児童生徒一人

ひとりへきめ細やかな指導・支援を行うとともに、よりよい学校・

学級運営に活用する。 

 

 

（内 容） 

 

  アンケート結果を直ちに支援につなげるため、紙媒体で実施

してきた学校生活アンケートをタブレット端末で行う。また、教

員を対象とした活用説明会を実施する。 

 

 １ ウェブ版学校生活アンケートの実施 

 （１）実施対象 小学校４～６年生 

         中学校全生徒 

（２）実施回数 年２回 

 

２ ウェブ版学校生活アンケート活用説明会の実施 

 

 

 

担 当 課 

 

指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 （拡充）２４時間ＳＮＳ相談等の実施 

 

草案頁 

 

４８頁 

 

予 定 額 

 

 

１２５，１５３千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   いじめ等の未然防止・早期発見・早期対応のため、全市立学校

を対象として、ＳＮＳ相談の対応時間を３６５日２４時間に拡充

するとともに、ネットパトロールを実施する。 

 

（内 容） 

１ ＳＮＳ相談の拡充 

児童生徒が、配付されたタブレット端末等からいじめ等の報

告・相談をすることができるＳＮＳ相談の利用対象及び対応時

間を拡充する。 

（１）対象 

小学校     ０→２６３校（４年生以上） 

中学校    １９→１１１校 

高等学校    ３→ １４校 

特別支援学校  ０→  ５校（小学部４年生以上） 

（２）対応時間 

    平日１７～２２時→３６５日２４時間 

 

 ２ ネットパトロールの実施 

   インターネット上における児童生徒に関する誹謗・中傷等の

書き込みを検索・監視する。 

 

担 当 課 

 

指導部指導室                    電話  ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）キャリアサポート事業 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ５９８，６１０千円 

事業の概要 

 

（趣  旨）   

 

子どもが夢や目標に向かって自ら踏み出せる力を身に付ける

ことができるよう、キャリアコンサルタントを「キャリアナビゲ

ーター」として配置し、キャリア教育の幅広い推進とキャリアプ

ランニングの応援を行う。 

 

 

（内  容） 

 

  キャリア教育に関する授業や自己実現を目指す生徒に対して

個別相談等を実施するキャリアナビゲーターについて、子ども青

少年局の子どもライフキャリアサポートモデル事業から一部事

業を移管した上で、配置校数を拡充する。 

    

  配置校数 ３０→６０校 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校司書の配置 草案頁 ４８頁 

予 定 額 １００，３５５千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

  児童生徒の学校図書館の利用促進等を図るため、学校司書を

配置するとともに、近隣の小・中学校への巡回派遣を行う。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 配置校数  

   小・中学校 ７５→８０校 

 

 ２ 配置時間  

   週当たり２０時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学習支援講師の配置 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ５０６，１１６千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

きめ細やかな指導を通して、児童生徒の基礎・基本の定着、学

習に関する興味・関心の喚起を図るため、非常勤講師を配置す

る。 

 

（内 容） 

 

  発達障害対応支援講師の配置を拡充する。 

 

 １ 配置校数 

子どもの未来応援講師     ９３校 

発達障害対応支援講師  ６５→７０校 

不登校対応支援講師      ４２校 

日本語指導講師        ３１校 

 

 ２ 配置時間 

   週当たり２０時間 

 

 ３ 長期休業期間における特設講座 ９３校 

 

 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）医療的ケアが必要な 

幼児児童生徒の支援 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 １１３，０８４千円 

事業の概要 

 

 （趣 旨） 

 

  医療的ケアが必要な幼児児童生徒が安心して学校（園）生活を

送ることができるよう、さまざまな支援を行う。 

 

 

 （内 容） 

 

 １ 看護介助員の配置 

   対象の児童生徒が在籍する学校（園）に医療的ケアと生活介

助を行うことができる看護介助員を配置する。Ⅰ型糖尿病があ

り、看護師によるインスリン注射が必要な幼児児童生徒への看

護介助員の配置を拡充する。 

   配置人数 ２２→２７人 

 

 ２ 通学支援 

通学に保護者等の送迎が必要な児童生徒について、急な事情

等により保護者等が送迎できない場合に新たに看護介助員に

よる徒歩又はタクシー等の通学支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 

担 当 課  指導部指導室           電話 ９７２－３２８９ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 (拡充）日本語指導が必要な児童生徒の支援 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ２４４,０７８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  日本語指導が必要な児童生徒の増加及び多言語化に対応する

ため、初期日本語集中教室に遠隔指導を導入するとともに、母語

学習協力員及び母語指導補助員の増員を行う。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 初期日本語集中教室の運営 

 指導員１人を増員し、遠隔指導を導入することにより、保護

者送迎が困難な児童の受け入れを促進する。 

配置人数 指導員 ２→３人 

 

２ 母語学習協力員等の配置 

母語学習協力員 ４４→４６人 

 フィリピノ語  ９→１０人 

ポルトガル語 １０→１１人 

中国語２２人、ネパール語２人、ベトナム語１人 

母語学習協力員スーパーバイザー ３人 

    フィリピノ語、ポルトガル語、中国語 各１人 

母語指導補助員 ２→３人 

フィリピノ語、中国語、ネパール語(新規) 各１人 

 

 

担 当 課 指導部指導室          電話 ９７２－３２３１ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）グローバル人材を育む 

和室活用事業 
草案頁 ４８頁 

予 定 額 １３１，７０２千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

   郷土への愛着や誇りをもってグローバルに活躍するための資

質・能力を育むため、小・中学校に和室（組立式）を設置する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 実施校  

   小・中学校 ６７→１１７校 

  

 ２ 実施内容 

   茶華道体験等、和室を活用した教育活動の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課  指導部指導室          電話 ９７２－３２３１  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）市立高校生の海外派遣 草案頁 ４８頁 

予 定 額 ７３，１０３千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   高等学校教育の活性化とともに、未来を担うにふさわしい国際

的視野を持った心豊かな人間の育成と国際理解教育の充実を図

ることを目的として、市立高校生を海外に派遣する。 

  また、経済的な理由により参加費の負担が困難な生徒を対象と

した優先枠を設ける。 

 

（内 容） 

 １ 派遣期間 

   １０日間程度 

 ２ 派遣人数 

   マレ－シア            １５人 

   オーストラリア（シドニー）    ２０人 

   ドイツ              ２０人 

   フランス（ランス）        １５人 

   イタリア（トリノ）        ２０人 

   中国（南京）           ２０人 

   ウズベキスタン（タシケント）   ２０人 

   台湾（台中）           ２０人（新規） 

   韓国               ２０人（新規） 

３ 主な研修内容 

   事前研修、現地校訪問・交流、ホームステイ、市役所への表

敬訪問、現地産業に係る就業体験、自主研修プログラム、事後

研修、報告会 

 

担 当 課  指導部指導室          電話 ９７２－３２９０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（拡充）小学校における民間プールを活用 

した水泳指導 

 

草案頁 

 

４９頁 

 

予 定 額 

 

 

１４，１５７千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

    児童数の増加により教室が不足している等の事由がある学校

において、民間プールを活用した水泳指導を行う。 

 

 

（内 容） 

 

   実施校数 ３→５校 

       （鶴舞小学校、中川小学校において新たに実施） 

担 当 課 
総務部教育環境計画室           電話  ９７２－３２８０ 

指導部学校保健課             電話  ９７２－３２４５ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）就学援助における入学準備金等 草案頁 ４９頁 

予 定 額 ４９，５８６千円 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

 

    就学援助の支給額について、入学準備金、オンライン学習通信

費の支給単価を増額する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 入学準備金 

  ○支給額 

   小学校１年生 ５１，０６０→５４，０６０円 

 

 ２ オンライン学習通信費 

  ○支給額   

   小学校１～６年生 １２，０００→１４，０００円 

   中学校１～３年生 １２，０００→１４，０００円 

 

 

 

担 当 課 教務部学事課                   電話  ９７２－３２１４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）私立高等学校授業料補助 草案頁 ５０頁 

予 定 額 １０３，５２３千円 

事業概要 

 

（趣 旨） 

  私立高等学校に在籍する者に対して授業料の補助を行うこと

により、保護者負担の軽減を図る。 

 

 

（内 容） 

 １ 対象者 

   本市の住民で、愛知県の行う授業料補助の対象範囲外の者 

 

 ２ 補助単価 

 （１）課税標準額×６％－市民税の調整控除額×３／４が 

３２５，５００円未満（年収約８４０～９５０万円） 

１・２年生：年額４４，０００→４６，２００円 

３年生：年額４４，０００円 

 

 （２）課税標準額×６％－市民税の調整控除額×３／４が 

    ４１５，５００円未満（年収約９５０～１，１１０万円） 

    １・２年生：年額２７，０００→２７，８００円 

３年生：年額２７，０００円 

 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２－３２１４  
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（拡充）中学生による陸前高田市との 

    交流１０周年記念事業 

 

草案頁 

 

５０頁 

 

予 定 額 

 

 

２１，０００千円 

 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

    東日本大震災を契機に陸前高田市教育委員会と締結した「絆

協定」をもとに実施する、両市中学校２年生による訪問交流事業

が令和４年度で１０年の節目を迎える。そのため、これまでの事

業参加者（以下「センパイ」という。）も参画することにより、

生徒たちの防災学習を充実させつつ、両市の絆を一層深め、防災

人材を育成する取り組みを行う。 

 

（内 容） 

  １  参加者（予定） 

〇中学校２年生  ３７人 

〇センパイ   １２１人（オンラインでの参加を含む） 

 

２ 実施内容 

（１）事前学習会 

センパイが、生徒がどういった視点で学ぶとよいかをと

もに考えるなど、学びを深める。 

（２）交流当日 

陸前高田市への訪問にセンパイが同行し、防災に関する

テーマを設定したワークショップを実施するなど、学びを

深める。 

 

 

担 当 課 

 

総務部総務課                   電話  ９７２－３２７５ 

 指導部指導室                   電話  ９７２－３２７０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）部活動外部顧問派遣事業 草案頁 ５１頁 

予 定 額 １８４，７０９千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  部活動の充実・活性化を図るとともに、教員の多忙化解消のた

め、部活動時間中に教員顧問がいなくても、子どもを指導できる

部活動外部顧問を派遣する。 

 

 

（内 容） 

 

  派遣部数 中学校 ２７０→２９４部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課  生涯学習部部活動振興室     電話 ９７２－３３８３ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）読書バリアフリー法に基づく 

読書環境の整備 
草案頁 ５１頁 

予 定 額 １６，１４８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  「視覚障害者等の読書環境の整備に関する法律（読書バリアフ

リー法）」に基づき読書環境の整備を推進するため、電子書籍及

び点字文庫の充実を図る。 

 

（内 容） 

 

１ 電子書籍の充実 

（１）収集方針 

○障害のある方にやさしく、市民に身近な電子書籍 

○中学生の自主的な調べ学習等に活用できる電子書籍の充

実を図るとともに、中学生に学習者用タブレット端末等か

ら直接アクセス可能なＩＤを発行し、読書しやすい環境を

整備 

（２）点数  

約４，０００点 追加 

（令和４年度末 約１７，０００点 予定）  

 

２  点字文庫の充実 

障害のある方が利用する音訳図書を製作するボランティア

の養成に加えて、パソコンで読み上げ可能なテキストデータを

製作するボランティアを新たに養成する。 

 

 

担 当 課 
鶴舞中央図書館        電話 ７４１－９８３７（奉仕課） 

              ７４１－９８３６（整理課） 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

 

事 項 
（拡充）科学館Ｂ６型蒸気機関車等の展示

整備に向けた基本計画の策定等 

 

草案頁 

 

５３頁 

 

予 定 額 

 

 

９１，６１４千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣  旨） 

   

    Ｂ６型蒸気機関車について、科学館において圧縮空気で復元の

うえ動態展示を行うとともに、東日本旅客鉄道株式会社が所有す

る旧型客車等２両を取得し科学館において展示するため、各車両

の本体の復元・修復方法、展示方法等についての基本構想・基本

計画の策定等を行う。 

 

 

（内 容） 

 

  ○基本構想・基本計画の策定 

○旧型客車等２両の取得、運搬及びアスベスト処理 

 ○各車両の保管 

 

担 当 課 

 

 

科学館総務課                    電話  ２０１－４４８０ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （継続）学校における衛生用品の購入等 草案頁 
４６頁 

４７頁 

予 定 額 ５７８，８５０千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  学校（園）において、新型コロナウイルス感染症予防に必要な

衛生用品の購入等を行う。 

 

 

（内 容） 

 

  国の感染症対策等に係る「学校教育活動継続支援事業」の補助

金を活用し、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応できる予算を、校

種、学校規模に応じて配分する。 

 

〇小・中学校   ９００～１，８００千円／校 

  〇高 等 学 校 ２，２５０～２，７００千円／校 

  ○幼 稚 園         ５００千円／園 

  ○特別支援学校       ３，６００千円／校 

 

担 当 課  指導部学校保健課        電話 ９７２－３２４５ 

 

 

- 46 -



令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（継続）スクール・サポート・スタッフ 

の配置 
草案頁 

４６頁 

 ４７頁 

予 定 額 
３３６，８２６千円 

（うち新型コロナウイルス感染症対策 ３１１，９８８千円） 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  学校（園）において、新型コロナウイルス感染症対策を行うと

ともに、教員の負担軽減を図り教員がより児童生徒への指導や

教材研究等に注力できる体制を整備する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 配置校 

   全学校（園） 各１人 

 

 ２ 配置時間 

   週当たり１５時間 

 

 ３ 主な業務 

   学習プリント等の印刷、配付物の整理 

   学校（園）内の清掃・消毒作業等 

 

担 当 課  教務部教職員課         電話 ９７２－３２３７ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 （継続）高等学校空調経費の公費負担 草案頁 ４７頁 

予 定 額 ３８，４６０千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  新型コロナウイルス感染症対策の必要性等を踏まえ、ＰＴＡが

設置した空調にかかる費用の一部を公費負担とすることで保護

者負担の軽減を図る。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 実施校数  

１３校 

 

 ２ 実施内容 

   ＰＴＡが設置した空調のうち、普通教室、図書室及び音楽室 

  への設置分について、機器のリース代及び光熱費を公費負担と 

  する。 

 

担 当 課 
総務部学校整備課        電話 ９７２－３２２１ 

 教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（継続）特別支援学校スクールバスの 

増車 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 
４３５，４７７千円 

（うち新型コロナウイルス感染症対策 １９８，４５２千円） 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  スクールバス１台あたりの乗車人数を減らし、新型コロナウイ

ルス感染症の感染リスクを低減させるため、スクールバスを継続

して増車する。 

 

 

（内 容） 

 

  台数 １５台（各校３台）→３０台（各校６台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

担 当 課  教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 
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令和４年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

事 項 
（継続）新型コロナウイルス感染症対策  

    等に係る業務執行体制の強化 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 ９，１８８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  新型コロナウイルス感染症拡大防止における対応及び予防に

係る学校保健課の業務執行体制を強化するため、当該職を継続

して設置する。 

 

 

（内 容） 

 

  継続 主査１人 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

担 当 課  総務部総務課          電話 ９７２－３２０６ 
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令和４年度主な施策等一覧（交通局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 地下鉄駅名称変更 413,000 1

地下鉄車内デジタルサイネージ広告の設置 債務負担行為 2

拡 充 市営交通100周年記念事業の実施 181,237 3

継 続 バス・地下鉄車両の抗ウイルス加工 2,080 4
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令和４年度主な施策等一覧

交 通 局 

事 項 （新規）地下鉄駅名称変更 草案頁 
９５頁 

９６頁 

予 定 額 ４１３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和５年１月に予定されている中村区役所の移転にあわせて、

４駅の駅名称を変更するもの。 

２ 駅名称の変更内容 

現在の駅名称 変更後の駅名称 

中 村 区 役 所 太 閤 通 

市 役 所 名 古 屋 城 

伝 馬 町 熱田神宮伝馬町 

神 宮 西 熱 田 神 宮 西 

３ 変更時期 

令和５年１月（予定） 

４ 案内サイン等の改修 

駅名称の変更にあたっては、市バス及び地下鉄の案内サイン、

車両の行先表示器、駅務機器等の改修を実施するもの。 

担 当 課 電車部運輸課         電話 972-3911（内線3911） 
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令和４年度主な施策等一覧

交 通 局 

事 項 
（新規）地下鉄車内デジタルサイネ 

ージ広告の設置 
草案頁 ９６頁 

予 定 額 （債務負担行為） 

事業の概要 

 １ 趣 旨 

   動画による情報発信が可能なデジタルサイネージ広告を地

下鉄車内に設置するもの。 

 ２ 設置対象車両 

   東山線 ２１編成（１２６両） 

 ３ 今後の予定 

   令和４年度   機器の製造 

   令和５年度～  機器の設置及び順次稼働 

 ４ 事業費 ４１７，０００千円（債務負担行為） 

担 当 課 営業統括部資産活用課  電話 972-3813（内線3813） 

（※画像はイメージです。） 
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令和４年度主な施策等一覧

交 通 局 

事 項 （拡充）市営交通１００周年記念事業 草案頁 
９５頁 

９６頁 

予 定 額 １８１，２３７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和４年８月１日に市営交通が１００周年を迎えることから、

お客さまに感謝を伝えるとともに、市営交通への理解と愛着を深

めていただくことを目的として、記念事業を実施するもの。 

(1)  キャッチコピー 

「これからも、街をむすぶ。人をつなぐ。」

(2)  ロゴマーク 

２ 主な内容 

・メインイベントの開催及び各種行事の実施

・復刻デザインを装飾したバス・地下鉄車両の運行 

・オリジナルグッズの発売 

・記念ドニチエコきっぷの発売 

・市営交通百年史の発行  

担 当 課 企画財務部経営企画課    電話 972-3812（内線3812） 
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令和４年度主な施策等一覧 

交 通 局 

事 項
（継続）バス・地下鉄車両の抗ウイルス 

加工 
草案頁 

９５頁 

９６頁 

予 定 額 ２，０８０千円 

事業の概要

１ 趣 旨 

お客さまに、より安心してバス・地下鉄をご利用していただ 

けるよう、令和４年度に更新により新たに購入する車両につい

て、手すりやつり革をはじめ、車内全体に抗ウイルス・抗菌加

工を行うもの。 

２ 令和４年度施工予定数 

バ ス  ４６両 

地下鉄   ６両（鶴舞線１編成） 

（参考）実施状況 

  (1)  令和２年度 

     バス  ２３両 

     地下鉄 ５０両（桜通線１０編成） 

  (2)  令和３年度 

     バス  ９９１両 

     地下鉄 ７３２両（東山線    ４８編成） 

（名城・名港線 ３６編成） 

（鶴舞線    ２５編成） 

（桜通線    １４編成） 

（上飯田線    ２編成） 

在籍車両はすべて実施済み。 

担 当 課
自動車部自動車車両課    電話 972-3882（内線3882） 

車両電気部電車車両課    電話 972-3879（内線3879） 



令和４年度主な施策等一覧（各局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続
新型コロナウイルス感染症対策利用料金適用
施設の減収補塡

1,401,734 1



－１－ 

令和４年度主な施策等一覧

各局 

事 項
（継続）新型コロナウイルス感染症対策 

利用料金適用施設の減収補塡 
草案頁 

43.51.52.54

55.57.61.62

71.72 

予 定 額 １，４０１，７３４千円 

事業の概要

１ 趣旨 

  施設の適正な管理運営に支障をきたすことがないよう、利用料

金適用施設において新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ

る収入の減収が生じた場合に、管理運営経費を上限に減収を補塡

するもの。 

２ 内容 

                       （単位：千円） 

所 管 局 対 象 施 設 予 定 額

スポーツ 

市民局 

総合体育館、瑞穂運動場、スポーツセ

ンター、市体育館、港サッカー場、名

城庭球場、東山公園テニスセンター、

市営プール、コミュニティセンター、

地区会館 

574,716

観光文化 

交流局 

御岳休暇村、公会堂、市民会館、音楽

プラザ、文化のみち橦木館、国際セン

ター、国際会議場 

554,137

緑政土木局

久屋大通庭園、庄内緑地、自転車駐車

場、道路地下等駐車場、東谷山フルー

ツパーク 

239,832

教育委員会 生涯学習センター 33,049

合   計 1,401,734

担 当 課

スポーツ市民局総務課         電話９７２－４４０４ 
観光文化交流局総務課         電話９７２－３１０６ 
緑政土木局企画経理課         電話９７２－２４５５ 
教育委員会企画経理課         電話９７２－３２７１ 


